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（注）　平成21年９月14日に当社取締役会にて発行決議しま

した第三者割当による新株式発行数の発行価額の総

額が払込期日に払い込まれた場合のものとなりま

す。また、平成21年９月１日以降における当社第１回

から第３回新株予約権及び第４回新株予約権証券の

行使請求による新株式発行数は考慮していないた

め、新株予約権者からの行使請求があった場合の募

集金額は増加いたします。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所
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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 12,030,000株
普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定
のない提出会社における標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

　（注）１．平成21年９月14日（月）開催の取締役会決議によります。

２．発行数欄の記載数値は、平成21年９月14日に当社取締役会にて発行決議しました第三者割当による新株式発行数

（5,000,000株）の発行価額の総額が払込期日（平成21年９月30日）に払い込まれた場合のものとなります。また、

平成21年９月１日以降における当社第１回から第３回新株予約権及び第４回新株予約権証券の行使請求による新

株式発行数は考慮していないため、新株予約権者からの行使請求があった場合、発行数が増加する可能性がありま

す。

３．保管振替機構の名称および住所

株式会社証券保管振替機構　　　東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数（株） 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

募集株式のうち株主割当 12,030,000 962,400,000 481,200,000

募集株式のうちその他の者に
対する割当

－ － －

募集株式のうち一般募集 － － －

発起人の引受株式 － － －

計（総発行株式） 12,030,000 962,400,000 481,200,000

　（注）１．株主割当の方法によります。

２．発行価額の総額は会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は会社法上の増加する資本金の額の総額で

あります。また、増加する資本準備金の額の総額は、481,200,000円であります。

３．平成21年11月６日（金）の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、所定の申込をす

ることにより、その所有株式１株につき１株の割合をもって新株式を割当てます。ただし、株式の割当を受ける権利

を有する株主が所定の申込をしないときは、当該株主は株式の割当を受ける権利を失い、当該株主への新株式の割

当は行われません。

４．募集の目的及び理由

当社グループは、平成21年９月期第３四半期連結会計期間において、四半期純損失3,395百万円を計上しており、ま

た純資産は677百万円と大幅に減少している状況にあることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られます。当社グループはこの現状を早期に解消すべく、「有利子負債残高圧縮による資金面での対応」および

「経常経費削減による収益性の向上」を図るための施策を講じ、順次実行しております。

平成21年９月14日開催の取締役会において第三者割当による新株式発行（＊１）（以下、「当該第三者割当増資」

という。）を決議いたしましたが、当社グループが将来収益を確保するには十分ではないと判断しております。当該

第三者割当増資においては、１つの新規プロジェクトの仕入れと凍結していたプロジェクト経費（設計費・広告宣

伝費・販売代理手数料等）に充当することを予定しておりますが、株主割当による新株式の発行においては、さら

に２つの新規プロジェクトの仕入れを行う予定としております。また、凍結していたプロジェクトを完成させるた

め、当該第三者割当増資で調達した資金では不足しているプロジェクト経費に充当し、中長期的かつ安定的な収益

を確保し早期の黒字化を計ることを資金調達の目的としており、当社は、当該第三者割当増資及び当該株主割当増

資による資金調達によって、それらの目的が達成できるものと判断しております。

当社は継続企業として、確実に、かつ、早期に経営基盤の強化及び利益の確保を行う必要があることから、資金調達

方法を検討し実施する必要があると判断し、平成21年９月14日開催の当社取締役会において、株主割当による新株

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

  2/142



式の発行を決議いたしました。当社は、この決定による当該資金調達の達成により当社グループの企業価値向上が

なされ、株主様をはじめとするステークホルダーの利益を高めることになると確信しております。

なお、当該第三者割当増資が達成したことを前提に、この株主割当による資金調達の完全な達成（全ての株主様が

全ての割当に応じた場合）により発行済株式総数は、24,060,000株となります。一方で当社の本書提出日現在の発

行可能株式総数は25,620,000株であり、その割合が93.9％となることから、平成21年12月15日開催予定の当社第11

回定時株主総会において、定款一部変更の件（発行可能株式総数の変更）が承認可決されることを実施の前提とし

ております。なお、株式併合の可能性はありません。

 

＊１　詳細につきましては、後記「第２　売出要項　募集又は売出しに関する特別記載事項　１．第三者割当による新株

式の発行について」をご参照下さい。

 

（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株式
数単位

申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

80 40 100株
平成21年12月16日（水）から
平成21年12月25日（金）まで

１株につき
80円

平成22年１月８日（金）

　（注）１．申込方法は、申込期間内に株式申込書に申込金を添えて、後記申込取扱場所に申し込むものといたします。

２．発行価格は、会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．株式の割当を受ける権利を有する株主が所定の申込をしないときは、当該株主は株式の割当を受ける権利を失いま

す。

４．申込証拠金は、払込期日に新株式払込金に振り替えて充当し、申込証拠金には利息をつけません。

５．新株式に対する配当起算日は、平成21年10月１日といたします。

６．発行条件の合理性

①　発行価額の算定根拠

当社は、平成21年７月27日発行の当社第４回新株予約権証券及び平成21年９月14日取締役会により第三者割当に

よる新株式の発行を決議し、資金調達実施の決定を行っております。しかしこの資金調達の達成により株式の希

薄化が進むことから、既存株主様の権利の保護をするため、また、多くの株主様からご支援を賜りたく、取得しや

すい価格での新株式の発行を検討し、平成21年９月14日開催の取締役会での決定に至っております。

当該株主割当による新株式の発行価格は、当社株価の推移を鑑み、新株式の発行を決定する取締役会決議日の直

前日（平成21年９月11日）におけるジャスダック証券取引所公表の当社普通株式の普通取引の最終価格である

134円を参考として、80円（ディスカウント率40.30％）といたしました。

②　発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

後記「第２　売出要項　募集又は売出しに関する特別記載事項」に記載の新株式が全て発行（5,000,000株）され

た場合、本書提出日の直近日現在における当社発行済株式総数の71.12％に相当することとなり、払込が全てなさ

れた場合、発行済株式総数は12,030,000株となります。これにより、本新株式発行により割当する株式は

12,030,000株であり、本書提出日の直近日現在の発行済株式総数の171.12％に相当することになり、本新株式の

発行による当社株式の希薄化は、今後の株式市場の動向によっては需給バランスが大幅に変動し、既存株主様に

おかれましては一定の希薄化が生じます。

しかしながら、当社といたしましては、今回の資金調達は、不動産開発事業における分譲マンション開発における

開発資金、凍結しております開発プロジェクトの再開資金等の支出へ充当することが財務基盤の強化及び将来収

益の源泉の確保となり、短期的及び中期的に当社の企業価値向上に資するものであると考えております。

このような考えのもと、当該株式割当による新株式の発行に係る発行規模及び株式の希薄化の規模は合理的なも

のであると判断しております。

７．その他

①　新株式の割当を受ける権利を有する株主が、申込期間内に申込をしない場合、当該株主は株式の割当を受ける権利

を失います。なお、係る株式の割当を受ける株主の権利が失われた株式（以下、「失権株」という。）に関し、失権

株の発生を停止条件とした当該失権株相当数の新株式の第三者割当による発行決議は行われていません。

②　その他この新株式発行について必要な事項は、今後の取締役会において決定いたします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地
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みずほ信託銀行㈱　本店 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

みずほ信託銀行㈱　本店 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

962,400,000 17,400,000 945,000,000

　（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．発行諸費用の内容は、弁護士報酬・有価証券届出書及び発行新株届出目論見書作成費用等を合算した費用となりま

す。

 

（２）【手取金の使途】

①　調達する資金の具体的な使途

　上記の差引手取概算額945百万円の資金使途につきましては、一部を事業資金に、一部を運転資金として充当する予定

であります。具体的には、不動産開発事業の分譲マンション開発の新規プロジェクトの開発費用として567百万円、平成

21年８月において開発を凍結している東京都区部の当社開発プロジェクトの建設費用に290百万円、運転資金に88百万

円を充当する予定であります。

　当社は継続企業として、確実に、かつ、早期に経営基盤の強化及び利益の確保を行う必要があります。そのためには、新

たな収益源泉としての新規プロジェクトを立ち上げるため、用地取得が重要なキーポイントとなってまいります。新規

プロジェクトについては、当社が得意とするターゲットエリアの東京都都心エリアに限定して不動産開発事業の分譲マ

ンション開発の２プロジェクト分の仕入れを行う予定であり、従来のドミナント戦略により早期販売完了を目指してお

ります。

　また、新規プロジェクトだけでなく凍結していたプロジェクトを再始動し分譲引渡を完了しなければなりません。調達

した事業資金の一部はそれら凍結していた不動産開発事業の分譲マンション開発３プロジェクトのプロジェクト経費

（設計費・広告宣伝費・販売代理手数料等）に充当する予定にしております。
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②　調達する資金の支出予定時期

（ⅰ）分譲マンション開発

　平成22年１月以降、２物件の開発プロジェクト用地の取得費用等として充当いたします。具体的な支出時期といた

しまして、平成22年１月頃及び平成22年２月頃に開発用地の取得に充当を予定しております。

（ⅱ）開発凍結プロジェクトの推進

　平成21年10月に開発を凍結している東京都区部のプロジェクトの再開費用として充当いたします。具体的には、平

成22年３月頃に各プロジェクトに係る設計費並びに建設会社へ支払う着工時金に充当する予定であります。

（ⅲ）運転資金

　支払報酬、支払手数料並びに未払法人税等、順次充当してまいる予定であります。

 

第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

１．第三者割当による新株式の発行について

　当社は、平成21年９月14日開催の取締役会において、前記「第１　募集要項」に記載の株主割当による新株式の発行ととも

に、澤田ホールディングス株式会社を割当先とする当社普通株式5,000,000株の第三者割当増資を、平成21年９月30日を払込

期日として行うことを決議しております（注）。

（注）　第三者割当増資の内容は以下のとおりであります。

(1）募集株式の種類及び数　　　　　　　　当社普通株式5,000,000株

(2）発行価格　　　　　　　　　　　　　　121円

(3）資本組入額　　　　　　　　　　　　　61円

(4）発行価額の総額　　　　　　　　　　　605,000,000円

(5）増加する資本金及び資本準備金の額　　増加する資本金の額は、会社計算規則第14条１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が

生じたときには、その端数を切上げるものとする。また、増加する資本

準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた

額とする。

(6）割当予定先　　　　　　　　　　　　　澤田ホールディングス株式会社

(7）申込期間（申込期日）　　　　　　　　平成21年９月30日（水）

(8）払込期日　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月30日（水）

(9）申込株式数単位　　　　　　　　　　　100株

 

第３【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月平成17年９月平成18年９月平成19年９月平成20年９月

売上高 （千円） － － 11,802,83716,309,68125,487,959

経常利益金額 （千円） － － 1,322,3162,158,7351,884,810

当期純利益金額 （千円） － － 726,3621,249,735554,124

純資産額 （千円） － － 1,661,0492,977,3474,099,312

総資産額 （千円） － － 22,363,28430,485,20427,111,043

１株当たり純資産額 （円） － － 239,273.6755,085.06640.02

１株当たり当期純利益金額 （円） － － 106,986.0228,559.8199.65

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － 99.49

自己資本比率 （％） － － 7.4 9.8 15.1

自己資本利益率 （％） － － 43.7 42.0 15.7

株価収益率 （倍） － － － － 3.3

営業活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － △6,062,973△7,474,0345,548,369

投資活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － △96,035△70,388△88,293

財務活動によるキャッシュ
・フロー

（千円） － － 7,191,1476,109,870△4,992,460

現金及び現金同等物の期末
残高

（千円） － － 2,336,328901,7751,369,391

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

（人）
－
（－）

－
（－）

51
（18）

71
（15）

70
（13）

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第８期より連結財務諸表を作成しております。

３．第８期及び第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社

株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

４．第８期及び第９期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

５．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外数で記載しております。

６．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月15日付で連結子会社である㈱ＡＳアセットマネジメン

トを吸収合併（簡易合併）しております。

７．第８期以降の連結財務諸表につきましては、第８期は旧証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本有限責任監

査法人の監査を受けており、第９期以降は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第９期は新日本有限

責任監査法人の監査を受けており、第10期はアスカ監査法人の監査を受けております。

８．当社は、平成19年３月１日付で当社普通株式１株につき３株、平成19年９月28日付で当社普通株式１株につき２株

及び平成20年３月31日付で当社普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月平成17年９月平成18年９月平成19年９月平成20年９月

売上高 （千円） 5,369,27711,156,08311,759,06116,218,58825,329,279

経常利益金額 （千円） 238,650825,3881,386,0372,187,5081,796,590

当期純利益金額 （千円） 129,592471,515791,1271,213,759441,852

資本金 （千円） 136,000166,000256,000337,498638,128

発行済株式総数 （株） 5,440 6,640 6,940 54,0506,405,000

純資産額 （千円） 403,162893,0101,727,5103,007,8334,017,526

総資産額 （千円） 7,741,77812,646,48522,402,47030,492,01626,999,926

１株当たり純資産額 （円） 74,110.82134,489.56248,850.2455,649.09627.25

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当
額）

（円）
2,200
（－）

7,096
（－）

6,835
（－）

1,000
（－）

－
（－）

１株当たり当期純利益金額 （円） 24,487.8686,258.68116,525.2927,737.6879.46

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

（円） － － － － 79.33

自己資本比率 （％） 5.2 7.1 7.7 9.9 14.9

自己資本利益率 （％） 32.1 52.8 45.8 40.4 12.6

株価収益率 （倍） － － － － 4.1

配当性向 （％） 9.0 8.2 5.9 3.6 －

従業員数
（外、平均臨時雇用者数）

（人）
24
（3）

32
（6）

43
（17）

63
（14）

65
（12）

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第６期から第９期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高

はありますが、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．第６期から第９期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。

４．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外数で記載しております。

５．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月15日付で連結子会社である㈱ＡＳアセットマネジメン

トを吸収合併（簡易合併）しております。

６．純資産額の算定にあたり、第８期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

７．第８期以降の財務諸表につきましては、第８期は旧証券取引法第193条の２の規定に基づき新日本有限責任監査法

人の監査を受けており、第９期以降は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第９期は新日本有限責任

監査法人の監査を受けており、第10期はアスカ監査法人の監査を受けておりますが、第６期及び第７期については、

当該監査を受けておりません。

８．当社は、平成19年３月１日付で当社普通株式１株につき３株、平成19年９月28日付で当社普通株式１株につき２株

及び平成20年３月31日付で当社普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

  7/142



２【沿革】

年月 事項

平成11年４月 東京都港区東麻布にて資本金30,000千円をもって当社設立

平成11年６月 宅地建物取引業免許（東京都知事免許　(1）第77547号）を取得

平成11年６月 不動産開発事業（分譲マンションの企画開発）を開始

平成11年10月本店を東京都新宿区新宿に移転

平成12年１月 当社の分譲マンション「アスコットパーク」シリーズ第１号物件「アスコットパーク秋葉原」

の販売を開始

平成12年12月一級建築士事務所登録（東京都知事登録　第45638号）

平成14年７月 100％出資子会社　㈱アスコットレントを資本金10,000千円で設立し、不動産管理事業を開始

平成14年11月㈱アスコットレントが宅地建物取引業免許（東京都知事免許　(1）第81353号）を取得

平成15年２月 「アスコットパーク」シリーズ初のツインプロジェクト

「アスコットパーク錦糸町Grace/Fiore」の販売を開始

平成16年４月 本店を東京都新宿区西新宿に移転

平成16年４月 ㈱アスコットレントを㈱アスコットコミュニティへ商号変更

平成16年８月 一般不動産投資顧問業登録（国土交通大臣　一般－第712号）

平成16年９月 賃貸マンション開発に着手、不動産開発事業（収益不動産開発）を本格的に開始

平成17年９月 デザイナーズマンションファンドへ出資し、当社初の賃貸マンション「ＭＥＷ」を組入

平成17年10月アセットマネジメント業を行う目的として100％出資子会社　㈱ＡＳアセットマネジメントを資

本金30,000千円で設立

平成18年４月 プライバシーマーク（個人情報保護の日本工業規格　JIS Q15001：1999）を取得（認定番号

A700010（01））

平成19年３月 関係会社整備の一環として、㈱ＡＳアセットマネジメントを吸収合併（簡易合併）

平成19年３月 持分法適用関連会社　205WEST147
TH
 STREET LLCへ出資

平成20年８月 ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成20年10月不動産特定共同事業者登録（金融庁長官・国土交通大臣・東京都知事第84号）

平成21年５月 本店を東京都新宿区荒木町に移転

平成21年８月 ㈱アスコットコミュニティを㈱アスコット・アセット・コンサルティングへ商号変更

また㈱グローバル住販と資本提携し、資本金13,710千円、出資比率72.0％となる不動産コンサル

ティング事業の開始
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社（㈱アスコット）、連結子会社１社（㈱アスコット・アセット・コンサルティング）及び持分法適用

関連会社１社より構成されており、東京都内を中心に「不動産開発」、「ソリューション」、「不動産ファンド」、「その

他」を主たる事業としております。

　なお、㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコミュニティから商号変更）が

担っておりました不動産管理事業を平成21年２月28日付で事業譲渡しております。当該事業譲渡に伴い、不動産管理事業を

「その他事業」へ改称しております。

　当社グループの事業の位置付けと事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

 

〔事業系統図〕

 

（不動産開発事業）

　当社グループの不動産開発事業は、分譲マンション開発と収益不動産開発に区分されております。

 

分譲マンション開発

　東京都内を中心に、当社グループブランドであるデザイナーズマンション「アスコットパーク」シリーズ
*1
の企画、

開発を行っております。

　「アスコットパーク」の特徴といたしましては、多様なデザイナーやインテリアショップとのコラボレーションに

より、個性的かつ高品質な生活空間を一般顧客に提供できるよう努めており、内装・設備を自由に選べる「セミオー

ダーポイントシステム」
*2
を採用することでお客様へ付加価値を提供し、20年・30年を経過しても色褪せることのな

い分譲マンション開発を追求しております。また、当社グループは、販売部門を設置しておらず、販売委託会社をとお

して一般顧客へ分譲販売を行っております。

　さらに、物件の規模によっては、当社単独での事業化リスクを勘案の上、共同事業方式を行い、開発用地仕入等に係る

資金負担を軽減し、当社グループの長所である企画、開発に特化しております。
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*1
「アスコットパーク」シリーズ

　東京駅から主に半径１～５ｋｍ圏内であり都会生活を楽しめ、交通の利便性の高い東京都内を中心に中小規模の

企画開発を行い、主に10階～15階建て総戸数30戸～80戸の分譲マンションシリーズであります。

　購入者のターゲット層は、20歳代～40歳代の一次取得者としており、最寄駅からの時間は、全29棟のほとんどが徒

歩10分以内、75％超が５分以内に位置しております。

　当社の企画開発する「アスコットパーク」シリーズは１物件ごとに個性を持たせる工夫をし、細部にこだわり、新

しい価値・創造を提供しております。

 

*2
セミオーダーポイントシステム

　お客様へ購入時にポイントを提供し、そのポイントを利用することでインテリアの設計変更や設備などのアイテ

ムを自由に選択することができるシステムです。

 

収益不動産開発

　東京都内及び地方主要都市において、分譲マンション開発で培った企画開発力を駆使して賃貸マンション（「ＯＺ

ＩＯ」シリーズ
*3
）、オフィスビルを開発し、竣工後に不動産投資ファンドや不動産投資家等へ売却することを目的

とした事業であります。

　また、当社グループの収益戦略上、テナント募集を行った上で収益力を高め売却する場合もあり、当社グループ保有

期間において借主より賃貸料を収受しております。

 

*3
「ＯＺＩＯ」シリーズ

　当社グループの賃貸マンションブランドとしてシリーズ化しており、「アスコットパーク」と同様に中小規模か

つ利便性の高い立地に展開し、賃貸マンションの新しいライフスタイルを提案するデザインや間取りなど個性を重

視した企画設計をしております。また、メンテナンスに係るコストが低下するよう工夫した設計を施し、収益性の高

い賃貸マンションを追求し提供しております。

 

（ソリューション事業）

　経年で資産価値の低下した収益性の改善が可能な既存の賃貸マンション、オフィスビルを取得し、土地や建物の潜在価

値を見出し効率的な改装・改修を行うことや、リーシングにより稼働率の向上を図ることで総合的なバリューアップを

行い不動産投資ファンドや投資家等へ売却しております。

　具体的な事例といたしましては、老朽化とセキュリティに問題のある案件に対して、セキュリティ設備の強化、内装の

改修を行い、さらにペット共生型のコンセプトを付加することにより、資産価値を高めた事例があります。また、収益不

動産開発と同様に、当社グループの収益戦略に基づいて、取得後、売却までの保有期間に借主より賃貸料の収受を行って

おります。

 

（不動産ファンド事業）

　他社が組成する不動産ファンドに出資し、配当やキャピタルゲインを取得しております。また、出資以外にも他不動産

ファンドの不動産購入時に、対象物件の事前調査や企画開発に関するアドバイス等を行うプロジェクトマネジメント業

務を受託しております。

 

（その他事業）

　不動産開発を行っている事業会社等からプロジェクトマネジメント（ＰＭ）
*4
業務の受託や、不動産物件の仲介業務

等を含め、不動産コンサルティング業務を行っております。

　なお、連結子会社である㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコミュニ

ティから商号変更）が担っている不動産管理事業を平成21年２月28日付で事業会社へ事業譲渡したことに伴い、セグメ

ント表記を「その他事業」へ改称しております。

 

*4
プロジェクトマネジメント（ＰＭ）

　不動産開発プロジェクトの企画段階から関与し、プロジェクト完了まで企画設計等をマネジメントしていく活動を

称しております。

 

４【関係会社の状況】
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名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

連結子会社      

㈱アスコットコミュニティ
（注）１，２

東京都新宿区 90,000不動産管理事業 100.0役員の兼任４名

持分法適用関連会社      

205WEST147
TH
 STREET LLC

アメリカ合衆国
ニューヨーク州

1,152千米ドル
匿名組合出資金等
財産の運用・管理

35.0 －

　（注）１．上記子会社は特定子会社に該当しております。

２．平成21年７月21日付で連結子会社の有償減資並びに本社移転、平成21年８月１日付で商号変更、平成21年８月３日

付で㈱グローバル住販と資本提携したことに伴い、商号・住所・資本金及び議決権の所有割合について下記のとお

り変更しております。

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

連結子会社      

㈱アスコット・アセット・
コンサルティング

東京都千代田区 13,710
不動産コンサル
ティング事業

72.0役員の兼任４名
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

不動産開発事業 5（－）

ソリューション事業 3（－）

不動産ファンド事業 1（－）

その他事業 1（－）

全社（共通） 10（－）

合計 20（－）

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門、経営企画部門に所属

しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

   平成21年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

19（－） 35.6 4.7 5,809,123

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループにおいては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響、原油を

はじめとする世界的な原材料の高騰等、先行きへの不透明感が広がりました。この影響により、企業業績の停滞、日経平均

株価等の株価指数の下落や円高の進行等により、景況感は急速に悪化し、長年続きました緩やかな景気拡大から一転して

停滞・収束への転換期となりました。

　当社グループが属する不動産業界におきましては、サブプライムローン問題を契機に金融市場の信用収縮等に伴う国内

経済の停滞、金融機関からの不動産関連事業案件への融資の厳格化、改正建築基準法の影響による住宅着工数の減少、建築

費の高騰等により、不動産取引件数の減少から地価及び物件価格の形成にも大きく影響が表れ、不動産市況は急激に悪化

してきております。

　このような事業環境の下、当社グループは環境の変化に対応し、第３四半期までに計画しておりました不動産開発事業の

分譲・売却物件の引渡及び売却を完了させてまいりました。しかしながら、第４四半期の後半において、不動産業界を取巻

く環境の急激な悪化を受け、当社グループの財務状況と急変する外部環境のバランスを勘案し、平成21年９月期以降に竣

工予定の開発プロジェクトの土地を一部前倒しに売却いたしました。また、平成21年９月期以降に開発予定でありました

開発用地の取得を断念し、契約違約金損失として449百万円を特別損失に計上いたしました。さらに、当社グループが、現在

開発計画を行っております開発プロジェクト用地、売却目的に保有しております販売用不動産の一部の評価について、平

成21年９月期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されることを

考慮し、合理的な取引予定額を保守的に捉え、たな卸資産評価損として1,287百万円を売上原価へ計上することとしまし

た。

　これらの結果、当連結会計年度は、売上高25,487百万円（前連結会計年度比：9,178百万円増）、営業利益2,615百万円

（前連結会計年度比：172百万円減）、経常利益1,884百万円（前連結会計年度比：273百万円減）、当期純利益554百万円

（前連結会計年度比：695百万円減）となりました。

 

　当連結会計年度の事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

（不動産開発事業）

　不動産開発事業における売上高は24,454百万円（前連結会計年度比：10,021百万円増）、営業利益は3,669百万円（前連

結会計年度比：1,217百万円増）となりました。不動産開発事業は、分譲マンション開発部門と収益不動産開発部門に分か

れており、各部門における売上高は次のとおりであります。

 

分譲マンション開発

　分譲マンション開発は、「アスコットパーク」シリーズ28物件目である「アスコットパーク日本橋浜町アルテ」、共同

開発事業である「シンフォニーレジデンス東鷲宮」の２物件の分譲引渡を行いました。また、現在開発計画を行ってお

ります一部の開発プロジェクト用地の評価について、たな卸資産評価損を計上しております。

　以上の結果、売上高1,766百万円（前連結会計年度比：1,617百万円減）、営業損失422百万円（前連結会計年度比：796

百万円減）となりました。

 

収益不動産開発

　収益不動産開発は、急変する不動産市況に対応し、賃貸マンション５物件、オフィスビル等６物件を不動産投資家等へ

売却を行いました。また、第４四半期の後半において、不動産業界を取巻く環境の急激な悪化に伴い、当社グループの財

務状況と急変する外部環境のバランスを勘案し、平成21年９月期以降に竣工予定の開発プロジェクトの土地を一部前倒

しに売却いたしました。さらに、売却目的に保有しております販売用不動産の一部の評価について、たな卸資産評価損を

計上しております。

　以上の結果、売上高22,687百万円（前連結会計年度比：11,639百万円増）、営業利益4,092百万円（前連結会計年度

比：2,014百万円増）となりました。
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（ソリューション事業）

　ソリューション事業におきましては、不動産投資家へ売却した物件は１物件、借主からの賃料収入では、保有する賃貸マ

ンション等において稼働率が高い水準で推移しました。また、売却目的に保有しております販売用不動産の一部の評価に

ついて、たな卸資産評価損を計上しております。

　以上の結果、売上高953百万円（前連結会計年度比：166百万円増）、営業損失193百万円（前連結会計年度比：353百万円

減）となりました。

 

（不動産ファンド事業）

　不動産ファンド事業におきましては、主に出資している不動産ファンドからの分配金を取得いたしました。

　以上の結果、売上高５百万円（前連結会計年度比：994百万円減）、営業損失12百万円（前連結会計年度比：987百万円

減）となりました。

 

（不動産管理事業）

　不動産管理事業におきましては、分譲並びに建物管理業務の受託が、19棟から24棟へ増加しました。

　以上の結果、売上高74百万円（前連結会計年度比：16百万円減）、営業利益４百万円（前連結会計年度比：24百万円増）

となりました。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アメリカに端を発した世界的な金融危機の影響から厳しい経済環境

が続いております。一部輸出や生産は在庫の調整圧力の減衰などから下げ止まりつつあるものの、企業収益や民間設備投

資は減少し、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷をはじめとした景気の先行き不安は払拭されておらず、金融危機に伴う経

済の萎縮は、未だ世界的な規模で悪循環をもたらしており、この状況を打開するための経済対策が進められております。

　当社グループの属する不動産業界を取り巻く環境は、金融機関からの不動産関連事業への融資の厳格化は継続しており

ます。また分譲マンション市場においては住宅ローン減税の継続、贈与税の軽減措置や長期優良住宅への投資減税など住

宅取得を優遇する政策が打ち出されておりますが、雇用情勢や所得環境の悪化から購入に対しては慎重な姿勢が続いてお

ります。またオフィス・商業施設では、オフィス賃料の低下や空室率の上昇など、実態経済の低迷により不動産市況は著し

く悪化を続けており、業況の回復基調の見通しは不透明な状況にあります。

　このような事業環境の中、当社グループは当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画

（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に基づき、プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、効率的な経営資源の集中

を推進してまいりました。

　当第３四半期連結会計期間の収益面では、不動産業界の著しい環境悪化の影響及びその回復基調が未だ不透明であるこ

とから、将来の在庫リスクの解消を目的に、開発中の２プロジェクトをプロジェクト譲渡にて事業会社等へ売却をしてお

ります。一方、費用面では、販売費及び一般管理費にて役員数削減・役員報酬減額、本社移転、人員削減の合理化及びそれに

伴う費目にて経常費用削減効果が発生したものの、たな卸資産評価損を今般の不動産市況の著しい悪化を前提として時価

及び正味売却価額と比較したうえで、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損として2,496百万円を売上原

価へ計上しております。

　この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における経営成績は、売上高10,329百万円、営業損失2,982百万円、

経常損失3,332百万円、四半期純損失3,395百万円となりました。

　また、当第３四半期連結会計期間における経営成績は、売上高962百万円、営業損失177百万円、経常損失289百万円、四半期

純損失56百万円となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績の概要は、以下のとおりであります。なお、各セグメントの売上高の金額は、セグメント間

の内部売上高を含めない数値を記載しております。

 

（不動産開発事業）

　当第３四半期連結累計期間における不動産開発事業の売上高は8,710百万円、営業損失1,965百万円となりました。また、

当第３四半期連結会計期間の売上高は867百万円、営業損失65百万円となりました。当社グループの不動産開発事業は、分

譲マンション開発並びに収益不動産開発に分かれており、各部門における売上高は次のとおりであります。

 

分譲マンション開発

　分譲マンション開発におきましては、「アスコットパーク日本橋浜町 BISIKI」、「イーストコア曳舟一番館」等の分

譲引渡を行いました。当社グループは不動産業界の景気回復基調が未だ不透明であると判断し、将来の在庫リスクの解

消を目的に、開発中の５プロジェクトをプロジェクト譲渡にて事業会社等へ売却をしております。
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　また、当社が開発を予定しているプロジェクト等について「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半

期連結累計期間において、たな卸資産評価損として1,041百万円を売上原価に計上しております。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,881百万円、営業損失は170百万円となりました。また、当第３四半期

連結会計期間の売上高は845百万円、営業損失34百万円となりました。

 

収益不動産開発

　収益不動産開発におきましては、販売用不動産に計上の「AUSPICE 水道橋」等の３物件を不動産投資家等に売却して

おります。しかしながら、金融市場による運用悪化等により資金の流動性が停滞し、不動産取引価格が急激に下落したこ

とにより、売却価格がそのたな卸資産計上額を上回ることができませんでした。また、当社保有の物件及び開発を予定し

ているプロジェクト等について「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半期連結累計期間において、

たな卸資産評価損として1,123百万円を売上原価に計上しております。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,828百万円、営業損失は1,795百万円となりました。また、当第３四半

期連結会計期間の売上高は22百万円、営業損失31百万円となりました。

 

（ソリューション事業）

　当第３四半期連結累計期間におけるソリューション事業の売上高は1,579百万円、営業損失は647百万円となりました。ま

た、当第３四半期連結会計期間の売上高は92百万円、営業利益２百万円となりました。

　販売用不動産に計上の５物件を不動産投資家等に売却しておりますが、不動産開発事業の収益不動産開発の売却物件と

同様に、売却価格がそのたな卸資産計上額を上回ることができませんでした。また、当社保有の物件について「棚卸資産の

評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損として330百万円を売上原価に

計上しております。

 

（不動産ファンド事業）

　当第３四半期連結累計期間における不動産ファンド事業の売上高は、他社が組成した不動産ファンドからの分配金等の

収受がないため計上はなく、営業損失は34百万円となりました。また、当第３四半期連結会計期間の営業損失は３百万円と

なりました。

 

（その他事業）

　当社が開発しました分譲マンション、賃貸マンション等からの分譲管理並びに建物管理業務による受託収入が主な売上

高となりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は40百万円、営業損失は14百万円となりました。また、当第３四半期連結会

計期間の売上高は１百万円、営業損失７百万円となりました。

　連結子会社である㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコミュニティから

商号変更）が担っている不動産管理事業を平成21年２月28日付で事業会社へ事業譲渡したことに伴い、セグメント表記を

「その他事業」へ改称しております。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により5,548百万円増加、投資活動により88百万円減少、財務活

動により4,992百万円減少しております。この結果、現金及び現金同等物は467百万円増加し、当連結会計年度の期末残高は

1,369百万円（前連結会計年度比51.9％増）となりました。

　当連結会計年度における各活動別の主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により増加した資金は5,548百万円（前連結会計年度は7,474百万円の減少）となりました。これは、主な収入と

して税金等調整前当期純利益1,401百万円、前受金が886百万円増加し、昨今の不動産市況の悪化を考慮し、不動産開発事業

の開発用地取得を抑制したため、たな卸資産が2,788百万円減少、さらに、たな卸資産評価損として1,287百万円を計上した

こと等によります。主な支出として、有利子負債に伴う利息の支払額610百万円、不動産開発事業において開発予定であり

ました開発用地の取得を断念したことにより、契約違約金434百万円を支出したこと等によります。他に法人税等の支払額

967百万円が影響しております。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により減少した資金は88百万円（前連結会計年度は70百万円の減少）となりました。これは主に、投資有価証券
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の売却による収入が20百万円ありましたものの、投資有価証券の取得による支出65百万円、敷金・保証金の差入・差戻の

差額による支出26百万円、有形固定資産及び無形固定資産の取得により16百万円を支出したこと等によります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により減少した資金は4,992百万円（前連結会計年度は6,109百万円の増加）となりました。これは主に、開発物

件の分譲並びに売却に伴い長短借入金の調達額と返済額の差額が5,338百万円減少、株式上場に伴う新株式の発行により

601百万円増加したこと等によります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は249百万円（前連結会計年度末1,369百万円）とな

り、前連結会計年度末と比較して1,120百万円減少しております。また、当第３四半期連結会計期間における現金及び現金

同等物の増減額は154百万円の減少となっております。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により増加した資金は5,203百万円となりました。主な減少要因として、税金等調整前四半期純損失3,009百万円

の計上、仕入債務において共同開発事業を中止したことにより1,934百万円減少、前受金において分譲引渡したことにより

988百万円減少したこと等によります。一方、主な増加要因として、今般の不動産市況の著しい悪化を前提として時価及び

正味売却価格と比較したうえで、たな卸資産評価損として2,496百万円を計上、販売用不動産、未成業務支出金に計上の16

物件を売却したことに伴いたな卸資産が8,941百万円減少したこと等によります。また、当第３四半期連結会計期間におい

て、営業活動により増加した資金は668百万円となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により増加した資金は185百万円となりました。主な増加要因として、投資有価証券の売却による収入115百万

円、その他の収入31百万円、敷金・保証金の払戻、預入の差額25百万円増加したこと等によります。また、当第３四半期連結

会計期間において、投資活動により増加した資金は19百万円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により減少した資金は6,509百万円となりました。主な減少要因として、不動産開発事業11物件、ソリューション

事業５物件の分譲・売却に伴い金融機関等へ短期借入金2,492百万円、長期借入金4,017百万円を返済したことによりま

す。また、当第３四半期連結会計期間において、財務活動により減少した資金は841百万円となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

　当社グループは、不動産開発事業、ソリューション事業、不動産ファンド事業及びその他事業（旧不動産管理事業）を

行っており、生産及び受注実績を定義することが困難であるため、生産及び受注実績の記載はしておりません。

 

(2）仕入実績

　当連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

区分

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円）

不動産開発事業 7,329,078 31.9 －

分譲マンション開発 2,117,993 94.0 －

収益不動産開発 5,211,085 61.2 －

ソリューション事業 726,011 42.5 －

不動産ファンド事業 － － －

不動産管理事業 － － －

その他事業 － － －

合計 8,055,089 64.5 －

　（注）１．セグメント間の取引はありません。

２．不動産管理事業は、事業譲渡に伴い「その他事業」へ改称しております。

３．当第３四半期連結累計期間における仕入実績はありません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

区分

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円）

不動産開発事業 24,454,181 169.4 8,710,117

分譲マンション開発 1,766,604 52.2 6,881,665

収益不動産開発 22,687,576 205.3 1,828,452

ソリューション事業 953,907 121.2 1,579,318

不動産ファンド事業 5,000 0.5 －

不動産管理事業 74,870 82.2 －

その他事業 － － 40,104

合計 25,487,959 156.3 10,329,540

　（注）１．当連結会計年度のセグメント間の取引は、73,603千円であります。

２．当第３四半期連結累計期間のセグメント間の取引は、20,770千円であります。

３．不動産管理事業は、事業譲渡に伴い「その他事業」へ改称しております。
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４．最近２連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

金額
（千円）

対販売実績
（％）

金額
（千円）

対販売実績
（％）

金額
（千円）

対販売実績
（％）

トーセイ㈱ 4,822,91429.6 － － － －

合同会社キプロス 3,890,00023.9 － － － －

ＧＥリアル・エステート㈱ － － 5,630,37022.1 － －

東急不動産㈱ － － 3,787,00014.9 － －

合同会社クレップ・インベスト
メント・ケイ

－ － 3,502,50013.7 － －

合同会社アルザス － － 3,275,00012.8 － －

㈱エルシード － － － － 4,134,90340.0

５．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

６．合同会社キプロスは、トーセイ㈱の組成するＳＰＣであります。

７．合同会社クレップ・インベストメント・ケイは、㈱クリードの組成するＳＰＣであります。

８．合同会社アルザスは、㈱ダヴィンチ・アドバイザーズの組成するＳＰＣであります。

 

３【対処すべき課題】

　今後の不動産業界の見通しは、実態経済の低迷により業況の回復基調の見通しは極めて不透明な状態になっております。ま

た、金融機関等の不動産業界への融資厳格化の姿勢に変化は見られず深刻化を極めており、当社グループの資金繰りに大き

な影響を及ぼしております。その結果、第５　経理の状況に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は

状況が存在しております。これらを解消すべく当社グループは平成21年９月期を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営

計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）を策定し、特に以下の課題の克服を経営の最優先課題として捉えて対処してまいります。

 

(1）継続企業の前提となる重要な疑義を抱かせる事象又は状況の分析等

　当社グループが今後も継続企業として株主様をはじめとするステークホルダーの利益を高めるには、経営基盤の強化、す

なわち現在の脆弱ともいえる財務内容を補強し、かつ、将来収益源泉を獲得していくことが、当社グループが当面果たすべ

き役割であると認識しております。このため、当社グループは、当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とし

た中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に基づき、プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、効率的な

経営資源の集中を推進しております。

　また、当社グループが行う不動産開発事業の分譲マンション開発は、各プロジェクトにつき平均20ヶ月の開発期間を要し

ております。資金回収まで当社グループが安定的な経営を行っていくためには、不動産開発事業の分譲マンション開発だ

けでは万全ではなく、仕入れにかかる支出が少なく、かつ、短期的に資金を回収することができる事業を展開していくこと

が必要であると考えております。この点につきましては当社グループは創業以来培ってまいりました不動産開発事業にお

ける分譲マンション開発の開発ノウハウならびにスキルを活かし、市場にある優良で割安な分譲マンション等の在庫物件

を仕入れ、物件によってはデザイン性や資産価値を付加し売却するリセール事業に進出することによって短期的な資金の

確保を目指してまいる所存であります。

　さらに、当社連結子会社である㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコ

ミュニティから商号変更）と㈱グローバル住販との資本提携により短期的あるいは中期的な収益源泉を獲得してまいる

ことにより、さらなる財務基盤の強化を図ってまいるものであります。

　中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）における具体的な施策として、

1）不動産投資市場における商品の流動性が市況に影響されやすい不動産開発事業の収益不動産開発から市況の回復

基調の兆しのある不動産開発事業の分譲マンション開発への経営資源の集中による資金効率の最大化を行い、事

業ポートフォリオの最適化を図ること

2）不動産開発事業の収益不動産開発プロジェクトの開発を一部凍結及び中止すること

3）当社グループの得意分野である不動産開発事業の分譲マンション開発における新規開発用地の取得については、

東京都都心エリア以外について当面凍結すること
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4）保有販売用不動産を早期に売却することによって金融機関等からのプロジェクト融資を返済し、資金効率を改善

すること

5）4）による有利子負債の圧縮に伴い支払利息等金融費用を低減すること

6）取締役及び監査役の役員報酬減額を実施すること

7）不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中することに伴い、事業規模に見合った組織及び人員体制

とするため、取締役数及び従業員数の削減を検討し実施すること

8）7）に伴い事業所の縮小や支払報酬の見直しなど経常経費を削減すること

などとともに、第三者割当増資等の直接金融を視野に入れたさまざまな資金調達の手法を検討し実行していくことによっ

て財務基盤の安定化を図るための施策を講じており、これらの具体的な状況については、次のとおりであります。

①　たな卸資産残高の推移について

　プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、将来の資金繰りの安定化を図ることを目的として、開発プロ

ジェクトの地位譲渡ならびに保有物件の早期売却を実施しております。また、開発プロジェクトについては、着工時期の

延期等を実施することで開発プロジェクトに係る資金流出の抑制を図っております。以上の結果、たな卸資産の推移は

次のとおりとなっております。

 
前連結会計年度末
（平成20年
９月30日現在）

当第１四半期末
（平成20年
12月31日現在）

当第２四半期末
（平成21年
３月31日現在）

当第３四半期末
（平成21年
６月30日現在）

たな卸資産合計      

残高 （千円） 22,397,96719,238,90911,653,43610,798,645

前連結会計年度末増減額 （千円） － △3,159,057△10,744,530△11,599,321

前連結会計年度末増減率 （％） － △14.1 △48.0 △51.8

販売用不動産      

残高 （千円） 6,969,3776,869,9783,201,4733,184,432

前連結会計年度末増減額 （千円） － △99,399△3,767,903△3,784,945

前連結会計年度末増減率 （％） － △1.4 △54.1 △54.3

仕掛販売用不動産      

残高 （千円） 15,428,59012,368,9318,451,9637,614,213

前連結会計年度末増減額 （千円） － △3,059,658△6,976,627△7,814,376

前連結会計年度末増減率 （％） － △19.8 △45.2 △50.6

　（注）　仕掛販売用不動産には、未成業務支出金が含まれております。
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②　有利子負債残高の推移について

　たな卸資産を早期に売却することにより、有利子負債及び金融費用の圧縮を行っております。有利子負債残高及び支払

利息の推移は次のとおりとなっております。

ⅰ）有利子負債残高

 
前連結会計年度末
（平成20年
９月30日現在）

当第１四半期末
（平成20年
12月31日現在）

当第２四半期末
（平成21年
３月31日現在）

当第３四半期末
（平成21年
６月30日現在）

残高 （千円） 17,645,99715,034,51111,978,40511,136,472

前連結会計年度末増減額 （千円） － △2,611,486△5,667,592△6,509,524

前連結会計年度末増減率 （％） － △14.8 △32.1 △36.9

 

ⅱ）支払利息

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

支払利息 （千円） 176,852171,050142,647140,991631,541

 支払利息 （千円） 123,056 94,675 80,265 － 297,998

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △53,795△76,375△62,381 － －

 前年同期比 （％） △30.4 △44.7 △43.7 － －

　（注）１．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

２．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。

 

③　役員報酬及び役員数について

　平成21年９月期において、役員報酬の減額を実施したほか、役員数を削減いたしました。具体的には、平成20年９月期連

結会計年度末に比べ平成21年６月30日現在では、取締役４名及び監査役１名が退任しております。各連結四半期会計期

間の役員報酬及び役員数は次のとおりとなっており、各連結会計期間における期首から６月30日までの累計では、平成

20年９月期に比べ、役員報酬額は46.9％減少しております。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

役員報酬額 （千円） 47,163 47,314 50,813 51,613 196,904

役員数 （名） 11 11 12 12 －

 役員報酬額 （千円） 36,030 26,290 14,760 － 77,080

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △11,133△21,024△36,053 － －

前年同期比 （％） △23.6 △44.4 △71.0 － －

 役員数 （名） 12 8 7 － －

　（注）１．役員数は、各四半期末時点の当社及び当社連結子会社の取締役及び監査役の人員数であります。なお、当社と当社連

結子会社を兼務している役員については当社連結子会社の役員数から控除しております。

２．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

３．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。
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④　その他の人件費について

　事業ポートフォリオの最適化を図るため、また、不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中することに伴

い事業規模に見合った組織を再構築いたしました。その結果、各四半期連結会計期間の人件費は次のとおり推移してお

り、各連結会計期間における期首から６月30日までの累計では、平成20年９月期に比べその他の人件費は49.6％減少し

ております。なお、当該人件費には、役員報酬は含んでおりません。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

人件費 （千円） 151,974138,408130,886137,587558,856

従業員数 （名）
70
（19）

70
（14）

70
（12）

70
（13）

－

Ｈ21／９期
連結

人件費 （千円） 111,143 65,566 35,533 － 212,243

前年同期
増減額

（千円） △40,830△72,841△95,353 － －

前年同期比 （％） △26.9 △52.6 △72.9 － －

従業員数 （名）
67
（1）

30
（－）

21
（－）

－
（－）

－

        

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外書で記載しております。

２．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

３．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。

 

⑤　その他経常費用について

　組織再編等に基づき、事業所の縮小や支払報酬の見直しなど経常経費の削減を随時行っております。

　事業所については、平成21年５月７日をもって本店を東京都新宿区西新宿から東京都新宿区荒木町へ移転を行ってお

り、一月当たりの賃料（共益費を含む）は、旧事務所と新事務所を比較した場合、旧事務所に比べ81.4％の削減となって

おります。

　また、支払報酬については、次のとおりとなっております。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

支払報酬 （千円） 25,189 25,820 26,710 24,538 102,258

 支払報酬 （千円） 11,415 17,972 13,599 － 42,988

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △13,773 △7,847 △13,110 － －

 前年同期比 （％） △54.7 △30.4 △49.1 － －

　（注）１．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

２．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。
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⑥　資金調達について

　当社グループでは現在、第三者割当増資等の直接金融を視野に入れたさまざまな資金調達の手法を検討しております。

当社第４回新株予約権証券の発行（平成21年７月10日取締役会決議、払込金額の総額　2,307,900円、新株予約権の行使

に際して出資される財産の価額の総額　700,000,000円）のほか、今後も継続して資金調達を検討し実施していくことに

よって財務基盤の安定を図るための施策を講じてまいる所存であります。

 

　当社グループでは、上記施策を図ることにより、当社グループの資金繰りの安定化が実現でき、継続性の前提に関する

重要な不確実性は解消できると考えております。しかしながら、当社グループの将来における資金繰りについて、開発プ

ロジェクトの建築費について一部支払が遅延となっている状況を勘案した場合、当社グループの資金繰りが万全である

という状況には至っておりません。したがって当該対応を行ったうえでもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。

 

(2）法令遵守体制の整備について

　当社は、平成20年９月期有価証券報告書に関し、法定期限（平成21年１月５日）までに提出できませんでした。

　当該報告書の提出遅延理由としては、平成20年12月12日まで金融商品取引法第193条の２第１項および第２項の監査証明

を行う公認会計士等（以下、「会計監査人」という。）であった新日本有限責任監査法人と、当社の連結子会社を含めた事

業計画、資金計画について度重なる協議を続けてまいりましたが、当社保有物件の売却見込等の計画の実行可能性に関し、

一部見解の相違が解消できませんでした。当社は、遅延なく有価証券報告書を提出すべきと判断し、平成20年12月12日開催

の取締役会で当社の会計監査人であった新日本有限責任監査法人との監査契約の解除について決議いたしました。これに

より同監査法人に対して監査契約解除の申し入れを行い、平成20年12月12日付で監査契約の解除について合意いたしまし

た。これに伴い、当社の会計監査人が不在になることを回避し、適正な監査業務が継続される体制を維持するため、平成20

年12月12日開催の監査役会においてアスカ監査法人を一時会計監査人に選任し、就任の応諾をいただきました。しかしな

がら、一時会計監査人の選任から、平成20年９月期有価証券報告書の法定期限までの日程が、一連結会計年度及び一事業年

度の会計監査を行うには不足しており監査業務が終了しなかったことから、金融商品取引法第193条の２第１項に基づく

監査証明を受領できなかったため、法定期限までに平成20年９月期有価証券報告書を提出できませんでした。

　以上のことから、リスク管理体制の強化、社内情報の共有化の適時性の改善、会計監査人との連携早期化を柱とした提出

遅延の再発防止策を策定し、今後法定開示書類等の提出遅延がないよう、法令遵守態勢を整備してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の判断上、あるいは当社の事業活動を理解するうえで重要で

あると考えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、その発生の予防または回避及び発生した場合の対応に努

める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載事項を併せて慎重に検討したうえ

で行われる必要があると考えております。

　また、以下の記載は本株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありませんのでご留意下さい。

　なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経済状況及び不動産市況について

　当社グループは、不動産開発事業、ソリューション事業、不動産ファンド事業及びその他事業を行っておりますが、景気動

向、金利動向、新規供給物件動向、不動産販売価格動向、不動産税制等の影響を受けやすいため、景気見通しの悪化や、大幅

な金利の上昇、供給過剰による販売価格の下落発生等、諸情勢に変化があった場合には、当社グループの業績等に影響を及

ぼす可能性があります。

　実際に米国において昨年夏以降表面化したサブプライムローン問題は昨年末頃から深刻化しており、金融市場全般に信

用懸念が拡大しております。わが国の不動産市場においてもこの影響は大きく、当社グループの用地仕入等に係る資金調

達や消費者、不動産ファンド等の物件購入者の資金調達への影響が想定されます。

　また、平成21年３月度の首都圏マンション発売戸数は前年同月比46.2％減（民間調査機関調べ）と低下しており、景気の

減速感が増し、需要低迷の状況にあるため、当社グループにおいても販売価格の引下げや値引等の対応が必要となる可能

性があります。

 

(2）法的規制等について

　当社グループの属する不動産業界は、「建築基準法」、「国土利用計画法」、「都市計画法」、「宅地建物取引業法」等、

建築や不動産取引に関わる多数の法令及び各自治体で定められる建築に関する条例等の法的規制を受けております。ま

た、不動産管理業においては、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」等による法的規制を受けております。こ

のため、将来におけるこれらの法的規制の改廃、大幅な変更、新法の制定等により、事業計画の見直しの必要が生じる場合

やこれらの法的規制等に定める事項に抵触した場合等には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　また、平成19年６月20日に改正施行された建築基準法により、建築確認に要する期間は長期化する傾向にあり、これによ

り当社の販売予定物件の引渡が遅延した場合や追加費用が発生した場合等には当社グループの業績等に影響を与える可

能性があります。

 

(3）財政状態及び経営成績について

①　継続企業の前提に関する重要な疑義の存在について

　当社グループは、サブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響を背景に、金融機関からの不

動産関連事業案件への融資の厳格化や実態経済の低迷による金融市場の運用環境の悪化等により不動産及び不動産に

係る資金の流動性が依然停滞しております。

　上記のような厳しい事業環境の下、当社グループでは、将来の資金繰りの安定化を図るべく資金の早期回収を目的に、

たな卸資産計上の開発プロジェクトの地位譲渡並びに保有物件等の売却を実施しております。さらに、開発プロジェク

トについては、着工時期の延期及び凍結を実施することで開発プロジェクトに係る資金流出の抑制を図っております。

しかしながら、当社グループの将来における資金繰りについて、開発プロジェクトの建築費について一部支払が遅延と

なっている状況を勘案した場合、当社グループの資金繰りが万全であるという状況には至っておりません。

　当該状況により、当社グループは、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

　当社グループは、当該状況を解消すべく当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画

（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に取り組んでおります。
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（ⅰ）財務基盤の強化

　不動産市況の回復は未だ不透明であると判断したうえで、有利子負債残高の圧縮を目的に事業採算性の低いプロ

ジェクトを選別し早期売却を実施することにより、早期資金回収及びそれに係る支払利息の低減を図ってまいりま

す。さらに、将来の資金繰り安定化を目的に、第三者割当増資等の資本政策の実施を検討してまいります。

（ⅱ）収益構造の改善

　当社グループでは、昨年来からの役員報酬の減額及び役員数の削減・従業員等の人員削減・本社移転等の実施に

よる経常費用の削減を行っておりますが、さらなる経常費用の削減として役員報酬額の再減額の検討、販売費及び

販売管理費において経常的に係る費用の見直しを行い経常費用の削減を実施してまいります。

　当社グループでは、上記施策である「有利子負債残高圧縮による資金面での対応」及び「経常費用削減による収益性

の向上」を図ることにより、当社グループの資金繰りの安定化が実現できると考えており、継続性の前提に関する重要

な疑義は解消できると判断しておりますが、当該経営計画とおりとならなかった場合、当社グループの業績等に影響を

及ぼす可能性があります。

 

②　業績の変動要因について

　当社グループの不動産開発事業及びソリューション事業における不動産の売却収入は、不動産売買契約締結後、顧客へ

の引渡しが完了した時点で売上を計上しております。そのため、当社グループの業績を四半期ごとに比較した場合、マン

ションの竣工や引渡しのタイミングにより売上高、営業利益、経常利益及び四半期純利益が変動するため、四半期ごとの

業績は必ずしも他の四半期の業績と比較して均一にはならず、各四半期の業績の偏重の度合は過年度の四半期業績と同

様になるとは限りません。また、販売の不振、不動産売買契約締結後のキャンセル、建築工期の遅延や建築確認手続の遅

延等により引渡し時期が各決算期末を越えた場合には、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

③　たな卸資産の評価に関する会計処理の適用について

　当社グループの不動産開発事業及びソリューション事業において取得した不動産について、経済情勢や不動産市況の

悪化等によりたな卸資産としての価値が大きく減少した場合には、たな卸資産の簿価切下げ処理に伴う損失が発生し、

当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　当第３四半期連結累計期間におきましては、販売用不動産及び仕掛販売用不動産において2,496百万円のたな卸資産評

価損を計上しております。

 

(4）土壌汚染対策等について

　土地の汚染調査や汚染の除去等の安全対策を義務付けた「土地汚染対策法」が平成15年２月15日施行されました。当社

グループの不動産開発事業における土地仕入に際しては、当該土地の過去の地目、所有者、住宅地図等から地歴を調査し、

当該土地について土壌汚染の有無を検討しております。当該土地において過去に工場等の存在が確認され、汚染の可能性

がある場合は土壌汚染調査を行い、土壌汚染が判明した場合には専門業者による汚染原因の除去等を実施しております。

これらの土壌汚染対策費用については、原則として売主による費用負担として不動産売買契約書に定めておりますが、当

該土地の近隣地からの汚染物質の流入による二次汚染等の売主の責に帰さない事由による土壌汚染については、当社で費

用負担する場合があります。

　当社が取得を予定している土地や既に取得した事業用地において、土壌汚染が発見された場合、追加的な土壌汚染対策費

用の発生や土壌汚染の除去工事による建築スケジュールの遅延等が、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(5）開発物件に対する周辺住民からの訴訟等について

　当社グループが事業化する開発物件については、関係する法律、自治体の条例等を十分検討したうえで、周辺環境との調

和を重視した開発計画を立案するとともに、周辺住民に対し事前に説明会を実施するなど十分な対応を講じております。

しかしながら、事業化する開発物件において、土壌汚染、当該近隣地域の日照・眺望問題等の発生に起因する開発遅延や、

開発段階における建設中の騒音、物件の瑕疵の発見、管理状況に対するオーナーからのクレーム、入退去時の居住者とのト

ラブル等の発生を理由とするまたはこれらに起因する訴訟その他の請求が発生する可能性があり、その場合には、当社グ

ループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）個人情報の漏洩について

　当社グループは、多数のお客様の個人情報等をお預かりしております。当社グループでは、プライバシーマーク（個人情

報保護の日本工業規格　JIS Q15001：1999　認定番号10700010（02））を取得しており、個人情報については、厳重に管理

しております。また、社内の情報管理システムを強化するとともに、従業員等に対する教育・研修等により情報管理の重要

性の周知徹底を行っております。
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　しかしながら、これらの対策にもかかわらず個人情報が外部に漏洩した場合には、当社グループの社会的信用等に影響を

与え、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7）偶然不測の事故・自然災害について

　火災、落雷、大雨及び地震等の天災や戦争、暴動、テロ等の人災により、当社グループの開発物件及び当社が保有している

物件について滅失、劣化または毀損等が生じた場合、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）新株予約権の発行に伴う当社株式価値の希薄化について

　当社は、当社を取り巻く厳しい事業環境の下、今後も継続企業として株主様をはじめとするステークホルダーの利益を高

めるには、経営基盤の強化、すなわち現在の脆弱ともいえる財務内容を補強し、かつ、将来収益源泉を獲得していくことが、

当社グループが当面果たすべき具体的な役割であると認識しております。

　当社は、昨今の資本市場の動向及び資金調達手段の商品設計等について十分に考慮し、平成21年７月10日開催の取締役会

において、新株予約権の発行を決議いたしました。新株予約権の発行に伴う資金調達により、当社の企業価値向上に資する

ものと考えております。

　しかしながら、新株予約権の発行により交付される新株予約権の目的となる株式数は5,468,750株（新株予約権が全部行

使されることを前提としております。）であり、平成21年７月10日現在における当社発行済株式総数6,405,000株の約

85.38％に相当することとなり、新株予約権の権利行使が大量に行われた場合には、当社株式の希薄化が急激に進む可能性

があります。

　なお、当該新株予約権につきましては、本新株式の発行の発行価額の総額が払込期日に払い込まれたことを条件に、残存

する未行使個数を新株予約権者より買入し消却する予定であります。

 

(9）本新株式発行並びに第三者割当による新株式発行に伴う当社株式価値の希薄化について

　当社は、平成21年９月14日開催の取締役会において、本新株式の発行並びに前記「第一部　証券情報　第２　売出要項　募集

又は売出に関する特別記載事項」に記載のとおり、平成21年９月30日を払込期日とする第三者割当による新株式発行を決

議いたしました。

　当社は、平成21年７月27日に凍結している開発プロジェクトの再開及び新規分譲マンション開発等の事業資金に充当す

ることを目的として、Brillance Hedge Fundを割当先とする当社第４回新株予約権証券を発行しております。本書提出日

の直近日現在の当該新株予約権の行使状況は40個（資金調達額：80,000千円、増加株式数：625,000株）となっておりま

す。しかしながら新株予約権の特徴から、かかる行使により得る資金調達の時期及び規模が当社の想定とおりとはいえま

せん。

　当社としましては、早急に経営基盤の強化による財務体質の健全化、将来収益源泉を獲得するためには、資金の即効性の

ある新株式発行による資金調達が有効であると判断し、本新株式の発行並びに第三者割当による新株式発行を決議してお

ります。

　前記「第一部　証券情報　第２　売出要項　募集又は売出に関する特別記載事項」に記載の第三者割当により発行される新

株式数は5,000,000株であり、本書提出日の直近日現在における当社発行済株式総数7,030,000株の71.12％に相当するこ

ととなります。また、第三者割当の割当予定先より発行価額の総額が払込期日に払い込まれた場合、当社の発行済株式総数

は12,030,000株となります。

　このことにより、本新株式の割当により発行される株式数は12,030,000株となり、本書提出日の直近日現在における当社

発行済株式総数の171.12％に相当することになります。また、本新株式が全株割当てられた場合、当社の発行済株式総数は

24,060,000株となり、急速な当社株式の希薄化が発生する可能性があります。なお、本項(8）の新株予約権につきまして

は、第三者割当による新株式発行の発行価額の総額が払込期日に払い込まれたことを条件に、新株予約権者に対して、未行

使個数について買取通知書を提出し、その２週間後に買入消却する予定であります。

 

(10）大株主としての経営権について

　当社は、平成21年９月14日開催の取締役会において、前期「第一部　証券情報　第２　売出要項　募集又は売出に関する特別

記載事項」に記載のとおり第三者割当による新株式発行を併せて決議しております。

　第三者割当による新株式発行の割当予定先である澤田ホールディングス㈱の保有方針は、中長期的に保有するという意

見をいただいております。したがって、第三者割当による新株式発行の募集後の当該会社の議決権割合は41.56％となり、

澤田ホールディングス㈱の持分法適用の関連会社となる予定であります。このことにより、当社のコーポレート・ガバナ

ンスに影響を与える可能性があります。

　なお、本書提出日現在において、澤田ホールディングス㈱から当社に対し役員派遣に関する提案あるいは要請または取決

め等はございませんが、将来にわたって役員派遣の提案等がないことを確約するものではありません。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したものであります。

 

(1）重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告のうち、報告期間における収入、費用の報

告数値に影響を与える見積もりは、主に賞与引当金及び法人税等であり、継続して評価を行っております。

　なお、見積もり及び判断、評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられるよう要因等に基づき行ってお

りますが、見積もり特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。

 

(2）経営成績の分析

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　当連結会計年度は、当社グループの中期経営計画に基づき、不動産開発事業の収益不動産開発の売上構成比を大きくした

ことが奏功し、売上高は増収となりました。しかしながら、昨今の不動産業界を取巻く環境の急激な悪化により、たな卸資

産評価損として1,287百万円を売上原価へ計上し、契約違約金損失として449百万円を特別損失へ計上いたしました。その

結果、売上高25,487百万円（前連結会計年度比：9,178百万円増）、営業利益2,615百万円（前連結会計年度比：172百万円

減）、経常利益1,884百万円（前連結会計年度比：273百万円減）、当期純利益554百万円（前連結会計年度比：695百万円

減）となり増収減益となりました。

 

①　売上高

　当連結会計年度における売上高は、25,487百万円となりました。事業の種類別セグメントの状況は次のとおりでありま

す。

 

（不動産開発事業）

　不動産開発事業における売上高は24,454百万円（前連結会計年度比：10,021百万円増）、営業利益は3,669百万円（前

連結会計年度比：1,217百万円増）となりました。不動産開発事業は、分譲マンション開発部門と収益不動産開発部門に

分かれており、各部門における売上高は次のとおりであります。

 

分譲マンション開発

　分譲マンション開発は、「アスコットパーク」シリーズ28物件目である「アスコットパーク日本橋浜町アルテ」、共

同開発事業である「シンフォニーレジデンス東鷲宮」の２物件の分譲引渡を行いました。また、現在開発計画を行っ

ております一部の開発プロジェクト用地の評価について、たな卸資産評価損を計上しております。

　以上の結果、売上高1,766百万円（前連結会計年度比：1,617百万円減）、営業損失422百万円（前連結会計年度比：

791百万円減）となりました。

 

収益不動産開発

　収益不動産開発は、急変する不動産市況に対応し、賃貸マンション５物件、オフィスビル等６物件を不動産投資家等

へ売却を行いました。また、第４四半期の後半において、不動産業界を取巻く環境の急激な悪化に伴い、当社グループ

の財務状況と急変する外部環境のバランスを勘案し、平成21年９月期以降に竣工予定の開発プロジェクトの土地を一

部前倒しに売却いたしました。さらに、売却目的に保有しております販売用不動産の一部の評価について、たな卸資産

評価損を計上しております。

　以上の結果、売上高22,687百万円（前連結会計年度比：11,639百万円増）、営業利益4,092百万円（前連結会計年度

比：2,014百万円増）となりました。

 

（ソリューション事業）

　ソリューション事業におきましては、不動産投資家へ売却した物件は１物件、借主からの賃料収入では、保有する賃貸
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マンション等において稼働率が高い水準で推移いたしました。また、売却目的に保有しております販売用不動産の一部

の評価について、たな卸資産評価損を計上しております。

　以上の結果、売上高は953百万円（前連結会計年度比：166百万円増）、営業損失193百万円（前連結会計年度比：353百

万円減）となりました。

 

（不動産ファンド事業）

　不動産ファンド事業におきましては、主に出資を行っている不動産ファンドの分配金を取得いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度につきましては、売上高は５百万円（前連結会計年度比：994百万円減）、営業損失12百万

円（前連結会計年度比：987百万円減）となりました。

 

（不動産管理事業）

　不動産管理事業におきましては、分譲並びに建物管理業務の受託が19棟から24棟へ増加いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度につきましては、売上高は74百万円（前連結会計年度比：16百万円減）、営業利益４百万

円（前連結会計年度比：24百万円増）となりました。

 

②　売上原価・売上総利益

　当連結会計年度における売上原価は21,128百万円（前連結会計年度比：9,410百万円増）となり、売上総利益は4,359

百万円（前連結会計年度比：232百万円減）となりました。主な要因として、当社グループが、現在開発計画をおこなっ

ております開発プロジェクト用地、売却目的に保有しております販売用不動産の一部の評価について、平成21年９月期

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることを考慮し、合理的な取引予定額を保守的に捉え、たな卸資

産評価損として1,287百万円を売上原価へ計上したことによります。

 

③　販売費及び一般管理費・営業利益

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は1,743百万円（前連結会計年度比：60百万円減）となりました。一般

管理費等における科目の費用対効果の見直しを実施し、経費削減を行った結果、人件費755百万円、販売費408百万円、一

般管理費は579百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度における営業利益は、販売費及び一般管理費の圧縮により費用低減を図りましたものの、

売上総利益の前連結会計年度比減少額を吸収できず、前連結会計年度と比較して172百万円減少し2,615百万円となりま

した。

 

④　営業外損益・経常利益

　当連結会計年度における営業外収益は、保険解約返戻金及び契約違約金収入等により35百万円を計上しております。営

業外費用は、開発プロジェクト及び保有物件に係る有利子負債の支払利息等、株式上場に伴う株式公開費用により766百

万円を計上しております。

　以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度と比較して273百万円減少し1,884百万円となりました。

 

⑤　特別損益・当期純利益

　当連結会計年度の特別損益は、特別損失として、平成21年９月期以降に開発予定でありました開発用地の取得を断念し

たことにより契約違約金損失等として483百万円を計上しております。

　以上の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度と比較して748百万円減少し1,401百万円と

なり、これに法人税等を計上し、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度と比較して695百万円減少し554百万円

となりました。

　なお、１株当たり当期純利益金額は99円65銭、自己資本利益率は15.7％であります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、アメリカに端を発した世界的な金融危機の影響から厳しい経済環境

が続いております。一部輸出や生産は在庫の調整圧力の減衰などから下げ止まりつつあるものの、企業収益や民間設備投

資は減少し、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷をはじめとした景気の先行き不安は払拭されておらず、金融危機に伴う経

済の萎縮は、未だ世界的な規模で悪循環をもたらしており、この状況を打開するための経済対策が進められております。

　当社グループの属する不動産業界を取り巻く環境は、金融機関からの不動産関連事業への融資の厳格化は継続しており

ます。また分譲マンション市場においては住宅ローン減税の継続、贈与税の軽減措置や長期優良住宅への投資減税など住

宅取得を優遇する政策が打ち出されておりますが、雇用情勢や所得環境の悪化から購入に対しては慎重な姿勢が続いてお

ります。またオフィス・商業施設では、オフィス賃料の低下や空室率の上昇など、実態経済の低迷により不動産市況は著し
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く悪化を続けており、業況の回復基調の見通しは不透明な状況にあります。

　このような事業環境の中、当社グループは当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画

（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に基づき、プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、効率的な経営資源の集中

を推進してまいりました。

　当第３四半期連結会計期間の収益面では、不動産業界の著しい環境悪化の影響及びその回復基調が未だ不透明であるこ

とから、将来の在庫リスクの解消を目的に、開発中の２プロジェクトをプロジェクト譲渡にて事業会社等へ売却をしてお

ります。一方、費用面では、販売費及び一般管理費にて役員数削減・役員報酬減額、本社移転、人員削減の合理化及びそれに

伴う費目にて経常費用削減効果が発生したものの、たな卸資産評価損を今般の不動産市況の著しい悪化を前提として時価

及び正味売却価額と比較したうえで、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損として2,496百万円を売上原

価へ計上しております。

　この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における経営成績は、売上高10,329百万円、営業損失2,982百万円、

経常損失3,332百万円、四半期純損失3,395百万円となりました。

　また、当第３四半期連結会計期間における経営成績は、売上高962百万円、営業損失177百万円、経常損失289百万円、四半期

純損失56百万円となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績の概要は、以下のとおりであります。なお、各セグメントの売上高の金額は、セグメント間

の内部売上高を含めない数値を記載しております。

 

（不動産開発事業）

　当第３四半期連結累計期間における不動産開発事業の売上高は8,710百万円、営業損失1,965百万円となりました。また、

当第３四半期連結会計期間の売上高は867百万円、営業損失65百万円となりました。当社グループの不動産開発事業は、分

譲マンション開発並びに収益不動産開発に分かれており、各部門における売上高は次のとおりであります。

 

分譲マンション開発

　分譲マンション開発におきましては、「アスコットパーク日本橋浜町 BISIKI」、「イーストコア曳舟一番館」等の分

譲引渡を行いました。当社グループは不動産業界の景気回復基調が未だ不透明であると判断し、将来の在庫リスクの解

消を目的に、開発中の５プロジェクトをプロジェクト譲渡にて事業会社等へ売却をしております。

　また、当社が開発を予定しているプロジェクト等について「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半

期連結累計期間において、たな卸資産評価損として1,041百万円を売上原価に計上しております。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は6,881百万円、営業損失は170百万円となりました。また、当第３四半期

連結会計期間の売上高は845百万円、営業損失34百万円となりました。
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収益不動産開発

　収益不動産開発におきましては、販売用不動産に計上の「AUSPICE 水道橋」等の３物件を不動産投資家等に売却して

おります。しかしながら、金融市場による運用悪化等により資金の流動性が停滞し、不動産取引価格が急激に下落したこ

とにより、売却価格がそのたな卸資産計上額を上回ることができませんでした。また、当社保有の物件及び開発を予定し

ているプロジェクト等について「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半期連結累計期間において、

たな卸資産評価損として1,123百万円を売上原価に計上しております。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,828百万円、営業損失は1,795百万円となりました。また、当第３四半

期連結会計期間の売上高は22百万円、営業損失31百万円となりました。

 

（ソリューション事業）

　当第３四半期連結累計期間におけるソリューション事業の売上高は1,579百万円、営業損失は647百万円となりました。ま

た、当第３四半期連結会計期間の売上高は92百万円、営業利益２百万円となりました。

　販売用不動産に計上の５物件を不動産投資家等に売却しておりますが、不動産開発事業の収益不動産開発の売却物件と

同様に、売却価格がそのたな卸資産計上額を上回ることができませんでした。また、当社保有の物件について「棚卸資産の

評価に関する会計基準」を適用し、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損として330百万円を売上原価に

計上しております。

 

（不動産ファンド事業）

　当第３四半期連結累計期間における不動産ファンド事業の売上高は、他社が組成した不動産ファンドからの分配金等の

収受がないため計上はなく、営業損失は34百万円となりました。また、当第３四半期連結会計期間の営業損失は３百万円と

なりました。

 

（その他事業）

　当社が開発しました分譲マンション、賃貸マンション等からの分譲管理並びに建物管理業務による受託収入が主な売上

高となりました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は40百万円、営業損失は14百万円となりました。また、当第３四半期連結会

計期間の売上高は１百万円、営業損失７百万円となりました。

　連結子会社である㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコミュニティから

商号変更）が担っている不動産管理事業を平成21年２月28日付で事業会社へ事業譲渡したことに伴い、セグメント表記を

「その他事業」へ改称しております。

 

(3）財政状態の分析

当連結会計年度末（平成20年９月30日）

①　資産

　当連結会計年度末の資産残高は27,111百万円（前連結会計年度末30,485百万円）となり、前連結会計年度末と比較し

て3,374百万円減少いたしました。

　流動資産は24,796百万円（前連結会計年度末29,712百万円）となり、前連結会計年度末と比較して4,915百万円減少い

たしました。主な要因として、第３四半期まで不動産開発事業の収益不動産開発の物件売却が計画のとおり推移したこ

と、第４四半期の後半において、不動産業界を取巻く環境の急激な悪化を受け、将来の販売を目的として保有する販売用

不動産及び未成工事支出金に計上されております一部の開発プロジェクト及び保有物件の評価について見直しを行い、

たな卸資産評価損として1,287百万円計上したことにより、たな卸資産残高が5,686百万円減少したこと等によります。

　固定資産は、2,314百万円（前連結会計年度末は772百万円）となり、前連結会計年度末と比較して1,541百万円増加い

たしました。主な要因として、事業方針の変更に伴い、当社保有物件を販売用不動産から有形固定資産（建物、土地）へ

振替えたことにより、有形固定資産残高が1,479百万円増加したこと等によります。
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②　負債

　当連結会計年度末の負債残高は23,011百万円（前連結会計年度末27,507百万円）となり、前連結会計年度末と比較し

て4,496百万円減少いたしました。

　流動負債は17,615百万円（前連結会計年度末18,976百万円）となり、前連結会計年度末と比較して1,360百万円減少い

たしました。

　固定負債は5,396百万円（前連結会計年度末8,531百万円）となり、前連結会計年度末と比較して3,135百万円減少いた

しました。主な要因として、不動産開発事業の分譲引渡・売却に伴い金融機関等への借入金返済により、有利子負債（短

期借入金、１年以内返済予定長期借入金、１年以内償還予定社債、長期借入金）残高が5,538百万円減少し、前受金が886

百万円増加したこと等によります。

 

③　純資産

　当連結会計年度末の純資産の残高は4,099百万円（前連結会計年度末2,977百万円）となり、前連結会計年度末と比較

して1,121百万円増加いたしました。主な要因としまして、株式上場に伴う新株式の発行により、資本金並びに資本剰余

金がそれぞれ300百万円増加、利益剰余金が500百万円増加したことによります。

　なお、１株当たり純資産額は640円02銭、自己資本比率は15.1％であります。

 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

①　資産

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は13,273百万円（前連結会計年度末27,111百万円）となり、前連結会計年度末

と比較して13,837百万円の減少となりました。

　流動資産は11,286百万円（前連結会計年度末24,796百万円）となり、前連結会計年度末と比較して13,510百万円の減

少となりました。主な要因として、支払手形及び買掛金の返済等により現金及び預金が1,119百万円減少、たな卸資産計

上の開発・保有物件を早期売却することによる有利子負債残高の圧縮を推進したことにより販売用不動産が3,784百万

円、仕掛販売用不動産が6,714百万円、未成業務支出金が1,100百万円減少したこと等によります。流動資産におけるたな

卸資産残高につきましては、11,599百万円減少し10,798百万円となりました。

　固定資産は1,986百万円（前連結会計年度末2,314百万円）となり、前連結会計年度末と比較して327百万円の減少とな

りました。主な要因として、本店移転に伴う固定資産の除却により有形固定資産が80百万円減少、投資有価証券の売却等

により投資その他の資産が243百万円減少したこと等によります。

 

②　負債

　当第３四半期連結会計期間末の負債は12,595百万円（前連結会計年度末23,011百万円）となり、前連結会計年度末と

比較して10,415百万円の減少となりました。

　流動負債は11,617百万円（前連結会計年度末17,615百万円）となり、前連結会計年度末と比較して5,997百万円の減少

となりました。主な要因として、開発・保有物件の分譲引渡及び売却に伴い支払手形及び買掛金が2,084百万円、前受金

が1,388百万円、有利子負債残高の圧縮の施策により短期借入金が2,492百万円減少したこと等によります。

　固定負債は978百万円（前連結会計年度末5,396百万円）となり、前連結会計年度末と比較して4,417百万円の減少とな

りました。主な要因として、有利子負債残高の圧縮の施策及び１年以内返済予定長期借入金への振替により長期借入金

が4,330百万円減少したこと等によります。負債における有利子負債残高につきましては、6,509百万円減少し11,136百

万円となりました。

 

③　純資産

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は677百万円（前連結会計年度末4,099百万円）となり、前連結会計年度末と比

較して3,422百万円の減少となりました。主な要因として、四半期純損失の計上により利益剰余金が3,395百万円減少、投

資有価証券の売却に伴いその他有価証券評価差額金が20百万円減少したこと等によります。
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(4）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

　当社グループの事業に重要な影響を与える要因といたしましては、法的規制、景気や金利など経済状況の変動、有利子負

債への依存、お客様への物件引渡時期による業績の偏重、建築工事外注先の経営状態、訴訟の発生など様々な要因が挙げら

れます。詳細につきましては、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」をご参照ください。

 

(5）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により5,548百万円増加、投資活動により88百万円減少し、財務

活動により4,992百万円減少しております。この結果、現金及び現金同等物は467百万円増加し、当連結会計年度の期末残高

は1,369百万円（前連結会計年度比51.9％増）となりました。

　当連結会計年度における各活動別の主な要因は次のとおりであります。

 

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により増加した資金は5,548百万円（前連結会計年度は7,474百万円の減少）となりました。これは、主な収入

として税金等調整前当期純利益1,401百万円、前受金が886百万円増加し、昨今の不動産市況の悪化を考慮し、不動産開発

事業の開発用地取得を抑制したため、たな卸資産が2,788百万円減少、さらに、たな卸資産評価損として1,287百万円を計

上したこと等によります。主な支出として、有利子負債に伴う利息の支払額610百万円、不動産開発事業において開発予

定でありました開発用地の取得を断念したことにより、契約違約金434百万円を支出したこと等によります。他に法人税

等の支払額967百万円が影響しております。

 

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により減少した資金は88百万円（前連結会計年度は70百万円の減少）となりました。これは主に、投資有価証

券の売却による収入が20百万円ありましたものの、投資有価証券の取得による支出65百万円、敷金・保証金の差入・差

戻の差額による支出26百万円、有形固定資産及び無形固定資産の取得により16百万円を支出したこと等によります。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により減少した資金は4,992百万円（前連結会計年度は6,109百万円の増加）となりました。これは主に、開発

物件の分譲並びに売却に伴い長短借入金の調達額と返済額の差額が5,338百万円減少、株式上場に伴う新株式の発行に

より601百万円増加したこと等によります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は249百万円（前連結会計年度末1,369百万円）とな

り、前連結会計年度末と比較して1,120百万円減少しております。また、当第３四半期連結会計期間における現金及び現金

同等物の増減額は154百万円の減少となっております。

 

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により増加した資金は5,203百万円となりました。主な減少要因として、税金等調整前四半期純損失3,009百万

円の計上、仕入債務において共同開発事業を中止したことにより1,934百万円減少、前受金において分譲引渡したことに

より988百万円減少したこと等によります。一方、主な増加要因として、今般の不動産市況の著しい悪化を前提として時

価及び正味売却価格と比較したうえで、たな卸資産評価損として2,496百万円を計上、販売用不動産、未成業務支出金に

計上の16物件を売却したことに伴いたな卸資産が8,941百万円減少したこと等によります。また、当第３四半期連結会計

期間において、営業活動により増加した資金は668百万円となりました。
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②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により増加した資金は185百万円となりました。主な増加要因として、投資有価証券の売却による収入115百万

円、その他の収入31百万円、敷金・保証金の払戻、預入の差額25百万円増加したこと等によります。また、当第３四半期連

結会計期間において、投資活動により増加した資金は19百万円となりました。

 

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により減少した資金は6,509百万円となりました。主な減少要因として、不動産開発事業11物件、ソリューショ

ン事業５物件の分譲・売却に伴い金融機関等へ短期借入金2,492百万円、長期借入金4,017百万円を返済したことにより

ます。また、当第３四半期連結会計期間において、財務活動により減少した資金は841百万円となりました。

 

(6）事業上及び財務上の対処すべき課題

①　継続企業の前提となる重要な疑義を抱かせる事象又は状況の分析等

　当社グループが今後も継続企業として株主様をはじめとするステークホルダーの利益を高めるには、経営基盤の強化、

すなわち現在の脆弱ともいえる財務内容を補強し、かつ、将来収益源泉を獲得していくことが、当社グループが当面果た

すべき役割であると認識しております。このため、当社グループは、当期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対

象とした中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に基づき、プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、

効率的な経営資源の集中を推進しております。

　また、当社グループが行う不動産開発事業の分譲マンション開発は、各プロジェクトにつき平均20ヶ月の開発期間を要

しております。資金回収まで当社グループが安定的な経営を行っていくためには、不動産開発事業の分譲マンション開

発だけでは万全ではなく、仕入れにかかる支出が少なく、かつ、短期的に資金を回収することができる事業を展開してい

くことが必要であると考えております。この点につきましては当社グループは創業以来培ってまいりました不動産開発

事業における分譲マンション開発の開発ノウハウならびにスキルを活かし、市場にある優良で割安な分譲マンション等

の在庫物件を仕入れ、物件によってはデザイン性や資産価値を付加し売却するリセール事業に進出することによって短

期的な資金の確保を目指してまいる所存であります。

　さらに、当社連結子会社である㈱アスコット・アセット・コンサルティング（平成21年８月１日付で㈱アスコットコ

ミュニティから商号変更）と㈱グローバル住販との資本提携により短期的あるいは中期的な収益源泉を獲得してまい

ることにより、さらなる財務基盤の強化を図ってまいるものであります。

　中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）における具体的な施策として、

1）不動産投資市場における商品の流動性が市況に影響されやすい不動産開発事業の収益不動産開発から市況の回復

基調の兆しのある不動産開発事業の分譲マンション開発への経営資源の集中による資金効率の最大化を行い、事

業ポートフォリオの最適化を図ること

2）不動産開発事業の収益不動産開発プロジェクトの開発を一部凍結及び中止すること

3）当社グループの得意分野である不動産開発事業の分譲マンション開発における新規開発用地の取得については、

東京都都心エリア以外について当面凍結すること

4）保有販売用不動産を早期に売却することによって金融機関等からのプロジェクト融資を返済し、資金効率を改善

すること

5）4）による有利子負債の圧縮に伴い支払利息等金融費用を低減すること

6）取締役及び監査役の役員報酬減額を実施すること

7）不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中することに伴い、事業規模に見合った組織及び人員体制

とするため、取締役数及び従業員数の削減を検討し実施すること

8）7）に伴い事業所の縮小や支払報酬の見直しなど経常経費を削減すること

などとともに、第三者割当増資等の直接金融を視野に入れたさまざまな資金調達の手法を検討し実行していくことに

よって財務基盤の安定化を図るための施策を講じており、これらの具体的な状況については、次のとおりであります。

（ⅰ）たな卸資産残高の推移について

　プロジェクト毎の収支やキャッシュ・フローを見直し、将来の資金繰りの安定化を図ることを目的として、開発プ

ロジェクトの地位譲渡ならびに保有物件の早期売却を実施しております。また、開発プロジェクトについては、着工

時期の延期等を実施することで開発プロジェクトに係る資金流出の抑制を図っております。以上の結果、たな卸資

産の推移は次のとおりとなっております。

 
前連結会計年度末
（平成20年
９月30日現在）

当第１四半期末
（平成20年
12月31日現在）

当第２四半期末
（平成21年
３月31日現在）

当第３四半期末
（平成21年
６月30日現在）

たな卸資産合計      

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 32/142



残高 （千円） 22,397,96719,238,90911,653,43610,798,645

前連結会計
年度末増減額

（千円） － △3,159,057△10,744,530△11,599,321

前連結会計
年度末増減率

（％） － △14.1 △48.0 △51.8

販売用不動産      

残高 （千円） 6,969,3776,869,9783,201,4733,184,432

前連結会計
年度末増減額

（千円） － △99,399 △3,767,903△3,784,945

前連結会計
年度末増減率

（％） － △1.4 △54.1 △54.3

仕掛販売用不動産      

残高 （千円） 15,428,59012,368,9318,451,9637,614,213

前連結会計
年度末増減額

（千円） － △3,059,658△6,976,627△7,814,376

前連結会計
年度末増減率

（％） － △19.8 △45.2 △50.6

　（注）　仕掛販売用不動産には、未成業務支出金が含まれております。

 

（ⅱ）有利子負債残高の推移について

　たな卸資産を早期に売却することにより、有利子負債及び金融費用の圧縮を行っております。有利子負債残高及び

支払利息の推移は次のとおりとなっております。

(1）有利子負債残高

 
前連結会計年度末
（平成20年
９月30日現在）

当第１四半期末
（平成20年
12月31日現在）

当第２四半期末
（平成21年
３月31日現在）

当第３四半期末
（平成21年
６月30日現在）

残高 （千円） 17,645,99715,034,51111,978,40511,136,472

前連結会計
年度末増減額

（千円） － △2,611,486△5,667,592△6,509,524

前連結会計
年度末増減率

（％） － △14.8 △32.1 △36.9
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(2）支払利息

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

支払利息 （千円） 176,852171,050142,647140,991631,541

 支払利息 （千円） 123,056 94,675 80,265 － 297,998

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △53,795△76,375△62,381 － －

 前年同期比 （％） △30.4 △44.7 △43.7 － －

　（注）１．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

２．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。

 

（ⅲ）役員報酬及び役員数について

　平成21年９月期において、役員報酬の減額を実施したほか、役員数を削減いたしました。具体的には、平成20年９月

期連結会計年度末に比べ平成21年６月30日現在では、取締役４名及び監査役１名が退任しております。各連結四半

期会計期間の役員報酬及び役員数は次のとおりとなっており、各連結会計期間における期首から６月30日までの累

計では、平成20年９月期に比べ、役員報酬額は46.9％減少しております。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

役員報酬額 （千円） 47,163 47,314 50,813 51,613 196,904

役員数 （名） 11 11 12 12 －

 役員報酬額 （千円） 36,030 26,290 14,760 － 77,080

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △11,133△21,024△36,053 － －

前年同期比 （％） △23.6 △44.4 △71.0 － －

 役員数 （名） 12 8 7 － －

　（注）１．役員数は、各四半期末時点の当社及び当社連結子会社の取締役及び監査役の人員数であります。なお、当社と当社連

結子会社を兼務している役員については当社連結子会社の役員数から控除しております。

２．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

３．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。
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（ⅳ）その他の人件費について

　事業ポートフォリオの最適化を図るため、また、不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中すること

に伴い事業規模に見合った組織を再構築いたしました。その結果、各四半期連結会計期間の人件費は次のとおり推

移しており、各連結会計期間における期首から６月30日までの累計では、平成20年９月期に比べその他の人件費は

49.6％減少しております。なお、当該人件費には、役員報酬は含んでおりません。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

人件費 （千円） 151,974138,408130,886137,587558,856

従業員数 （名）
70
（19）

70
（14）

70
（12）

70
（13）

－

 人件費 （千円） 111,143 65,566 35,533 － 212,243

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △40,830△72,841△95,353 － －

前年同期比 （％） △26.9 △52.6 △72.9 － －

 従業員数 （名）
67
（1）

30
（－）

21
（－）

－
（－）

－

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期末人員を（　）外書で記載しております。

２．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

３．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。

 

（ⅴ）その他経常費用について

　組織再編等に基づき、事業所の縮小や支払報酬の見直しなど経常経費の削減を随時行っております。

　事業所については、平成21年５月７日をもって本店を東京都新宿区西新宿から東京都新宿区荒木町へ移転を行っ

ており、一月当たりの賃料（共益費を含む）は、旧事務所と新事務所を比較した場合、旧事務所に比べ81.4％の削減

となっております。

　また、支払報酬については、次のとおりとなっております。

期 内容
第１四半期
（10～12月）

第２四半期
（１～３月）

第３四半期
（４～６月）

第４四半期
（７～９月）

年間累計
（10～９月）

Ｈ20／９期
連結

支払報酬 （千円） 25,189 25,820 26,710 24,538 102,258

 支払報酬 （千円） 11,415 17,972 13,599 － 42,988

Ｈ21／９期
連結

前年同期
増減額

（千円） △13,773 △7,847 △13,110 － －

 前年同期比 （％） △54.7 △30.4 △49.1 － －

　（注）１．平成20年９月期は、四半期決算を行っておりませんので、各四半期の実績につきましては、四半期レビューを受けて

おりません。

２．各四半期の実績は、当該四半期連結累計期間から直前四半期連結累計期間の実績を減じた数値であります。
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（ⅵ）資金調達について

　当社グループでは現在、第三者割当増資等の直接金融を視野に入れたさまざまな資金調達の手法を検討しており

ます。当社第４回新株予約権証券の発行（平成21年７月10日取締役会決議、払込金額の総額　2,307,900円、新株予約

権の行使に際して出資される財産の価額の総額　700,000,000円）のほか、今後も継続して資金調達を検討し実施し

ていくことによって財務基盤の安定を図るための施策を講じてまいる所存であります。

 

　当社グループでは、上記施策を図ることにより、当社グループの資金繰りの安定化が実現でき、継続性の前提に関

する重要な不確実性は解消できると考えております。しかしながら、当社グループの将来における資金繰りについ

て、開発プロジェクトの建築費について一部支払が遅延となっている状況を勘案した場合、当社グループの資金繰

りが万全であるという状況には至っておりません。したがって当該対応を行ったうえでもなお継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。

 

(7）経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、平成21年９月期を初年度とする中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に基づき、次の取り組みを

行っております。

①　財務基盤の強化

　不動産市況の回復は未だ不透明であると判断したうえで、有利子負債残高の圧縮を目的に事業採算性の低いプロジェ

クトを選別し早期売却を実施することにより、早期資金回収及びそれに係る支払利息の低減を図っております。

 

②　収益構造の改善

　当社グループでは、平成20年10月より役員報酬の減額及び役員数の削減・従業員等の人員削減・本店移転等の実施に

よる経常費用の削減を行っております。今後もさらなる経常費用の削減として役員報酬額の再減額の検討、販売費及び

一般管理費において経常的に係る費用の見直しを行い経常費用の削減を実施してまいります。

 

　以上の実施により、資金繰りの安定化を図り、お客様、株主様をはじめとするステークホルダーからの信頼を得ることを

強化推進してまいる所存であります。

 

(8）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループを取り巻く環境は、実態経済の低迷による金融市場の運用環境の悪化等により不動産及び不動産に係る資

金の流動性が依然停滞しております。これまで、当社グループの仕入に係るプロジェクト資金については、主として金融機

関からの借入金によって調達しております。しかしながら、金融機関の融資の厳格化の影響等により、当社グループの資金

繰りが万全であるとは考えておりません。

　当社グループの経営陣は、早期に当社グループの資金繰りを安定化させ、中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）の

経営方針である不動産開発事業の分譲マンション開発への経営資源の集中に向け、(7）経営戦略の現状と見通しに述べた

取り組みを着実に実施してまいる所存であります。
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第３【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　当連結会計年度においては、特記すべき事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　なお、平成21年５月７日に、提出会社の本店所在地は東京都新宿区西新宿から東京都新宿区荒木町へ移転しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

      平成21年６月30日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
工具器具備品
（千円）

土地
（千円）

合計
（千円）

本社
(東京都新宿区)

全部門 本社設備 6,942 9,153 － 16,096 20

アスコットヒルズ中島
公園
(北海道札幌市中央区)

ソリュー
ション事業

賃貸マン
ション

967,496 －
511,824
（注）３

1,479,320－

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、主要な賃借及びリース設備は、以下のとおりであります。

賃借    平成21年６月30日現在

事務所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
専有面積
（㎡）

賃貸期間
年間賃料
（千円）

年間共益費
（千円）

本社
(東京都新宿区)

全部門 本社設備 255.6324ヶ月 10,207 2,783

 

リース    平成21年６月30日現在

事務所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約
残高（千円）

本社
(東京都新宿区)

全部門 車輌 一式 60ヶ月 3,434 11,497

３．土地の面積は1,383.70㎡であります。

 

(2）国内子会社

      平成21年６月30日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
工具器具備品
（千円）

土地
（千円）

合計
（千円）

㈱アスコットコミュニ
ティ
（東京都新宿区）

その他事業 本社設備 － － － － 1

　（注）　平成21年７月21日付で東京都千代田区に移転並びに、平成21年８月１日付で㈱アスコット・アセット・コンサルティン

グに商号変更しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な改修

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,620,000

計 25,620,000

　（注）　本新株式の発行は、平成21年12月15日開催の当社第11回定時株主総会において定款一部変更の件（発行可能株式総数の

変更）が承認可決されることを前提としております。

 

②【発行済株式】

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,030,000ジャスダック証券取引所
単元株式数
100株

計 7,030,000 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年９月１日から本書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含

まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第１回新株予約権　平成17年８月９日臨時株主総会決議（平成17年９月14日　取締役会決議）

区分
最近事業年度末現在
（平成20年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数（個） 119 111

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　　　 100株

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,400 66,600

新株予約権の行使時の払込金額（円） 90 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月10日から
平成27年８月８日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　90
資本組入額　　　　　45

同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡につい
ては取締役会の承認を要
する

同左

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 同左

　（注）１．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月１日付で当社普通株式１株を３株、平成19年９月11日開

催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株及び平成20年３月14日開催の取締役会決

議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。これにより「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、係

る調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割をする場合、資本減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整されるものとする。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整するものとし、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価（ただし、当社株式の上場前においては、その時点における調整前行使価

額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行を行う場合（ただし、時価発行として行う公募増資、新株予約権及

び新株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く。）、次の算式により行使価額を調整するものとし、調整の結果生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の時価」を

「処分前の時価」に読み替えるものとする。

さらに、新株予約権発行日後に、当社が他社を合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ

らの場合に準じ、行使価格の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価格は適切に調整されるものとする。

４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社または当社子会

社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子会社の取締役、

監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年により退職する場合は

この限りではない。

(2）当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するまでは、本新

株予約権を行使できないものとする。

(5）新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

(6）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによ

る。
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②　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第２回新株予約権　平成18年８月29日臨時株主総会決議（平成18年８月29日　取締役会決議）

区分
最近事業年度末現在
（平成20年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数（個） 101 75

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　　　 100株

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,600 45,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500 同左

新株予約権の行使期間
平成20年９月１日から
平成28年８月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 500
資本組入額　　　　 250

同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡につい
ては取締役会の承認を要
する

同左

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 同左

　（注）１．平成19年１月19日開催の取締役会決議により、平成19年３月１日付で当社普通株式１株を３株、平成19年９月11日開

催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株及び平成20年３月14日開催の取締役会決

議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。これにより「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、係る

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調

整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株式の無償

割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理

的な範囲内で株式数を調整することができる。

３．当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により行使価額を調整するものとし、調

整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分

を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、普

通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む）の転換または行使の場合を除く。）、行使価額は、次の算式により調整するものとし、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式

数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。
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４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会

社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子会社の取締役、

監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年により退職する場合は

この限りではない。

(2）当社が諸般の事情を考慮のうえ、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するまでは、本新

株予約権を行使できないものとする。

(5）新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

(6）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「第２回新株予約権割当契約」に定めるところ

による。
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③　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第３回新株予約権　平成19年６月６日臨時株主総会決議（平成19年６月６日取締役会決議及び平成19年９月11日取締

役会決議）

区分
最近事業年度末現在
（平成20年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数（個） 149 75

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 同左

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数　　　 100株

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,800 15,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000 同左

新株予約権の行使期間
平成21年６月７日から
平成29年６月６日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 1,000
資本組入額　　　　 500

同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡につい
ては取締役会の承認を要
する

同左

代用払込みに関する事項 － 同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 同左

　（注）１．平成19年９月11日開催の取締役会決議により、平成19年９月28日付で当社普通株式１株を２株、平成20年３月14日開

催の取締役会決議により、平成20年３月31日付で当社普通株式１株を100株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算出により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、係る

調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調

整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転（以下総称して「合併等」という。）を行う場合、株式の無償

割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理

的な範囲内で株式数を調整することができる。

３．当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は、株式分割または株式併合の比率に応

じ、次の算出により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき新株式の発行または自己株式の処分

を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求。）に基づく自己株式の売渡し、普

通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む）の転換または行使の場合を除く。）、行使価額は、次の算式により調整するものとし、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式

数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができ

る。
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４．新株予約権行使の条件は次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社または当社子会

社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社または当社子会社の取締役、

監査役が任期満了の事由により退任する場合及び当社または当社子会社の従業員が定年により退職する場合は

この限りではない。

(2）当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の金融商品取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するまでは、本新

株予約権を行使できないものとする。

(5）新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

(6）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「第３回新株予約権割当契約」に定めるところ

による。
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④　第三者割当により発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第４回新株予約権証券　平成21年７月10日取締役会決議

区分
最近事業年度末現在
（平成20年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数（個） － 310

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 －
普通株式
単元株式数　　　 100株

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 4,843,750

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 128

新株予約権の行使期間 －
平成21年７月29日から
平成23年７月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

－
発行価格　　　　　 128
資本組入額　　　　　64

新株予約権の行使の条件 － （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 －
新株予約権の譲渡につい
ては取締役会の承認を要
する

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類及び数は下記のとおりであります。

本新株予約権１個の行使により、当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を

処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を総称して「交付」という。）する数は、第２項第(1）号の出資額を第２

項第(2）号の行使価額（ただし、第３項によって調整された場合は調整後の行使価額）で除して得られる最大整数

（以下「交付株式数」という。）とする。この場合に１株未満の端数を生じたときにはこれを切上げ、現金による調

整は行わない。本新株予約権の目的である株式の総数は、交付株式数に本新株予約権の総数を乗じた数として

5,468,750株（新株予約権１個につき15,625株）とする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法は下記のとおりであります。

(1）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、金700,000,000円（本新株予約権１個当たり2,000,000

円）とする。

(2）本新株予約権の行使により、当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の価

額（以下「行使価額」という。）は128円とする。ただし、行使価額は第３項の定めるところに従い調整されるも

のとする。

３．行使価額の調整は下記のとおりであります。

(1）当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「行使価額調整式」とい

う。）をもって行使価額を調整する。

    
既発行普通株式数＋

交付普通株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

(2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次の定める

ところによる。

①　本項第(4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（ただし、当社の

発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権

もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利の請求又は行使による場合を除く。）の調整後の行使価

額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）

の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のための基準日

の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日があるとき
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はその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がない

とき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以

降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通

株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む。）又は本項第(4）号②に定める

時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の

証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、調整後の行使価額は、発行される取得請求権

付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初の行使価額で請求又は行使

されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新

株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。

ただし、その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。上記にかかわらず、

請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付

社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時

点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが

当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式

を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④　本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が

当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号①ないし③の

定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、

当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次

の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

株式数＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により
当該期間内に交付された当社普通株式数

調整後行使価額

この場合に１株未満に端数が生じたときはこれを切捨て、現金による調整は行わない。

(3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限りは、

行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使価額を算出

する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用す

る。

(4）①　行使価額調整式の計算については、１円未満小数点第２位まで算出し、その小数点第２位を切捨てる。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(2）号④の場合は基準

日。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平

均値（当日付で終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を切捨てる。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整

後の行使価額を適用する日１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有す

る当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2）号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付

普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものと

する。

(5）本項第(2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は必要な行使価額の調整

を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換の

ために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とす

るとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出にあたり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、

調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに新株予約権

者に通知する。ただし、本項第(2）号②に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行

うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

４．本新株予約権の行使の条件は下記のとおりであります。

本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなる
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ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。また、各本新株予約権の一部行使はできない。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 47/142



（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年１月31日
（注）１

440 5,440 11,000 136,000 110 10,210

平成17年９月22日
（注）１

1,200 6,640 30,000 166,000 300 10,510

平成18年３月22日
（注）２

280 6,920 84,000 250,000 － 10,510

平成18年９月８日
（注）３

20 6,940 6,000 256,000 － 10,510

平成19年３月１日
（注）４

13,880 20,820 － 256,000 － 10,510

平成19年６月15日
（注）５

160 20,980 16,000 272,000 16,000 26,510

平成19年７月30日
（注）６

5,880 26,860 48,998 320,998 490 27,000

平成19年８月31日
（注）７

165 27,025 16,500 337,498 16,500 43,500

平成19年９月28日
（注）８

27,025 54,050 － 337,498 － 43,500

平成20年３月31日
（注）９

5,350,9505,405,000 － 337,498 － 43,500

平成20年８月４日
（注）10

1,000,0006,405,000300,630638,128300,620344,120

平成21年７月29日～
平成21年８月31日
（注）11

625,0007,030,00040,131 678,259 40,131 384,251

　（注）１．第１回新株引受権付社債の権利行使

発行価格　　　　　　25,000円

資本組入額　　　　　25,000円

２．有償第三者割当

割当先　　　　　　㈱クリード、加賀谷愼二、小林祐治、アスコット従業員持株会、他13名

発行価格　　　　 　300,000円

資本組入額　　 　　300,000円

３．有償第三者割当

割当先　　　　　　アスコット従業員持株会

発行価格　　　 　　300,000円

資本組入額　　 　　300,000円

４．株式分割（１：３）によるものです。

５．有償第三者割当

割当先　　　　　　アスコット従業員持株会、松井建設㈱、㈱植木組、プロサーチ㈱

発行価格　　　 　　200,000円

資本組入額　　 　　100,000円

６．第１回新株引受権付社債の権利行使

発行価格　　　　 　　8,333円

資本組入額　　　 　　8,333円

７．有償第三者割当

割当先　　　　　　アスコット従業員持株会、加賀谷愼二、小林祐治、栗原健博、他７名

発行価格　　 　　　200,000円
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資本組入額　 　　　100,000円

８．株式分割（１：２）によるものです。

９．株式分割（１：100）によるものです。

10．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　 　　　650円

引受価額　　　　　　601.25円

資本組入額　　　　　300.63円

払込金総額　　 　601,250千円

11．第４回新株予約権証券の権利行使

発行価格　　 　　　　　128円

資本組入額　　　　　　　64円

 

（５）【所有者別状況】

        平成21年７月１日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数
（人）

－ 2 12 20 5 － 2,0412,080－

所有株式数
（単元）

－ 1,401 553 7,405 180 － 54,51064,049100

所有株式数
の割合
（％）

－ 2.18 0.86 11.56 0.28 － 85.10100.00－

　（注）　当社の株式は振替株式でありますので、直近の総株主通知の基準とする日現在で記載しております。
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（６）【大株主の状況】

  平成21年７月１日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

加賀谷　愼二 東京都目黒区 3,111,800 48.58

小林　祐治 東京都渋谷区 616,000 9.61

㈲加賀谷インベストメント 東京都中央区日本橋室町一丁目７－１ 590,000 9.21

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２－10 138,200 2.15

㈱広美 東京都中央区築地三丁目９－９ 100,000 1.56

加賀谷　七海 東京都目黒区 60,000 0.93

勝間田　敦 静岡県御殿場市 43,000 0.67

荒木　広明 熊本県熊本市 36,820 0.57

加賀谷　香織 東京都目黒区 30,000 0.46

濱﨑　拓実 東京都文京区 26,000 0.40

計 － 4,751,820 74.18

　（注）　当社の株式は振替株式でありますので、直近の総株主通知の基準とする日現在で記載しております。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年７月１日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,404,900 64,049単元株式数100株

単元未満株式 普通株式 　　　100 － 同上

発行済株式総数 6,405,000 － －

総株主の議決権 － 64,049 －

　（注）　当社の株式は振替株式でありますので、直近の総株主通知の基準とする日現在で記載しております。

 

②【自己株式等】

   平成21年７月１日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　（注）　当社の株式は振替株式でありますので、直近の総株主通知の基準とする日現在で記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 50/142



（８）【ストック・オプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。当該制度は、第１回につきましては

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、第２回及び第３回につきましては会社法第236条、第238条及び

第239条の規定に基づき、当社並びに当社子会社の取締役、従業員に対して新株予約権を付与することを下記の株主総

会及び取締役会において決議されたものであります。

 

（第１回）

決議年月日
平成17年８月９日　臨時株主総会特別決議
（平成17年９月14日　取締役会議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社及び当社子会社の取締役　２名（注）１
②　当社従業員　　　　　　　　　19名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類
「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株
予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．付与対象者は、取締役会決議時には２名でありましたが、１名は退任による権利放棄により失権しております。

２．付与対象者は、取締役会決議時には19名でありましたが、９名は退職による権利放棄により失権しております。
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（第２回）

決議年月日
平成18年８月29日　臨時株主総会特別決議
（平成18年８月29日　取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社及び当社子会社の取締役　３名（注）１
②　当社従業員　　　　　　　　　28名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類
「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株
予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．付与対象者は、取締役会決議時には３名でありましたが、２名は退任による権利放棄により失権しております。

２．付与対象者は、取締役会決議時には28名でありましたが、17名は退職による権利放棄により失権しております。ま

た、平成19年５月15日開催の取締役会決議により未付与11個（新株予約権の目的となる株式の数33株）を消滅させ

ております。

 

（第３回）

決議年月日
平成19年６月６日　臨時株主総会特別決議
（平成19年６月６日及び平成19年９月11日
取締役会決議）

付与対象者の区分及び人数（名）
①　当社及び当社子会社の取締役　６名（注）１
②　当社従業員　　　　　　　　　31名（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類
「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株
予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．付与対象者は、取締役会決議時には６名でありましたが、４名は退任による権利放棄により失権しております。

２．付与対象者は、取締役会決議時には30名でありましたが、16名は退職による権利放棄により失権しております。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 52/142



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置付け、内部留保とのバランスを図りながら安定的な配当水準

を維持することを基本方針としております。利益配分につきましては、企業体質を強化し安定的な成長を可能にする内部留

保の充実を図りながら、業績や資金需要見通し等を総合的に勘案し、平成12年９月期より利益配当を実施しております。

　平成20年９月期におきましては、売上高においては増収となったものの、たな卸資産評価損1,287百万円を売上原価に計上、

契約違約金損失449百万円を特別損失へ計上する等、営業利益、経常利益及び当期純利益において減益となりました。平成20

年９月期の期末配当につきましては、不動産市況の急激な環境変化に迅速に対応するためには、キャッシュ・フロー重視の

経営、更なる手元流動性の確保、財務体質の健全性向上等を実践し、内部留保を厚くした財務基盤により経営体質の強化を図

ることが重要であると判断しております。これに伴いまして、通期での１株当たりの配当金額は無配当とさせていただきま

す。

　当社が属する不動産業界を取り巻く環境は、引続き深刻化を極めておりますが、当社としましては、「財務基盤の強化」と

「収益構造の改善」を早期に実践し、株主の皆様のご期待に応えていくことに努めてまいります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針とし、中間配当につきましては「取締役会の決

議により毎年３月31日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 53/142



４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 平成20年９月

最高（円） － － － － 600

最低（円） － － － － 312

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

なお、平成20年８月５日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価について該当事項はあ

りません。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年３月 平成21年４月 平成21年５月 平成21年６月 平成21年７月 平成21年８月

最高（円） 83 339 148 203 227 175

最低（円） 52 77 105 111 136 127

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名
生年
月日

略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社
長

執行役員
ＣＥＯ

加賀谷　愼二
昭和46年
２月28日生

平成６年４月　㈲エスケイスクウェア設立　代表取締

役就任

平成８年12月　㈱ピースオブマインド入社

平成11年４月　当社設立　代表取締役社長就任

平成14年７月　㈱アスコットレント（現㈱アスコッ

ト・アセット・コンサルティング）

取締役就任（現任）

平成15年８月　㈲エスケイスクウェア取締役就任

平成17年３月　㈲加賀谷インベストメント設立　代表

取締役就任（現任）

平成18年４月　日本住宅建設産業厚生年金基金代議

員就任（現任）

日本住宅産業関東協同組合監事就任

平成19年６月　当社代表取締役社長　執行役員

ＣＥＯ就任（現任）

平成20年５月　日本住宅産業関東協同組合理事就任

（現任）

(注)３ 3,111,800

取締役
執行役員
管理部長

金氏　一真
昭和44年
７月15日生

平成６年11月　小林慎司法書士事務所入所

平成11年１月　新宿三丁目司法書士事務所設立　代表

就任

平成14年５月　当社入社経営企画部長（現管理部

長）

平成14年７月　㈱アスコットレント（現㈱アスコッ

ト・アセット・コンサルティング）

監査役就任

平成16年３月　同社取締役就任

平成16年４月　同社代表取締役就任

平成16年12月　当社取締役管理部長就任

平成19年６月　当社取締役執行役員管理部長就任

（現任）

(注)３ 26,000

取締役 － 濱﨑　拓実
昭和43年
３月３日生

平成４年４月　㈱川崎製鉄入社

平成10年８月　㈱ロフアンドエイ建築設計事務所入

所

平成12年４月　当社入社企画部長

平成18年12月　当社取締役企画部長就任

平成19年６月　当社取締役執行役員企画部長就任

平成21年１月　当社取締役執行役員企画建設部管掌

就任

平成21年３月　当社取締役兼㈱アスコットコミュニ

ティ（現㈱アスコット・アセット・

コンサルティング）代表取締役就任

（現任）

(注)３ 26,000
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役名 職名 氏名
生年
月日

略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
執行役員
経営企画部管
掌

田端　悟
昭和38年
11月24日生

昭和61年４月　コスモ証券㈱入社

平成10年８月　㈱ギガジャパン入社

平成12年２月　同社取締役アウトソーシング事業部

長就任

平成13年２月　同社代表取締役就任

平成14年２月　㈱バックスグループ入社　営業本部副

本部長

平成14年６月　同社取締役管理本部長就任

平成16年７月　ＩＰＯ証券㈱入社

平成17年１月　同社執行役員公開引受部長就任

平成18年９月　当社入社経営企画室長

平成19年６月　当社執行役員経営企画室長

平成20年４月　当社取締役執行役員経営企画部長就

任

平成20年12月　㈱アスコットコミュニティ（現㈱ア

スコット・アセット・コンサルティ

ング）取締役就任（現任）

平成21年１月　当社取締役執行役員経営企画部管掌

就任（現任）

(注)３ 1,400

常勤監査役 － 有馬　正樹
昭和15年
11月４日生

昭和34年３月　㈱長谷川工務店（現㈱長谷工コーポ

レーション）入社

昭和55年８月　同社取締役建築本部長就任

昭和62年６月　同社取締役東関東支店長就任

昭和63年７月　㈱長谷工コミュニティ常務取締役就

任

平成５年４月　同社専務取締役就任

平成11年６月　同社代表取締役社長就任

平成13年６月　同社顧問就任

平成16年９月　㈱アスコットコミュニティ（現㈱ア

スコット・アセット・コンサルティ

ング）監査役就任（現任）

平成17年８月　当社監査役就任（現任）

(注)４ 6,000

監査役 － 沖信　春彦
昭和22年
５月29日生

昭和52年４月　大原法律事務所入所

昭和64年１月　沖信・石原法律事務所（現スプリン

グ法律事務所）開設（現任）

平成７年４月　㈲バース監査役就任（現任）

平成７年６月　㈱栄光監査役就任（現任）

平成10年10月　㈱船井総合研究所監査役就任（現

任）

平成12年11月　当社監査役就任（現任）

平成17年３月　㈱エムアールアイ債権回収取締役就

任（現任）

(注)４ 1,800
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役名 職名 氏名
生年
月日

略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 熊谷　聖一
昭和27年
２月４日生

昭和49年４月　㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入

行

平成７年１月　日本経営合理化協会事業団入社

平成13年４月　同事業団事務局長就任

平成14年１月　㈱やすらぎ監査役就任（現任）

平成16年８月　㈱ＹＵＴＯＲＩ債権回収監査役就任

（現任）

平成17年８月　当社監査役就任（現任）

平成19年４月　日本経営合理化協会事業団専務理事

就任（現任）

(注)４ 1,800

計  3,174,800

　（注）１．常勤監査役有馬正樹、監査役沖信春彦並びに熊谷聖一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社では、平成19年６月より意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため執行役員制度を導入して

おります。本書提出日現在における執行役員は、上記の取締役と次の３名であります。

役職名 氏名

執行役員　企画建設部長 渋谷　憲之

執行役員　経営企画部長 山本　陽子

執行役員　不動産営業部長 黒江　朋彦

３．取締役の任期は、平成20年３月25日開催の臨時株主総会の終結後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時まで、ただし、定款の定めにより増員又は補欠として選任された取締役の任期は、退

任した取締役の任期の満了する時までとなっております。

４．監査役の任期は、平成20年３月25日開催の臨時株主総会の終結後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時まで、ただし、定款の定めにより任期満了前に退任した監査役の補欠として選任さ

れた監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までとなっております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、人と人の間に豊かな空間を創造する企業として、株主、お客様をはじめ、取引先、従業員等のステークホ

ルダーから信頼される企業グループであり続けるために、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最も重要な課題の

一つと認識し、諸施策に取り組んでおります。

　今後も引き続き、透明で健全性の高い企業経営を目指すとともに、コンプライアンスの徹底を経営の基本として位置付

け、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、誠実で公正な企業活動を推進してまいります。

　また、経営の透明性を高める点につきましては、法定開示はもとより、ディスクロージャーを重視して適時情報開示を行

うとともに、当社ホームページを通じ、ＩＲ情報の開示等を行っていく所存であります。

 

(2）会社の経営上の意思決定機関、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

　当社のコーポレート・ガバナンス体制を図示しますと次のとおりであります。

 

①　取締役・取締役会

　当社の取締役会は、４名で構成されており全て社内取締役であります。定時取締役会は毎月１回開催し、経営の基本方

針、業務の意思決定及び取締役間の相互牽制による業務執行の監督を行う機関として位置付け運営されております。取

締役会は、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営判断の迅速化に努めております。また、監査役が定時及び臨時に開

催される取締役会に出席し、意見具申等を行うことで取締役の意思決定及び業務執行の適法性を監督しております。

 

②　監査役・監査役会

　当社の監査役会は、常勤監査役１名（うち社外監査役１名）、非常勤監査役２名（うち社外監査役２名）の計３名で構

成されております。監査役会は毎月１回開催され、各監査役は年間の監査方針及び監査計画に基づき定時及び臨時に開

催される取締役会に常時出席し取締役の職務執行について監査しております。

　常勤監査役は、執行役員会のほか社内の重要会議に出席し、具体的な意見を具申するとともに、業務の実行について、適

法性、妥当性の監査を行っております。また、常勤監査役は、適時、会計監査人及び内部監査室と連携して監査を実施し、

実効性のある監査役監査を実施しております。
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③　執行役員会

　執行役員会は、毎週１回程度開催されており、取締役会で決定された方針・計画・戦略の遂行確認及び取締役会へ上申

する重要事項を事前検討することを目的とした機関であります。執行役員会は、執行役員、常勤監査役並びに子会社社長

で構成されております。

 

④　経営企画部（内部監査室）

　当社は、代表取締役社長直下として経営企画部内に内部監査室（専任１名、兼務者２名）を設置し、当社グループの業

務に係る法令遵守の助言・指導並びに内部監査担当部署として位置付けております。内部監査業務においては、年度監

査計画に沿って被監査部門に対して、年１回以上の内部監査を行っております。内部監査の業務内容は、書面上の監査・

往査を実施し、代表取締役社長宛に内部監査報告書を提出後、被監査部門に対する改善に努めております。また、監査役

に対しても実施した内部監査結果を報告し、意見交換を行っていくことで連携した監査の実行に努めております。

 

⑤　コンプライアンス委員会

　当社は、利益追求をするだけでなく、各種法令を遵守するとともに企業倫理を高めながら企業活動をする必要があると

認識しております。代表取締役社長を委員長とし、管理部長、経営企画部長を委員とするコンプライアンス委員会は、当

社グループの役職員が、コンプライアンスという意義をよく理解し、事業活動だけでなく社会生活においても法令遵守

を徹底することを目的とし年２回程度開催しており、役職員に対してコンプライアンス研修を実施し周知徹底を図って

おります。

 

⑥　監査役、内部監査室、会計監査人の連携

　監査役、内部監査室、会計監査人は、相互に連絡・報告を行いつつ効率的で組織的な監査実施を行うよう努めておりま

す。相互に意見交換を行い、課題・改善事項について共有し、各自の監査実施状況の確認を適宜行っております。

 

(3）内部統制システムの整備状況

①　各種規程の整備及び内部監査室の設置

　当社は、業務運営を適正かつ効率的に遂行するために、会社業務の意思決定及び業務実施に関する各種社内規程を定め

る等により、職務権限の明確化と適切な牽制が機能する体制を整備しております。また、内部監査室を設置し業務執行か

ら独立した立場で、各部門の業務活動が法令、社内規程並びに会社の経営方針や計画に沿って行われているかを検証し、

代表取締役社長への報告及び各部門に具体的な助言・指導を行うことにより、会社の健全性の保持に努めております。

 

②　金融商品取引法による内部統制報告制度への対応

　当社では、金融商品取引法第24条ノ４ノ４第１項による、平成20年４月１日以降開始の事業年度から上場会社に提出が

義務付けられている内部統制報告書の作成に関しまして、代表取締役社長直下のプロジェクトとして開始し、経営企画

部を中心に全社的に各部門から選出されたプロジェクトメンバーにより構成し対応しております。

 

③　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、社会的責任を自覚し、いかなる場合においても反社会的勢力に対し金銭その他の経済的利益を提供しないこと

を基本方針としております。「反社会的勢力対応規程」に基づき、反社会的勢力に対する対応の明確化と適切な牽制が

機能する体制を構築しております。

　また、反社会的勢力とのトラブルが発生した場合には、総括責任者を管理部長とし、全社への指示・指導・監督及びそ

の他の必要な措置を講じるものとしております。
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(4）リスク管理体制の整備状況

　当社は、法的判断及びコンプライアンスに関する事項を重要なリスクと認識しております。突発的に発生する法律問題全

般に関しては、顧問弁護士から適宜、適切な助言と指導を受けており、重要な会計的課題については、監査契約を締結して

いるアスカ監査法人に随時相談を行っております。

　また、当社における法令違反、企業倫理に反する行為等社内不正の未然防止並びに早期発見を的確に行えるよう従業員か

らの相談、通報等を受付け、必要に応じて案件の調査及び対応策を実施する「内部通報制度」を運用しており、コンプライ

アンス体制の一層の強化を図っております。

 

(5）会計監査の状況

　当社は会社法に基づく会計監査人監査及び金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく会計監査につきましては、

平成20年12月12日付で会計監査人の異動及び一時会計監査人の選任を行い、アスカ監査法人と監査契約を締結しておりま

す。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。当期に

おいて、業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであります。

所属 氏名等 継続監査年数

アスカ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田中　大丸 －（注）

指定社員
業務執行社員

公認会計士 法木　右近 －（注）

　（注）１．継続監査年数が７年を超えないため記載を省略しております。また、会計監査に係わる補助者は公認会計士１名、会

計士補１名、その他３名であります。

２．異動した会計監査人は新日本有限責任監査法人であります。

 

(6）社外取締役及び社外監査役との関係について

　当社では社外取締役を選任しておりません。社外監査役については３名の社外監査役を選任しており、有馬正樹は当社株

式6,000株、沖信春彦、熊谷聖一は当社株式1,800株をそれぞれ保有しております。

　なお、当社との間には、上記以外の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。また、社外取締役

及び社外監査役に関しては会社法第427条第１項の規定に基づき、責任を限定できるよう、賠償責任限定契約の締結ができ

る旨を定款で定めております。

 

(7）役員報酬・監査報酬の内訳

　当事業年度における取締役及び監査役に対する役員報酬額並びに当社が新日本有限責任監査法人と契約した監査契約に

基づく監査報酬額は以下のとおりであります。

　なお、新日本有限責任監査法人と当社は、平成20年12月12日付で監査契約の解除について合意いたしております。

①　役員報酬

取締役の年間報酬総額　　174,054千円（当社には社外取締役はおりません）

監査役の年間報酬総額　 　13,750千円（監査役はすべて社外監査役です）

 

②　監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　19,437千円

上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　　　－千円

 

(8）取締役の定数

　当社の取締役については、９名以内とする旨を定款に定めております。
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(9）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

(10）自己株式取得の決定機関

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、将来の経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を可能とするために自

己株式を取締役会の決議で取得することができる旨を定款に定めております。

 

(11）取締役及び監査役の責任免除

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、

取締役会の決議をもって、法令の定める限度内において、その責任を免除することができる旨を定款に定めております。

 

(12）社外取締役及び社外監査役の責任限定契約

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第427条第１項の規定により、社

外取締役及び社外監査役との間で、定款であらかじめ定める金額または法令が定める額のいずれか高い額を限度として、

同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

　この定款の定めにより、平成19年10月15日及び平成20年１月21日に社外監査役と責任限定契約を締結しており、その責任

限定契約の責任額の内容は、「本契約締結後、その任務を怠ったことにより損害を与えた場合において、その職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がなかったときは、職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の１年間当たり

の額に相当する額として法務省令で定める方法により算定される額に２を乗じて得た額」とされております。

 

(13）会計監査人の責任免除及び責任限定契約

　当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定により、任

務を怠ったことによる会計監査人の損害賠償責任を、取締役会の決議をもって、法令の定める限度内において、その責任を

免除することができる旨を定款に定めております。また、当社は、同法第427条第１項の規定により、会計監査人の同法第

423条第１項の責任につき、法令が定める額を限度として責任を負担する契約を締結することができる旨を定款に定めて

おります。

 

(14）中間配当に関する事項

　当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めて

おります。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、機動的な利益還元を可能とすることを目的とするもので

あります。

 

(15）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。
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第５【経理の状況】
 

１．連結財務諸表及び四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連

結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(3）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

(1）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日

まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）の財務諸表については、新日本有

限責任監査法人により、当連結会計年度（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）の連結財務諸表及び当事業年度

（平成19年10月１日から平成20年９月30日まで）の財務諸表については、アスカ監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度及び前事業年度　　新日本有限責任監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　　アスカ監査法人

　また、前連結会計年度及び前事業年度に係る監査報告書は、平成20年７月３日提出の有価証券届出書に添付されたものに

よっており、当連結会計年度及び当事業年度に係る監査報告書は、平成21年１月30日提出の有価証券報告書に添付された

ものによっております。

(2）当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）の四半期連結財務諸

表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。

　また、当第３四半期連結累計期間に係る四半期レビュー報告書は、平成21年８月14日提出の四半期報告書に添付されたも

のによっております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,020,993  1,467,596 

２．売掛金   10,370   25,160  

３．販売用不動産 ※１  6,871,943  6,969,377 

４．仕掛販売用不動産 ※１  19,130,916  14,328,590 

５．未成工事支出金 ※１  2,081,748  1,100,000 

６．前払費用   271,694  297,235 

７．繰延税金資産   102,024  385,045 

８．その他 ※１  222,624  223,699 

流動資産合計   29,712,31497.5  24,796,70491.5

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 57,965   1,076,965   

減価償却累計額  7,928 50,037  52,9711,023,993 

(2）土地 ※１  －   524,161 

(3）その他 ※１ 74,834   62,986   

減価償却累計額  28,307 46,527  35,318 27,667  

有形固定資産合計   96,5640.3  1,575,8235.8

２．無形固定資産        

(1）その他   14,713   13,074  

無形固定資産合計   14,7130.0  13,0740.0

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   253,445  504,553 

(2）その他の関係会社有
価証券

  237,389  34,306  

(3）繰延税金資産   1,560   －  

(4）その他   169,217  186,580 

投資その他の資産合計   661,6122.2  725,4402.7

固定資産合計   772,8902.5  2,314,3388.5

資産合計   30,485,204100.0  27,111,043100.0
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前連結会計年度

（平成19年９月30日）
当連結会計年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※１  2,471,362  2,309,595 

２．短期借入金 ※１  1,761,201  4,240,368 

３．１年以内返済予定長期
借入金

※１  12,891,465  8,234,304 

４．１年以内償還予定社債   200,000  －  

５．未払金   88,305   161,801 

６．未払法人税等   543,536  706,481 

７．預り金   23,805   32,227  

８．前受金   812,753  1,699,422 

９．賞与引当金   24,402   18,608  

10．その他 ※２  159,255  212,858 

流動負債合計   18,976,08762.2  17,615,66765.0

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  8,331,391  5,171,325 

２．繰延税金資産   －   14,160  

３．その他   200,378  210,578 

固定負債合計   8,531,76928.0  5,396,06319.9

負債合計   27,507,85790.2  23,011,73084.9

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   337,4981.1  638,1282.3

２．資本剰余金   43,5000.2  344,1201.3

３．利益剰余金   2,596,3498.5  3,096,42411.4

株主資本合計   2,977,3479.8  4,078,67215.0

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  20,6390.1

評価・換算差額等合計   － －  20,6390.1

純資産合計   2,977,3479.8  4,099,31215.1

負債純資産合計   30,485,204100.0  27,111,043100.0
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四半期連結貸借対照表

  
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ　流動資産     

１．現金及び預金   348,021 

２．受取手形及び売掛金   1,248  

３．販売用不動産 ※１  3,184,432 

４．仕掛販売用不動産 ※１  7,614,213 

５．未成業務支出金 ※１  －  

６．前払費用   88,364  

７．繰延税金資産   －  

８．その他 ※１  73,158  

貸倒引当金   △22,788  

流動資産合計   11,286,64885.0

Ⅱ　固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物  1,031,535   

減価償却累計額  57,097974,438 

(2）土地   511,824 

(3）その他  23,628   

減価償却累計額  14,474 9,153  

有形固定資産合計   1,495,41611.3

２．無形固定資産     

(1）その他   9,491  

無形固定資産合計   9,4910.1

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券   375,252 

(2）その他の関係会社有
価証券

  22,968  

(3）その他   83,421  

投資その他の資産合計   481,6423.6

固定資産合計   1,986,55015.0

資産合計   13,273,198100.0
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当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ　流動負債     

１．支払手形及び買掛金   225,166 

２．短期借入金   1,748,154 

３．１年以内返済予定長期
借入金

  8,547,759 

４．未払金   14,924  

５．未払法人税等   574,711 

６．預り金   6,974  

７．前受金   311,131 

８．賞与引当金   1,421  

９．その他   187,671 

流動負債合計   11,617,91687.5

Ⅱ　固定負債     

１．長期借入金   840,558 

２．繰延税金資産   －  

３．その他   137,514 

固定負債合計   978,0727.4

負債合計   12,595,98994.9

（純資産の部）     

Ⅰ　株主資本     

１．資本金   638,1284.8

２．資本剰余金   344,1202.6

３．利益剰余金   △299,210△2.3

株主資本合計   683,0375.1

Ⅱ　評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差
額金

  － 0.0

２．為替換算調整勘定   △5,828△0.0

評価・換算差額等合計   △5,828△0.0

純資産合計   677,2095.1

負債純資産合計   13,273,198100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   16,309,681100.0  25,487,959100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  11,717,47571.8  21,128,46482.9

売上総利益   4,592,20528.2  4,359,49417.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,804,07011.1  1,743,7326.8

営業利益   2,788,13517.1  2,615,76110.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  2,319   4,269   

２．受取配当金  154   3,593   

３．契約違約金収入  5,082   9,422   

４．受取助成金  1,200   －   

５．保険解約返戻金  －   16,868   

６．その他  890 9,6460.0 1,532 35,6860.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  509,288   631,541   

２．支払手数料  128,834   76,998   

３．株式公開費用  －   56,071   

４．その他  923 639,0463.9 2,025 766,6373.0

経常利益   2,158,73513.2  1,884,8107.4

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ －   204   

２．受取立退料  3,500 3,5000.0 － 204 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ －   196   

２．固定資産除却損 ※５ 823   866   

３．新株発行費償却  1,329   －   

４．社債発行費償却  2,463   －   

５．和解金  7,436   －   

６．契約違約金損失  －   449,000   

７．その他  － 12,0520.0 33,226483,2891.9

税金等調整前当期純利
益

  2,150,18313.2  1,401,7255.5

法人税、住民税及び事業
税

 866,594   1,129,062   

法人税等調整額  33,853900,4475.5 △281,461847,6003.3

当期純利益   1,249,7357.7  554,1242.2
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四半期連結損益計算書

（第３四半期連結累計期間）

  
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   10,329,540100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  12,355,976119.6

売上総利益（△は損
失）

  △2,026,435△19.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  955,8619.3

営業損失（△）   △2,982,297△28.9

Ⅳ　営業外収益     

１．受取利息  1,071   

２．受取配当金  303   

３．契約違約金収入  6,005   

４．保険解約返戻金  13,425   

５．その他  4,492 25,2970.2

Ⅴ　営業外費用     

１．支払利息  297,998   

２．その他  77,059375,0573.6

経常損失（△）   △3,332,057△32.3

Ⅵ　特別利益     

１．前期損益修正益  69,658   

２．投資有価証券売却益  44,481   

３．契約違約金収入  400,000   

４．その他  15,000529,1395.1

Ⅶ　特別損失     

１．前期損益修正損  2,917   

２．固定資産売却損 ※３ 1,180   

３．固定資産除却損 ※４ 38,140   

４．プロジェクト中止損  123,793   

５．その他  40,194206,2262.0

税金等調整前四半期純
損失（△）

  △3,009,144△29.2

法人税等   386,4903.7

四半期純損失（△）   △3,395,634△32.9
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（第３四半期連結会計期間）

  
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   962,192100.0

Ⅱ　売上原価   978,917101.7

売上総利益（△は損
失）

  △16,725△1.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  160,59416.7

営業損失（△）   △177,319△18.4

Ⅳ　営業外収益     

１．受取利息  13   

２．受取配当金  291   

３．助成金収入  2,512   

４．その他  713 3,5290.4

Ⅴ　営業外費用     

１．支払利息  80,265   

２．支払手数料  34,467   

３．その他  1,000 115,73312.0

経常損失（△）   △289,524△30.0

Ⅵ　特別利益     

１．前期損益修正益  275,608   

２．投資有価証券売却益  9,357 284,96529.6

Ⅶ　特別損失     

１．前期損益修正損  1,231   

２．固定資産売却損 ※２ 657   

３．固定資産除却損 ※３ 29,755   

４．原状回復費用  17,748   

５．その他  6,065 55,4575.8

税金等調整前四半期純
損失（△）

  △60,016△6.2

法人税等   △3,397△0.3

四半期純損失（△）   △56,618△5.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 
株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年９月30日残高
（千円）

256,00010,5101,394,0491,660,559 490 1,661,049

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 81,498 32,990 － 114,488 － 114,488

新株予約権の行使 － － － － △490 △490

剰余金の配当 － － △47,434△47,434 － △47,434

当期純利益 － － 1,249,7351,249,735 － 1,249,735

連結会計年度中の変動額
合計（千円）

81,498 32,9901,202,3001,316,788△490 1,316,298

平成19年９月30日残高
（千円）

337,49843,5002,596,3492,977,347 － 2,977,347

 

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成19年９月30日残高
（千円）

337,49843,5002,596,3492,977,347 － 2,977,347

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 300,630300,620 － 601,250 － 601,250

剰余金の配当 － － △54,050△54,050 － △54,050

当期純利益 － － 554,124554,124 － 554,124

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

－ － － － 20,639 20,639

連結会計年度中の変動額
合計（千円）

300,630300,620500,0741,101,32420,6391,121,964

平成20年９月30日残高
（千円）

638,128344,1203,096,4244,078,67220,6394,099,312
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,150,183 1,401,725

減価償却費  102,240 147,076

繰延資産償却額  4,657 1,523

長期前払費用償却  2,052 453

賞与引当金の増減額（△：減少）  △11,994 △5,794

受取利息及び受取配当金  △2,474 △7,863

支払利息  509,288 631,541

受取立退料  △3,500 －

支払和解金  7,436 －

固定資産売却益  － △204

固定資産売却損  － 196

固定資産除却損  823 866

投資有価証券評価損  － 29,999

リース契約解約損失  － 3,226

契約違約金損失  － 449,000

たな卸資産評価損  － 1,287,192

売上債権の増減額（△：増加）  △2,381 △14,790

たな卸資産の増減額（△：増加）  △9,720,820 2,788,999

匿名組合出資金等の増減額（△：増加）  219,514 1,774

仕入債務の増減額（△：減少）  2,102,493 △161,766

未払金の増減額（△：減少）  △84,495 60,481

預り金の増減額（△：減少）  △1,540,892 8,421

前受金の増減額（△：減少）  5,098 886,669

その他流動資産の増減額（△：増加）  △112,614 14,551

その他固定資産の増減額（△：増加）  △250 －

その他流動負債の増減額（△：減少）  75,954 23,503

その他固定負債の増減額（△：減少）  143,762 10,200

小計  △6,155,918 7,556,985

利息及び配当金の受取額  2,470 7,863

利息の支払額  △506,697 △610,685

立退料の受取  3,500 －

和解金の支払  △7,436 －

契約違約金の支払  － △434,500

その他  － △3,386

法人税等の支払額  △809,952 △967,907

営業活動によるキャッシュ・フロー  △7,474,034 5,548,369
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前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △18,190 △115,176

定期預金の払戻による収入  12,002 92,180

定期積金の預入による支出  △19,000 △30,500

定期積金の払戻による収入  8,500 44,500

有形固定資産の取得による支出  △16,390 △15,800

無形固定資産の取得による支出  △7,502 △681

投資有価証券の取得による支出  △30,000 △65,000

投資有価証券の売却による収入  5,000 20,000

出資金の差入による支出  △100 －

敷金・保証金の差入による支出  △924 △36,548

敷金・保証金の差戻による収入  1,219 10,000

その他  △5,002 8,732

投資活動によるキャッシュ・フロー  △70,388 △88,293

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  867,874 2,479,167

長期借入れによる収入  15,687,300 8,180,900

長期借入金の返済による支出  △10,511,001 △15,998,127

社債償還による支出  － △200,000

株式の発行による収入  113,133 601,250

配当金の支払額  △47,434 △54,050

その他  － △1,599

財務活動によるキャッシュ・フロー  6,109,870 △4,992,460

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△：減少）  △1,434,552 467,615

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  2,336,328 901,775

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 901,775 1,369,391
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四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△）  △3,009,144

減価償却費  94,826

長期前払費用償却  90

貸倒引当金の増減額（△：減少）  22,788

賞与引当金の増減額（△：減少）  △17,186

受取利息及び受取配当金  △1,374

支払利息  297,998

持分法による投資損益（△：益）  2,593

敷金の償却  11,760

たな卸資産評価損  2,496,327

保険解約損金（△：益）  △8,272

契約違約金収入  △400,000

投資有価証券売却損益（△：益）  △44,481

その他特別利益  △15,000

固定資産売却損益（△：益）  1,180

固定資産除却損  38,140

前期損益修正損益（△：益）  2,917

プロジェクト中止損  123,793

その他特別損失  40,194

売上債権の増減額（△：増加）  23,911

たな卸資産の増減額（△：増加）  8,941,181

匿名組合出資金等の増減額（△：増加）  23,501

仕入債務の増減額（△：減少）  △1,934,429

未払金の増減額（△：減少）  △145,120

預り金の増減額（△：減少）  △25,252

前受金の増減額（△：減少）  △988,291

その他流動資産の増減額（△：増加）  185,081

その他流動負債の増減額（△：減少）  △10,218

その他固定負債の増減額（△：減少）  △73,063

小計  5,634,451

利息及び配当金の受取額  1,316

利息の支払額  △275,141

その他の支出  △23,514

法人税等の支払額  △133,582

営業活動によるキャッシュ・フロー  5,203,530

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 73/142



  
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出  △112,055

定期預金の払戻による収入  139,191

定期積金の預入による支出  △4,506

定期積金の払戻による収入  5,500

有形固定資産の取得による支出  △15,286

有形固定資産の売却による収入  990

投資有価証券の売却による収入  115,481

敷金・保証金の差入による支出  △23,860

敷金・保証金の回収による収入  49,015

その他  31,248

投資活動によるキャッシュ・フロー  185,714

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△：減少）  △2,492,213

長期借入金の返済による支出  △4,017,311

財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,509,524

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△：減少）  △1,120,276

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  1,369,391

Ⅵ　現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 249,115
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　昨年来からのサブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響、原油をはじめとする世界的な原

材料の高騰等、先行きへの不透明感が広がりました。この影響により、企業業績の停滞、日経平均株価等の株価指数の下落

や円高の進行等により、景況感は急速に悪化し、長年続きました穏やかな景気拡大から一転して停滞・収束への転換期と

なりました。

　当社グループが属する不動産業界におきましては、サブプライムローン問題を契機に金融市場の信用収縮等に伴う国内

経済の停滞、金融機関等からの不動産関連事業案件への融資の厳格化、改正建築基準法の影響による住宅着工数の減少、建

築費の高騰等により不動産取引件数の減少から地価及び物件価格の形成にも大きく影響が表れ、不動産市況は急激に悪化

してきております。

　当社グループは、このような事業環境の変化に対応するため、収益面では、不動産開発事業の分譲マンション開発への経

営資源の集中、不動産開発事業の収益不動産開発プロジェクトの開発を一部中止し、費用面では、販売費及び一般管理費に

おける費用対効果を見直し経常経費削減等を行うことにより、事業の再構築を実施してまいりました。しかしながら、不動

産業界を取巻く環境は、米国株式市場の混乱から波及した世界的株価指数の急激な下落による金融市場全般の信用懸念の

拡大により、金融機関等の不動産業界への融資厳格化の姿勢に変化は見られず深刻化を極めており、来期（平成21年９月

期）以降の当社グループの資金繰りに大きな影響を与える状況となっております。すなわち、売却を予定していた販売用

不動産の処分が当初計画とおりとならなかった事象が発生し、これに伴う金融機関等からの借換融資が必要な状況となっ

ており、継続企業の前提に重要な疑義が存在しております。

　以上のような状況のもと、当該状況を解消すべく、当社グループは金融機関等から必要な借換融資を受けるとともに、来

期（平成21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）を策定いたしまし

た。

(1）財務基盤の強化

①　キャッシュ・ポジションの向上

　たな卸資産計上の販売用不動産を早期に売却することにより、資金効率の改善に努めてまいります。さらに、新規開

発用地取得の投資審査基準を厳格化いたします。具体的には、得意分野である不動産開発事業の分譲マンション開発

に経営資源を集中し、かつ、東京都都心エリア以外の新規開発用地の取得については当面凍結することによって、資金

効率の改善に努めます。

②　資金政策の強化

　返済期限が到来したプロジェクト資金等については、完成物件の販売スケジュールに合わせて返済条件の見直しを

行い、金融機関等及び建設会社に対してご協力をいただくことにより、見直し後の返済条件に従い返済及び支払いを

行ってまいります。なお、一部の金融機関等からの借入返済及び建設会社への支払いについて、合意により期日を延長

いたしております。

　また、当社グループの継続企業の前提に重要な疑義の存在を早期に解消すべく、今後におきましては、第三者割当増

資等の資本政策の実施を検討してまいります。

 

(2）収益構造の改善

①　販売費及び一般管理費の経費削減

　当社グループとしては、引き続きコスト圧縮に努めてまいります。具体的には人件費につきましては、平成20年10月

31日開催の取締役会で役員報酬の削減を決議し、取締役につきましては、報酬額の10％～40％を減額、監査役につきま

しては、報酬額10％の減額の実施を行っております。さらに、不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中

することに伴い、事業規模に見合った組織及び人員体制とするため、取締役数及び従業員数の削減を検討し実施して

まいります。一般管理費につきましては、各費目の費用対効果の見直しを行い、支払報酬を中心に大幅な削減計画を実

行中です。

②　有利子負債残高圧縮による支払利息等の費用削減

　たな卸資産計上の当社保有物件及び開発物件の早期売却、新規開発用地取得の投資基準を厳格化することにより、有

利子負債残高の圧縮を行い支払利息等の費用削減に努めてまいります。

 

　上記施策の確実な実施により、当社グループの資金繰りを好転すべく取り組んでまいります。従いまして、連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響は連結財務諸表には反映されておりません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　１社

㈱アスコットコミュニティ

連結子会社の数　１社

㈱アスコットコミュニティ

 　なお、前連結会計年度において連結子会

社であった㈱ＡＳアセットマネジメント

は、平成19年３月15日付で提出会社が吸

収合併しており、合併時の損益計算書に

ついては連結しております。

 

２．持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社数　２社

205WEST147
TH
 STREET LLC

とみぐすくプロジェクト特定目的会社

持分法適用の関連会社数　１社

205WEST147
TH
 STREET LLC

 　なお、前連結会計年度において、持分法

適用の関連会社であった「㈲レト・イン

ベストメント」は、持分を地位譲渡した

ため持分法適用の関連会社から除いてお

ります。また、上記２社は、新たに持分を

取得したため、当連結会計年度より持分

法適用の関連会社に含めております。

　なお、前連結会計年度において、持分法

適用の関連会社であった「とみぐすくプ

ロジェクト特定目的会社」は、持分を地

位譲渡したため持分法適用の関連会社か

ら除いております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券 ①　有価証券

その他有価証券 その他有価証券

 （イ）時価のあるもの （イ）時価のあるもの

 ────── 　連結会計年度の末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用し

ております。

 （ロ）時価のないもの （ロ）時価のないもの

 　移動平均法による原価法を採用し

ております。また、匿名組合出資金等

については(8）②匿名組合出資金等

の会計処理に記載しております。

同左

 ②　デリバティブ ②　デリバティブ

 　時価法を採用しております。 同左

 ③　たな卸資産 ③　たな卸資産

 （イ）販売用不動産・仕掛販売用不動産 （イ）販売用不動産・仕掛販売用不動産

 　個別法による原価法を採用してお

ります。また、賃貸中の建物について

は定額法にて減価償却を行っており

ます。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　28～47年

同左

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

 76/142



項目
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 （ロ）貯蔵品 （ロ）貯蔵品

 　最終仕入原価法を採用しておりま

す。

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産 ①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。

建物　　　　　８～47年

その他　　　　３～15年

同左

 ②　無形固定資産 ②　無形固定資産

 　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

同左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

①　社債発行費 ①　社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。 同左

 ②　株式交付費 ②　株式交付費

 　支出時に全額費用処理しております。 同左

(4）重要な引当金の計上基

準

賞与引当金 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

同左

 （追加情報）  

 　なお、当連結会計年度より年俸制の導入

に伴い、年俸対象者を除いた従業員に対

して引当金の計上を行っております。

──────

(5）外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換金基

準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左

(6）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

(7）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 　借入金の金利変動リスクを回避する

ため、金利スワップ取引を行っており

ます。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 ③　ヘッジ方針 ③　ヘッジ方針

 　金利スワップ取引の目的と範囲を限

定し、投機目的やトレーディング目的

のために、これを利用しない方針であ

ります。

同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法 ④　ヘッジ有効性評価の方法

 　特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略し

ております。

同左

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理 ①　消費税の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当連結会計年

度の費用として処理しております。

同左

 ②　匿名組合出資金等の会計処理 ②　匿名組合出資金等の会計処理

 　匿名組合等の損益のうち当社グルー

プに帰属する持分相当損益について

は、「売上高」又は「売上原価」に計

上するとともに匿名組合出資金等を加

減する方法としております。

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（企業結合に係る会計基準等）  

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（「企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会平成15年10月31日））及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号平成17年12

月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

平成17年12月27日）を適用しております。この変更によ

る損益に与える影響は軽微であります。

──────

（有形固定資産の減価償却方法の変更）  

　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日　法律第６号及び法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日政令第83号）により、

当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。この変更による損益に

与える影響は軽微であります。

──────

（社債発行費）  

　従来、繰延資産に計上し３年間均等償却をしておりまし

たが、将来における金融費用負担の増大を考慮し、財務内

容の一層の健全化を図ることを目的として、当連結会計

年度より支出時に全額費用として処理する方法に変更い

たしました。この変更による損益に与える影響は軽微で

あります。

──────

（株式交付費）  

　従来、繰延資産に計上し３年間均等償却をしておりまし

たが、将来における金融費用負担の増大を考慮し、財務内

容の一層の健全化を図ることを目的として、当連結会計

年度より支出時に全額費用として処理する方法に変更い

たしました。この変更による損益に与える影響は軽微で

あります。

──────
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（連結貸借対照表）  

　前連結会計年度において、流動資産の「仕掛販売用不動

産」に含めていた「未成工事支出金」は、総資産の100分

の１を超えたため、当連結会計年度より区分掲記するこ

ととしました。なお、前連結会計年度の流動資産の「仕掛

販売用不動産」に含まれる「未成工事支出金」は

135,987千円であります。

──────

 （連結貸借対照表）

────── 　前連結会計年度において、有形固定資産の「その他」に

含めていた「土地」は、総資産の100分の１を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記することとしました。な

お、前連結会計年度の有形固定資産の「その他」に含ま

れる「土地」は12,337千円であります。

 （連結貸借対照表）

────── 　前連結会計年度において、営業外収益の「受取助成金」

は、重要性が乏しいため、当連結会計年度より「その他」

へ含めることとしました。なお、当連結会計年度の営業外

収益の「その他」に含まれる「受取助成金」は400千円

であります。

 

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 （固定資産）

────── 　従来、販売用不動産として保有していた物件（建物

1,014,379千円、土地511,824千円）については、事業方針

の変更に伴い固定資産へ振替えております。この変更に

よる損益に与える影響はありません。

 

 　法人税の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。なお、この変更による損益に

与える影響はありません。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

当連結会計年度
（平成20年９月30日）

※１　担保に提供している資産 ※１　担保に提供している資産

①　担保提供資産 ①　担保提供資産

 

販売用不動産 6,871,873千円

仕掛販売用不動産 16,899,208千円

未成工事支出金 123,604千円

建物 18,248千円

有形固定資産（その他） 12,337千円

計 23,925,271千円

　

 

販売用不動産 6,834,054千円

仕掛販売用不動産 11,074,835千円

未成工事支出金 1,100,000千円

流動資産（その他） 150,000千円

建物 977,269千円

土地 511,824千円

計 20,647,983千円

　

②　対応債務 ②　対応債務

 

短期借入金 1,410,000千円

１年以内返済予定長期借入
金

12,879,835千円

長期借入金 8,076,391千円

計 22,366,227千円

　

 

支払手形及び買掛金 1,002,889千円

短期借入金 3,034,700千円

１年以内返済予定長期借入
金

8,155,972千円

長期借入金 4,995,768千円

計 17,189,329千円

　

※２ ※２　未収消費税等及び未払消費税等の表示

────── 　仮払消費税及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消

費税等は流動資産の「その他」に含めて表示してお

ります。

３ ３　財務制限条項

────── 　平成20年９月30日に金融機関と特定プロジェクト

に関して総額720百万円の借入を実行しております。

この借入契約（平成20年９月30日～平成22年８月31

日）には、以下の財務制限条項が付されております。

①　損益計算書上の経常損益に関して、２期連続して

経常損失を計上しないこと。

②　貸借対照表における純資産の部の合計金額を直

前決算期の末日又は平成19年９月に終了する決

算期の末日における貸借対照表の純資産の合計

金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維

持すること。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１ ※１　売上原価に含まれるたな卸資産評価損

──────  

 1,287,192千円

　

※２　主要な費目及び金額は次のとおりであります。 ※２　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 182,872千円

給与手当 354,455千円

賞与 22,203千円

販売代理手数料 174,810千円

広告宣伝費 238,920千円

減価償却費 21,365千円

長期前払費用償却 2,052千円

賞与引当金繰入額 24,402千円

　

 

役員報酬 196,904千円

給与手当 384,908千円

賞与 22,339千円

販売代理手数料 66,251千円

広告宣伝費 274,296千円

減価償却費 20,729千円

長期前払費用償却 453千円

賞与引当金繰入額 18,608千円

　

※３ ※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

──────  

有形固定資産（その他） 204千円

　

※４ ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

──────  

有形固定資産（その他） 196千円

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

有形固定資産（その他） 799千円

無形固定資産 23千円

計 823千円

　

 

有形固定資産（その他） 866千円

　

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
の株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

発行済株式数     

普通株式 6,940 47,110 － 54,050

合計 6,940 47,110 － 54,050

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　当連結会計年度増加株式数のうち、平成19年６月15日付の第三者割当増資よる新株式発行が160株、平成19年８月31日付

の第三者割当増資による新株式発行165株、平成19年３月１日付で普通株式１株を３株に分割、平成19年９月28日付で

普通株式１株を２株に分割したことに伴う増加40,905株、平成19年７月30日に新株引受権の行使による新株発行

5,880株による増加であります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
（親会社）

平成12年新株引受権 普通株式 5,880 － 5,880 － －

合計 － 5,880 － 5,880 － －

　（注）　平成19年３月１日付の株式分割（１：３）の効力発生により、新株予約権の目的となる株式の数が調整されております

が、上記は調整後の内容です。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月25日
定時株主総会

普通株式 47,434 6,835平成18年９月30日平成18年12月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 54,050 1,000平成19年９月30日平成19年12月26日

 

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
の株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

発行済株式数     

普通株式 54,050 6,350,950 － 6,405,000

合計 54,050 6,350,950 － 6,405,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　当連結会計年度増加株式数のうち、平成20年３月31日付で普通株式１株を100株に分割したことによる増加5,350,950

株、株式上場に伴う有償一般募集による新株の発行1,000,000株による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。
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３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月25日
定時株主総会

普通株式 54,050 1,000平成19年９月30日平成19年12月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 1,020,993千円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 △119,217千円

現金及び現金同等物 901,775千円

　

 

現金及び預金勘定 1,467,596千円

流動資産（その他） 30,008千円

預入期間３ヶ月超の定期預金等 △128,213千円

現金及び現金同等物 1,369,391千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
（その他）

30,85213,75017,102

無形固定資産
（その他）

25,7118,72416,986

合計 56,56322,47534,088

　

 

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
（その他）

21,9654,16617,799

無形固定資産
（その他）

25,47913,77411,705

合計 47,44517,94029,504

　

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 12,982千円

１年超 22,475千円

合計 35,458千円

　

 

１年内 8,638千円

１年超 21,724千円

合計 30,363千円

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 11,124千円

減価償却費相当額 10,045千円

支払利息相当額 1,287千円

　

 

支払リース料 8,464千円

減価償却費相当額 7,800千円

支払利息相当額 971千円

　

④　減価償却費相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

⑤　利息相当額の算定方法 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

 

１年内 672千円

１年超 1,120千円

合計 1,792千円

　

 

１年内 2,846千円

１年超 8,776千円

合計 11,623千円

　

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。 同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　該当事項はありません。

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

5,000 － －

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 58,200

出資金等 195,245

その他の関係会社有価証券 237,389

合計 490,834

 

当連結会計年度（平成20年９月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

(1）株式 6,000 40,800 34,800

合計 6,000 40,800 34,800

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

220,000 － －

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 2,200

出資金等 461,553

その他の関係会社有価証券 34,306

合計 498,060

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について29,999千円減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

(1）取引の内容及び利用目的並びに取組方針 (1）取引の内容及び利用目的並びに取組方針

　変動金利支払の借入金について、金利変動リスクの

ヘッジを目的として、金利スワップ取引を行っており

ます。当該金利スワップ取引は、借入金残高の範囲内で

行うこととし、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

同左

(2）取引に係るリスクの内容 (2）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引においては、市場金利の変動による

リスクを有しております。金利関連のデリバティブ取

引の契約先は、信用度の高い金融機関であるため、相手

先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは僅少であ

ると認識しております。

同左

(3）取引に係るリスク管理体制 (3）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は、稟議決裁で代表取締役社長に承

認された取引を管理部で実行及び管理を行っておりま

す。

同左

(4）取引の時価等に関する事項についての補足説明 (4）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　「取引の時価等に関する事項」における想定元本は、

この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量

を示すものではありません。

同左

 

２．取引の時価等に関する事項

　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため特例処理を採用しており、それ以外の取引はな

いため、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）及び当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20

年９月30日）において、当社グループには退職金制度がないため、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成12年
新株引受権

平成17年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

平成19年
ストック・オプション

付与対象者の区分別
人数

当社取締役　１名
当社及び当社子会
社の取締役　２名
当社従業員　19名

当社及び当社子会
社の取締役　３名
当社従業員　28名

当社及び当社子会
社の取締役　６名
当社従業員　30名

ストック・オプショ
ンの数（注）１

普通株式　12,000株普通株式　744株 普通株式　720株 普通株式　300株

付与日 平成12年９月19日 平成17年９月21日 平成18年８月30日
平成19年６月６日
平成19年９月12日

権利確定条件
当社取締役
であること

（注）３ （注）３ （注）３

対象勤務期間
対象勤務期間の
定めはありません

対象勤務期間の
定めはありません

対象勤務期間の
定めはありません

対象勤務期間の
定めはありません

権利行使期間
平成12年９月19日から
平成19年９月17日まで

平成19年８月10日から
平成27年８月８日まで

平成20年９月１日から
平成28年８月28日まで

平成21年６月７日から
平成29年６月６日まで

　（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成19年３月１日付の株式分割（１：３）、平成19年９月28日付の株式分割（１：２）の効力発生により、ストッ

ク・オプションの数が調整されておりますが、上記は調整後の内容です。

３．権利行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社又は当社子会社

の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社又は当社子会社の取締役、監査役

が任期満了の事由により退任する場合及び当社又は当社子会社の従業員が定年により退職する場合はこの限り

ではない。

(2）当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するまでは、本新株予

約権を行使できないものとする。

(5）新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

(6）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによ

る。
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(2）ストック・オプションの変動状況

①　ストック・オプションの数

 
平成12年
新株引受権

平成17年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

権利確定前（株）     

前連結会計年度末残 － 732 654 －

付与 － － － 300

失効 － 18 30 －

権利確定 － － － －

未確定残 － 714 624 300

権利確定後（株）     

前連結会計年度末残 5,880 － － －

権利確定 － － － －

権利行使 5,880 － － －

失効 － － － －

未行使残 － － － －

 

②　単価情報

 
平成12年
新株引受権

平成17年
ストック・
オプション

平成18年
ストック・
オプション

平成19年
ストック・
オプション

 8,333 9,000 50,000 100,000

行使時平均株価（円） 8,333 － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － － －

　（注）１．ストック・オプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の株式数を記

載しております。

２．権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の権利行使価格を記載し

ております。
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当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分別人数
当社及び当社子会
社の取締役　２名
当社従業員　19名

当社及び当社子会
社の取締役　３名
当社従業員　28名

当社及び当社子会
社の取締役　６名
当社従業員　30名

ストック・オプションの数
（注）１

普通株式　74,400株 普通株式　72,000株 普通株式　30,000株

付与日 平成17年９月21日 平成18年８月30日
平成19年６月６日
平成19年９月12日

権利確定条件 （注）３ （注）３ （注）３

対象勤務期間
対象勤務期間の
定めはありません

対象勤務期間の
定めはありません

対象勤務期間の
定めはありません

権利行使期間
平成19年８月10日から
平成27年８月８日まで

平成20年９月１日から
平成28年８月28日まで

平成21年６月７日から
平成29年６月６日まで

　（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成20年３月31日付の株式分割（１：100）の効力発生により、ストック・オプションの数が調整されております

が、上記は調整後の内容です。

３．権利行使の条件は以下のとおりであります。

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社又は当社子会社

の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要すものとする。ただし、当社又は当社子会社の取締役、監査役

が任期満了の事由により退任する場合及び当社又は当社子会社の従業員が定年により退職する場合はこの限り

ではない。

(2）当社が諸般の事情を考慮の上、特例として取締役会で承認した場合はこの限りではない。

(3）新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権の相続は認めないものとする。

(4）新株予約権者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場し、上場した日より６ヶ月が経過するまでは、本新株予

約権を行使できないものとする。

(5）新株予約権の質入れその他の処分は認めないものとする。

(6）その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによ

る。
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(2）ストック・オプションの変動状況

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前（株）    

前連結会計年度末残 71,400 62,400 30,000

付与 － － －

失効 － 1,800 200

権利確定 － － －

未確定残 71,400 60,600 29,800

権利確定後（株）    

前連結会計年度末残 － － －

権利確定 － － －

権利行使 － － －

失効 － － －

未行使残 － － －

 

②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格（円） 90 500 1,000

行使時平均株価（円） － － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

　（注）１．ストック・オプションの数は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の株式数を記

載しております。

２．権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の権利行使価格を記載し

ております。

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

平成18年８月30日及び平成19年６月６日及び平成19年９月12日に付与したストック・オプションについての公正

な評価単位の見積方法は、単位当たりの本源的価値によっており、その価値の算定の基礎となる当社株式の評価方

法は、平成18年８月30日付与分につきましては、純資産価額方式と収益還元方式との折衷方式を採用し、平成19年６

月６日並びに平成19年９月12日付与分につきましては、類似会社比準方式による算定価格を勘案して決定してお

り、付与時点の単位当たりの本源的価値は零となり、ストック・オプションの公正な評価単価も零と算定しており

ます。また、当連結会計年度末における本源的価値の合計は零であります。なお、当社グループは平成20年８月５日

にジャスダック証券取引所に上場したため、本源的価値の算定においては、株価が企業価値を最も良く表しうると

考えられるため、期末日現在の株価の終値をもって、本源的価値を算定しております。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

（繰延税金資産）  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 41,565千円

減価償却費 36,144千円

賞与引当金 9,929千円

未払不動産取得税 9,596千円

その他 7,477千円

小計 104,714千円

評価性引当額 △2,690千円

計 102,024千円

　

 

（繰延税金資産）  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 53,298千円

減価償却費 59,721千円

賞与引当金 6,948千円

前払費用 6,299千円

在庫評価損 523,758千円

その他 1,692千円

小計 651,717千円

評価性引当額 △266,670千円

計 385,045千円

　
 

繰延税金資産（流動）の純額 102,024千円

　

 

繰延税金資産（流動）の純額 385,045千円

　
 

繰延税金資産（固定）  

繰越欠損金 27,280千円

その他 2,631千円

小計 29,912千円

評価性引当額 △27,280千円

計 2,631千円

　

 

繰延税金資産（固定）  

減価償却費 12,909千円

その他有価証券評価損 5,076千円

その他 465千円

小計 18,451千円

評価性引当額 △18,451千円

計 －千円

　
 

繰延税金負債（固定）  

出資金評価額 1,071千円

計 1,071千円

　

 

繰延税金負債（固定）  

投資有価証券評価額 △14,160千円

計 △14,160千円

　
 

繰延税金負債（固定）の純額 1,560千円

　

 

繰延税金負債（固定）の純額 △14,160千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、

記載を省略しております。

 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

評価性引当額の増減 18.4

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

住民税均等割 0.0

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.5
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 
不動産
開発事業
（千円）

ソリュー
ション事業
（千円）

不動産
ファンド事業
（千円）

不動産
管理事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高

14,432,257787,162999,168 91,09216,309,681 － 16,309,681

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 1,500 83,593 85,093△85,093 －

計 14,432,257787,1621,000,668174,68516,394,774△85,09316,309,681

営業費用 11,980,165627,135 26,233 194,62712,828,162693,38313,521,546

営業利益又は営業損失
（△）

2,452,092160,026974,434△19,9413,566,612△778,4762,788,135

Ⅱ．資産、減価償却費及び
資本的支出

       

資産 23,861,2625,439,176432,634 56,06029,789,134696,07030,485,204

減価償却費 － 373 1,109 807 2,290 25,785 28,075

資本的支出 － － － 972 972 17,531 18,504

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

不動産開発事業・・・・「アスコットパーク」シリーズを中心とした分譲マンション等の企画開発業務、投資家向

けの賃貸マンション及びオフィスビル等の収益不動産の企画開発業務

ソリューション事業・・資産価値の低下した不動産や収益性の改善が可能な既存の物件を取得し、効率的な改装・

改修によってバリューアップする不動産再生業務

不動産ファンド事業・・他社が組成する特別目的会社等へ出資し配当やキャピタルゲインを取得

不動産管理事業・・・・分譲マンション等における総合管理業務及び不動産仲介業務

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は779,231千円であり、その主なものは当社

の一般管理費であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は737,771千円であり、その主なものは当社での余資運用

資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産等であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産と同費用に係る償却額が含まれております。
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当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

 
不動産
開発事業
（千円）

ソリュー
ション事業
（千円）

不動産
ファンド事業
（千円）

不動産
管理事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売
上高

24,454,181953,907 5,000 74,87025,487,959 － 25,487,959

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 73,603 73,603△73,603 －

計 24,454,181953,907 5,000 148,47425,561,563△73,60325,487,959

営業費用 20,784,4881,147,84617,981 144,18122,094,497777,69922,872,197

営業利益又は営業損失
（△）

3,669,693△193,939△12,981 4,2923,467,065△851,3032,615,761

Ⅱ．資産、減価償却費及び
資本的支出

       

資産 20,617,8784,586,685430,860138,39325,773,8171,337,22527,111,043

減価償却費 － － － 470 470 22,235 22,705

資本的支出 － 1,530,824 － 156 1,530,98012,6521,543,632

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

不動産開発事業・・・・「アスコットパーク」シリーズを中心とした分譲マンション等の企画開発業務、投資家向

けの賃貸マンション及びオフィスビル等の収益不動産の企画開発業務

ソリューション事業・・資産価値の低下した不動産や収益性の改善が可能な既存の物件を取得し、効率的な改装・

改修によってバリューアップする不動産再生業務

不動産ファンド事業・・他社が組成する特別目的会社等へ出資し配当やキャピタルゲインを取得

不動産管理事業・・・・分譲マンション等における総合管理業務及び不動産仲介業務

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は852,217千円であり、その主なものは当社

の一般管理費であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,364,502千円であり、その主なものは当社での余資運

用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産等であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産と同費用に係る償却額が含まれております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）及び当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平

成20年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）及び当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平

成20年９月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 加賀谷　愼二 － －
当社
代表取締
役

（被所有）
直接
59.4

－ －

当社の借入
金等に対す
る債務被保
証（注）２

11,033,042－ －

当社のリー
ス取引に係
る未経過
リース料に
対する債務
被保証
（注）３

15,747－ －

新株引受権
行使
（注）５

48,998資本金 48,998

第三者割当
増資
（注）６

1,800

資本金 900

資本剰
余金

900

役員 小林　祐治 － －
当社
取締役

（被所有）
直接
12.6

－ －
第三者割当
増資
（注）６

2,000

資本金 1,000

資本剰
余金

1,000

役員 栗原　健博 － －
当社
取締役

（被所有）
直接
4.6

－ －

駐車場の賃
料負担
（注）４

288 － －

第三者割当
増資
（注）６

2,000

資本金 1,000

資本剰
余金

1,000

役員 金氏　一真 － －
当社
取締役

（被所有）
直接
0.5

－ －
第三者割当
増資
（注）６

2,000

資本金 1,000

資本剰
余金

1,000

役員 根岸　蕃 － －
当社
取締役

（被所有）
直接
0.0

－ －
第三者割当
増資
（注）６

2,000

資本金 1,000

資本剰
余金

1,000

役員 浜崎　拓実 － －
当社
取締役

（被所有）
直接
0.5

－ －
第三者割当
増資
（注）６

2,000

資本金 1,000

資本剰
余金

1,000

役員 大輪　欣正 － －
当社
常勤監査
役

（被所有）
直接
0.0

－ －
第三者割当
増資
（注）６

600

資本金 300

資本剰
余金

300

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等

㈱日進企画
埼玉県
川越市

20,500
不動産
賃貸管理
業

－
役員の
兼任
１名

－

駐車場の賃
料支払
（注）４，
７

288－ －
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(2）子会社等

属性 会社等の名称 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
㈲レト・イン
ベストメント

東京都
千代田区

560,000
収益不動
産の保有
及び売買

（所有）
直接
50.0

－ －
利益の分配
等

7,855－ －

関連会社
とみぐすくプ
ロジェクト特
定目的会社

東京都
新宿区

100
匿名組合
財産の運
用・管理

－ － －
匿名組合出
資等

202,632

その他
関係会
社有価
証券

202,632

関連会社

205WEST 147
TH
 STREET
LLC

アメリカ
合衆国
ニュー
ヨーク州

1,100
千米ドル

匿名組合
財産の運
用・管理

（所有）
直接
35.0

－ －
匿名組合出
資等

34,756

その他
関係会
社有価
証券

34,756

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．当社グループは、金融機関等からの借入金に対して、加賀谷愼二より債務保証を受けております。同債務保証の取引

金額は、期末借入金残高を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。

３．当社グループは、当期末時点で契約しているリース取引に係る未経過リース料に対して、加賀谷愼二より債務保証

を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。

４．取引条件及び取引条件の決定方針等

栗原健博との駐車場の賃料負担については、当社が㈱日進企画より賃借した駐車場を当社取締役である栗原健博に

無償で使用させておりましたが、平成19年３月31日付で当社と同社との間の賃貸借契約を解除し、以降は同社と栗

原健博との間で新たに賃貸借契約を締結しております。

㈱日進企画との駐車場の賃料支払については、近隣取引実勢を勘案して、一般の取引条件と同様に決定しておりま

す。

５．新株引受権の権利行使によるものであります。発行価格は純資産方式に基づき試算した価格を参考に決定しており

ます。

６．第三者割当増資の引受によるものであります。発行価格は類似会社比準方式に基づき試算した価格を参考に決定し

ております。

７．㈱日進企画は当社取締役である栗原健博の近親者が代表取締役を務める会社であります。

 

当連結会計年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 加賀谷　愼二 － －
当社
代表取締
役

（被所有）
直接
48.6

－ －

当社の借入
金等に対す
る債務被保
証（注）２

263,188－ －

当社のリー
ス取引に係
る未経過
リース料に
対する債務
被保証
（注）３

15,566－ －
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(2）子会社等

属性 会社等の名称 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
とみぐすくプ
ロジェクト特
定目的会社

東京都
新宿区

100
匿名組合
財産の運
用・管理

－ － － 地位譲渡 205,000－ －

関連会社

205WEST 147
TH
 STREET
LLC

アメリカ
合衆国
ニュー
ヨーク州

1,152
千米ドル

匿名組合
財産の運
用・管理

（所有）
直接
35.0

－ －
匿名組合出
資等

1,465

その他
の関係
会社有
価証券

34,306

　（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．当社グループは、金融機関等からの借入金に対して、加賀谷愼二より債務保証を受けております。同債務保証の取引

金額は、期末借入金残高を記載しております。なお、保証料の支払は行っておりません。

３．当社グループは、当期末時点で契約しているリース取引に係る未経過リース料に対して、加賀谷愼二より債務保証

を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 

１株当たり純資産額 55,085円06銭

１株当たり当期純利益金額 28,559円81銭

　

 

１株当たり純資産額 640円02銭

１株当たり当期純利益金額 99円65銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

99円49銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。

──────

　当社は、平成19年３月１日付で当社普通株式１株につき

３株、平成19年９月28日付で当社普通株式１株につき２

株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、以下のとおりとなります。

　当社は、平成20年３月31日付で当社普通株式１株につき

100株の株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の１株当たり情報については、以下のとおりとなります。

 

前連結会計年度

１株当たり純資産額 39,878円95銭

１株当たり当期純利益金額 17,831円00銭

　

 

前連結会計年度

１株当たり純資産額 550円85銭

１株当たり当期純利益金額 285円60銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,249,735 554,124

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,249,735 554,124

期中平均株式数（株） 43,758 5,560,738

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 8,900

（うち新株予約権） （－） （8,900）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権３種類（新株予約権の

目的となる株式の数1,638株）。

新株予約権２種類（新株予約権の

目的となる株式の数90,400株）。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

会社合併  

（㈱ＡＳアセットマネジメントの企業結合関係） ──────

１．結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結

合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引の目

的を含む取引の概要

 

(1）結合当事企業の名称およびその事業の内容  

①　結合企業  

㈱アスコット  

②　被結合企業  

㈱ＡＳアセットマネジメント  

(2）企業結合の法的形式  

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、㈱ＡＳア

セットマネジメントは解散いたしました。当社の全

額出資子会社との合併であるため、本合併に際して

新株式の発行および合併交付金の支払は行っており

ません。

 

(3）合併期日  

平成19年３月15日  

２．実施した会計処理の概要  

　当社が㈱ＡＳアセットマネジメントより受け入れた

資産および負債は、合併期日の前日に付された適正な

帳簿価額により計上しております。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当連結会計年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（株式分割）  

　平成20年３月14日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。

　平成20年３月31日付をもって当社普通株式１株につき

100株に分割いたしました。

──────

(1）分割により増加する株式数  

普通株式　　5,350,950株  

(2）分割方法  

　平成20年３月31日最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主の所有株式数を、１株につき100株の割合を

もって分割いたします。

 

  

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株

当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

 

 

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

398円79銭 550円85銭

１株当たり当期純利益金
額

１株当たり当期純利益金
額

178円31銭 285円60銭

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、新株予約権

の残高はありますが、当

社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握でき

ませんので記載しており

ません。

同左

　

 

（出資持分の地位譲渡）  

　平成20年５月28日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように「とみぐすくプロジェクト特定目的会社」に

対する出資持分全てを㈱ゼファーに地位譲渡しておりま

す。

──────

(1）譲渡日　　　　平成20年６月10日  

(2）出資持分　　　200,000千円  

(3）譲渡対象額　　200,000千円  

(4）地位譲渡先　　㈱ゼファー  

　なお、地位譲渡日をもって「とみぐすくプロジェクト特

定目的会社」は、当社の持分適用の関連会社から除いて

おります。
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　当社グループは、サブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響を背景に、金融機関からの不

動産関連事業案件への融資の厳格化や実態経済の低迷による金融市場の運用環境の悪化等により不動産及び不動産に

係る資金の流動性が依然停滞しております。このような事業環境の下、収益面では不動産開発事業及びソリューション

事業において売却を予定していた開発・保有物件の売却価格がたな卸資産計上額を上回らなかったこと、今後の不動産

市況の回復基調は依然不透明と判断したうえで、当社グループのたな卸資産計上額について「棚卸資産の評価に関する

会計基準」を適用し、当第３四半期連結累計期間において、たな卸資産評価損として2,496,327千円を売上原価へ計上し

たことの影響により、売上総損失が2,026,435千円と大幅に悪化しております。費用面では平成20年12月より販売管理費

の各費目の費用対効果の見直し等を行い、販売費及び一般管理費にて役員数削減・役員報酬減額・本店移転・人員削減

の合理化及びそれに伴う費目にて経常費用削減効果が発生しております。しかしながら、この削減効果での費用圧縮で

は、収益面での大幅な悪化を補うことができず、当第３四半期連結累計期間において営業損失2,982,297千円、経常損失

3,332,057千円、四半期純損失3,395,634千円を計上しております。財務面では、有利子負債残高の圧縮を進める目的でた

な卸資産へ計上されている開発・保有物件を売却したことに伴い、たな卸資産残高が10,798,645千円（前連結会計年度

末比：11,599,321千円減少）、有利子負債残高が11,136,472千円（前連結会計年度末比：6,509,524千円減少）となっ

たものの、四半期純損失を計上したことにより、純資産が677,209千円（前連結会計年度末比：3,422,102千円減少）と

大幅に減少し、自己資本比率は5.1％（前連結会計年度末15.1％）となっております。

 

　上記のような厳しい事業環境の下、当社グループでは、当該状況を解消すべく当期（平成21年９月期）を初年度とする

３ヵ年を対象とした中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）に取り組んでおります。将来の資金繰りの安定化を図

るべく資金の早期回収を目的に、たな卸資産計上の開発プロジェクトの地位譲渡並びに保有物件の売却を実施しており

ます。さらに、開発プロジェクトについて、着工時期の延期及び凍結を実施することで開発プロジェクトに係る資金流出

の抑制を図っております。具体的な施策については次のとおりであります。

 

(1）財務基盤の強化

　不動産市況の回復は未だ不透明であると判断したうえで、有利子負債残高の圧縮を目的に事業採算性の低いプロ

ジェクトを選別し早期売却を実施することにより、早期資金回収及びそれに係る支払利息の低減を図ってまいりま

す。さらに将来の資金繰り安定化を目的に、第三者割当増資等の資本政策の実施を検討してまいります。

（注）　平成21年７月10日開催の取締役会において、「第三者割当増資による新株予約権の発行」を決議しておりま

す。

 

(2）収益構造の改善

　当社グループでは、昨年来からの役員報酬の減額及び役員数の削減・従業員等の人員削減・本店移転等の実施によ

る経常費用の削減を行っておりますが、さらなる経常費用の削減として役員報酬額の再減額の実施、販売費及び一般

管理費において経常的に係る費用の見直しを行い経常費用の削減を実施してまいります。

 

　当社グループでは、上記施策である「有利子負債残高圧縮による資金面での対応」及び「経常費用削減による収益性

の向上」を図ることにより、当社グループの資金繰りの安定化が実現でき、継続性の前提に関する重要な不確実性は解

消できると考えております。しかしながら、当社グループの将来の資金繰りについて、開発プロジェクトの建築費につい

て一部支払が遅延となっている状況を勘案した場合、当社グループの資金繰りが万全であるという状況には至っており

ません。したがって当該対応を行ったうえでもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、第３四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を第３四半

期連結財務諸表には反映しておりません。
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更

 たな卸資産

 　通常の販売目的で保有するたな卸

資産については、従来個別法による

原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、個別法に

よる原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）に変更しております。な

お、この変更に伴い、当第３四半期連

結累計期間の営業損失及び経常損失

は1,900,838千円、税金等調整前四半

期純損失は1,396,318千円増加して

おります。

 (2）リース取引に関する会計基準の適用

 　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号　平成19

年３月30日改正）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号　平成19年３月

30日改正）が平成20年４月１日以後開

始する連結会計年度に係る四半期連結

財務諸表から適用することができるこ

とになったことに伴い、第１四半期連

結会計期間からこれらの会計基準を適

用し、通常の売買取引に係る会計処理

によっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。ただし、リース契約日が会計基準適

用初年度開始前のリース取引につい

て、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用しており

ます。なお、この変更により損益に与え

る影響はありません。
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簡便な会計処理

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっておりま

す。

２．たな卸資産の評価方法 　四半期連結会計期間末におけるたな卸

資産の簿価の切下げに関して収益性の低

下が明らかのものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行う方法を

適用しております。

３．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関

して、前連結会計年度末以降に経営環境、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変

化がないと認められる場合に、前連結会

計年度末において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する

方法により算定しております。

 

四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。なお、法人税等調整額は、

「法人税等」に含めて表示しておりま

す。

 

注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度
（平成20年９月30日）

※１　担保に提供している資産 ※１　担保に提供している資産

①　担保提供資産 ①　担保提供資産

　担保に提供している資産で、当社グループの事業

運営において重要なものであり、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められている

ものは、次のとおりであります。

 

 

販売用不動産 3,184,432千円

仕掛販売用不動産 7,302,546千円

未成業務支出金 －千円

流動資産（その他） －千円

　

 

販売用不動産 6,834,054千円

仕掛販売用不動産 11,074,835千円

未成工事支出金 1,100,000千円

流動資産（その他） 150,000千円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

※１　売上原価に含まれるたな卸資産評価損の金額

 

 2,496,327千円

　

※２　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 77,080千円

給与手当 167,658千円

賞与 2,552千円

販売代理手数料 181,068千円

広告宣伝費 190,613千円

減価償却費 11,364千円

長期前払費用償却 90千円

賞与引当金繰入額 1,421千円

貸倒引当金繰入額 22,788千円

　

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

有形固定資産（その他） 1,180千円

　

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

有形固定資産（建物） 27,220千円

有形固定資産（その他） 10,015千円

無形固定資産（その他） 904千円

合計 38,140千円

　

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

※１　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 14,760千円

給与手当 30,580千円

賞与 2,552千円

広告宣伝費 20,235千円

賞与引当金繰入額 6,740千円

　

※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

有形固定資産（その他） 657千円

　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

有形固定資産（建物） 21,528千円

有形固定資産（その他） 8,226千円

合計 29,755千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 348,021千円

流動資産（その他） 1,178千円

預入期間３ヶ月超の定期預金
等

△100,084千円

現金及び現金同等物 249,115千円

　

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21

年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　6,405,000株

（注）　平成21年７月１日から平成21年８月31日までの間に、新株予約権の行使により625,000株増加し、発行済

株式数が7,030,000株となっております。

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　当第３四半期連結累計期間では、不動産業界の著しい環境悪化及びその回復基調が未だ不透明であること、たな卸

資産計上の開発・保有物件を売却することによる有利子負債残高の圧縮を進めることを勘案し、当初計画しており

ましたプロジェクトの一部を前倒しに売却及び当初計画外のプロジェクトの売却を実施しております。一方、費用

面では、販売費及び一般管理費にて役員数削減・役員報酬減額・本店移転・人員削減の合理化及びそれに伴う費目

にて経常費用削減効果が発生しております。しかしながら、この削減効果での費用圧縮では、収益面の大幅な悪化を

補うことはできず、当第３四半期連結累計期間における営業損失は2,982,297千円、経常損失は3,332,057千円、四半

期純損失は3,395,634千円を計上しております。

　上記の四半期純損失の計上に伴い、当第３四半期連結会計期間末の利益剰余金が減少し△299,210千円（前連結会

計年度末：3,096,424千円）となり、株主資本は683,037千円（前連結会計年度末：4,078,672千円）と大幅に減少

しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
不動産
開発事業
（千円）

ソリュー
ション事業
（千円）

不動産
ファンド事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上
高

867,918 92,740 － 1,533 962,192 － 962,192

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 867,918 92,740 － 1,533 962,192 － 962,192

営業損失（△） △65,537 2,141 △3,089 △7,243 △73,728 (103,591)△177,319

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

 
不動産
開発事業
（千円）

ソリュー
ション事業
（千円）

不動産
ファンド事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上
高

8,710,1171,579,318 － 40,10410,329,540 － 10,329,540

(2）セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － 20,770 20,770（20,770） －

計 8,710,1171,579,318 － 60,87410,350,310（20,770）10,329,540

営業損失（△） △1,965,634△647,247△34,202△14,289△2,661,373（320,923）△2,982,297

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要な事業の内容

事業区分 事業内容

不動産開発事業
「アスコットパーク」シリーズを中心とした分譲マンション等の企画開発業
務、投資家向けの賃貸マンション及びオフィスビル等の収益不動産の企画開
発業務

ソリューション事業
資産価値の低下した不動産や収益性の改善が可能な既存の物件を取得し、効
率的な改装・回収によってバリューアップする不動産再生業務

不動産ファンド事業 他社が組成する特別目的会社等へ出資し配当やキャピタルゲインを取得

その他事業 プロジェクトマネジメント業務、物件仲介業務等

３．会計方針の変更

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。これによる営業損益及び各セグメントに与える影響額は、以下のとおりであります。

 
第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

不動産開発事業 △1,614,569 494,862

ソリューション事業 △286,268 －

合計 △1,900,838 494,862
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平

成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平

成20年10月１日　至　平成21年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　当第３四半期連結会計期間はストック・オプションを付与していないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

 

１株当たり純資産額 105円73銭

　

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △530円15銭

　

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △8円84銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年６月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △3,395,634 △56,618

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△3,395,634 △56,618

期中平均株式数（株） 6,405,000 6,405,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前連結会計年度末

から重要な変動があったものの概要

────── ──────
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（新株予約権の発行）

　平成21年７月10日開催の取締役会において、第三者割当

による新株予約権の発行を決議しております。その概要

は、次のとおりであります。

(1）新株予約権の名称

㈱アスコット　第４回新株予約権証券

(2）新株予約権の総数

350個

(3）募集の方法

　第三者割当増資の方法により、全ての新株予約権を

Brillance Hedge Fundに割当てる。

(4）新株予約権の目的である株式の種類及び数

①　当社普通株式

②　5,468,750株（新株予約権１個につき15,625株）

(5）新株予約権の払込金額の総額

金　2,307,900円（新株予約権１個当たり6,594円）

(6）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

金　700,000,000円（新株予約権１個当たり

2,000,000円）

（注）　行使価額が調整された場合には、新株予約権

の払込金額の総額に新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の合計額を合算

した金額は増加又は減少する。また、新株予

約権の権利行使期間内に行使が行われない

場合及び当社が取得した新株予約権を消却

した場合には、新株予約権の払込金額の総額

に新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額の合計額を合算した金額は減少す

る。

②　１株当たりの出資される財産の価額

128円

(7）新株予約権の行使により当社株式を発行する場合

の資本組入額

　新株予約権の行使により当社株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、資本金等増加限度額の

２分の１の金額とする。

(8）行使請求期間

平成21年７月29日から平成23年７月28日

(9）資金使途

事業資金に充当
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

(10）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総

数が発行可能株式総数を超過することとなるとき

は、新株予約権の行使はできない。

②　新株予約権の譲渡制限

　新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承

認を要するものとする。

（新株予約権の行使）

　平成21年７月10日開催の取締役会において、第三者割当

による新株予約権の発行を決議しております。この発行

に伴い、平成21年７月29日から平成21年７月31日までの

間に当該新株予約権の権利行使が行われ、当社発行済株

式数、資本金及び資本準備金が次のとおり増加しており

ます。

(1）発行済株式数（平成21年７月31日現在）

　390,625株増加し6,795,625株となっております。

(2）資本金（平成21年７月31日現在）

　25,082千円増加し663,210千円となっております。

(3）資本準備金（平成21年７月31日現在）

　25,082千円増加し369,202千円となっております。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結

会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱アスコット 第２回無担保社債
平成17年
２月10日

200,000
（200,000）

－
（－）

0.60 なし
平成20年
２月８日

合計 － －
200,000
（200,000）

－
（－）

－ － －

　（注）１．当期末残高の（　）内は、内数で１年以内償還予定社債を示しております。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

－ － － － －

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,761,2014,240,3682.73 －

１年以内返済予定長期借入金 12,891,4658,234,3042.90 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 8,331,3915,171,3252.90 －

計 22,984,05817,645,9972.86 －

　（注）１．平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 5,069,100 45,544 39,996 16,685

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   978,702  1,373,502 

２．売掛金   11,848   20,445  

３．販売用不動産 ※１  6,871,943  6,969,377 

４．仕掛販売用不動産 ※１  19,130,916  14,328,590 

５．未成工事支出金 ※１  2,081,748  1,100,000 

６．前渡金   200   －  

７．前払費用   270,745  296,443 

８．未収入金   77,173   47,953  

９．繰延税金資産   102,024  385,045 

10．その他 ※１  150,257  150,863 

流動資産合計   29,675,55797.3  24,672,22291.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 57,965   1,076,965   

減価償却累計額  7,928 50,037  52,9711,023,993 

(2）工具器具備品  61,199   61,773   

減価償却累計額  28,054 33,145  34,905 26,867  

(3）土地 ※１  12,337   524,161 

有形固定資産合計   95,5190.3  1,575,0225.8

２．無形固定資産        

(1）商標権   4,858   4,308  

(2）ソフトウエア   9,315   8,296  

(3）その他   265   265  

無形固定資産合計   14,4390.1  12,8700.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   253,445  504,553 

(2）関係会社株式   15,000   15,000  

(3）その他の関係会社有
価証券

  237,389  34,306  

(4）出資金   13,190   15,190  

(5）長期前払費用   696   243  

(6）繰延税金資産   32,077   －  

(7）その他   154,700  170,517 

投資その他の資産合計   706,4992.3  739,8102.7

固定資産合計   816,4582.7  2,327,7038.6

資産合計   30,492,016100.0  26,999,926100.0
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前事業年度

（平成19年９月30日）
当事業年度

（平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   243,950  887,500 

２．買掛金 ※１  2,221,366  1,409,865 

３．短期借入金 ※１  1,761,201  4,240,368 

４．１年以内返済予定長期
借入金

※１  12,891,465  8,234,304 

５．１年以内償還予定社債   200,000  －  

６．未払金   83,187   161,116 

７．未払費用   105,887  68,807  

８．未払法人税等   543,356  700,044 

９．預り金   19,708   29,729  

10．前受金   812,753  1,699,422 

11．前受収益   48,678   48,117  

12．賞与引当金   20,858   17,077  

13．その他   －   89,983  

流動負債合計   18,952,41362.1  17,586,33665.1

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  8,331,391  5,171,325 

２．繰延税金負債   －   14,160  

３．その他   200,378  210,578 

固定負債合計   8,531,76928.0  5,396,06320.0

負債合計   27,484,18290.1  22,982,39985.1

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   337,4981.1  638,1282.3

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  43,500   344,120   

資本剰余金合計   43,5000.1  344,1201.3

３．利益剰余金        

(1）利益準備金  11,065   16,470   

(2）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  2,615,770   2,998,168   

利益剰余金合計   2,626,8358.7  3,014,63811.2

株主資本合計   3,007,8339.9  3,996,88614.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  20,6390.1

評価・換算差額等合計   － －  20,6390.1

純資産合計   3,007,8339.9  4,017,52614.9

負債純資産合計   30,492,016100.0  26,999,926100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．不動産開発事業  14,432,257   24,370,371   

２．ソリューション事業  787,162   953,907   

３．不動産ファンド事業  999,16816,218,588100.0 5,00025,329,279100.0

Ⅱ　売上原価        

１．不動産開発事業 ※１ 11,166,135   20,067,841   

２．ソリューション事業 ※１ 523,003   1,014,075   

３．不動産ファンド事業  5,76111,694,90072.1 7,19521,089,11383.3

売上総利益   4,523,68827.9  4,240,16516.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,707,37310.5  1,713,4206.7

営業利益   2,816,31417.4  2,526,74510.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  2,270   4,139   

２．受取配当金  154   3,582   

３．契約違約金収入  5,082   9,422   

４．関係会社業務委託収入  754   914   

５．受取助成金  1,200   －   

６．保険解約返戻金  －   16,868   

７．その他  699 10,1610.1 1,247 36,1730.1

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  509,261   631,541   

２．支払手数料  128,834   76,998   

３．株式公開費用  －   56,071   

４．株式交付費  864   1,523   

５．その他  8 638,9684.0 192 766,3283.0

経常利益   2,187,50813.5  1,796,5907.1

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ －   204   

２．受取立退料  3,500 3,5000.0 － 204 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ －   196   

２．固定資産除却損 ※５ 799   866   

３．新株発行費償却  905   －   

４．社債発行費償却  2,463   －   

５．抱合せ株式消滅差損  20,968   －   

６．関係会社株式評価損  75,000   －   

７．契約違約金損失  －   449,000   

８．その他  7,436 107,5720.7 33,226483,2891.9

税引前当期純利益   2,083,43512.8  1,313,5055.2

法人税、住民税及び事業
税

 866,339   1,122,596   

法人税等調整額  3,335 869,6755.3 △250,944871,6523.4

当期純利益   1,213,7597.5  441,8521.8
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売上原価明細書

(1）不動産開発事業原価

 

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 5,714,71551.2 11,396,68356.8

Ⅱ　建築費 5,402,11348.4 7,531,76237.5

Ⅲ　その他経費 49,306 0.4 1,139,3955.7

計 11,166,135100.0 20,067,841100.0

 

(2）ソリューション事業原価

 

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 288,68055.2 244,99924.2

Ⅱ　建築費 43,446 8.3 191,21818.8

Ⅲ　その他経費 190,87536.5 577,85857.0

計 523,003100.0 1,014,075100.0

 

(3）不動産ファンド事業原価

 

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 － － － －

Ⅱ　建築費 － － － －

Ⅲ　その他経費 5,761100.0 7,195100.0

計 5,761100.0 7,195100.0

 

原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算を

採用しております。

原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年９月
30日残高
（千円）

256,00010,5106,3211,454,1891,460,5101,727,0204901,727,510

事業年度中の
変動額

        

新株の発行 81,49832,990 － － － 114,488 － 114,488

新株予約権
の行使

－ － － － － － △490 △490

剰余金の積
立

－ － 4,743△4,743 － － － －

剰余金の配
当

－ － － △47,434△47,434△47,434 － △47,434

当期純利益 － － － 1,213,7591,213,7591,213,759－ 1,213,759

事業年度中の
変動額合計
（千円）

81,49832,9904,7431,161,5811,166,3241,280,812△4901,280,322

平成19年９月
30日残高
（千円）

337,49843,50011,0652,615,7702,626,8353,007,833－ 3,007,833

 

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金資本準備金 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年９月
30日残高
（千円）

337,49843,50011,0652,615,7702,626,8353,007,833－ 3,007,833

事業年度中の
変動額

        

新株の発行 300,630300,620 － － － 601,250 － 601,250

剰余金の積
立

－ － 5,405△5,405 － － － －

剰余金の配
当

－ － － △54,050△54,050△54,050 － △54,050

当期純利益 － － － 441,852441,852441,852 － 441,852

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
（純額）

－ － － － － － 20,63920,639

事業年度中の
変動額合計
（千円）

300,630300,6205,405382,397387,802989,05220,6391,009,692

平成20年９月
30日残高
（千円）

638,128344,12016,4702,998,1683,014,6383,996,88620,6394,017,526
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　昨年来からのサブプライムローン問題に端を発する米国からの金融市場の混乱の影響、原油をはじめとする世界的な原

材料の高騰等、先行きへの不透明感が広がりました。この影響により、企業業績の停滞、日経平均株価等の株価指数の下落

や円高の進行等により、景況感は急速に悪化し、長年続きました穏やかな景気拡大から一転して停滞・収束への転換期と

なりました。

　当社が属する不動産業界におきましては、サブプライムローン問題を契機に金融市場の信用収縮等に伴う国内経済の停

滞、金融機関等からの不動産関連事業案件への融資の厳格化、改正建築基準法の影響による住宅着工数の減少、建築費の高

騰等により不動産取引件数の減少から地価及び物件価格の形成にも大きく影響が表れ、不動産市況は急激に悪化してきて

おります。

　当社は、このような事業環境の変化に対応するため、収益面では、不動産開発事業の分譲マンション開発への経営資源の

集中、不動産開発事業の収益不動産開発プロジェクトの開発を一部中止し、費用面では、販売費及び一般管理費における費

用対効果を見直し経常経費削減等を行うことにより、事業の再構築を実施してまいりました。しかしながら、不動産業界を

取巻く環境は、米国株式市場の混乱から波及した世界的株価指数の急激な下落による金融市場全般の信用懸念の拡大によ

り、金融機関等の不動産業界への融資厳格化の姿勢に変化は見られず深刻化を極めており、来期（平成21年９月期）以降

の当社の資金繰りに大きな影響を与える状況となっております。すなわち、売却を予定していた不動産の処分が当初計画

とおりとならなかった事象が発生し、これに伴う金融機関等からの借換融資が必要な状況となっており、継続企業の前提

に重要な疑義が存在しております。

　以上のような状況のもと、当該状況を解消すべく、当社は金融機関等から必要な借換融資を受けるとともに、来期（平成

21年９月期）を初年度とする３ヵ年を対象とした中期経営計画（ASCOT REVIVAL-PLAN 2011）を策定いたしました。

(1）財務基盤の強化

①　キャッシュ・ポジションの向上

　たな卸資産計上の販売用不動産を早期に売却することにより、資金効率の改善に努めてまいります。さらに、新規開

発用地取得の投資審査基準を厳格化いたします。具体的には、得意分野である不動産開発事業の分譲マンション開発

に経営資源を集中し、かつ、東京都都心エリア以外の新規開発用地の取得については当面凍結することによって、資金

効率の改善に努めます。

②　資金政策の強化

　返済期限が到来したプロジェクト資金等については、完成物件の販売スケジュールに合わせて返済条件の見直しを

行い、金融機関等及び建設会社に対してご協力をいただくことにより、見直し後の返済条件に従い返済及び支払いを

行ってまいります。なお、一部の金融機関等からの借入返済及び建設会社への支払いについて、合意により期日を延長

いたしております。

　また、当社の継続企業の前提に重要な疑義の存在を早期に解消すべく、今後におきましては、第三者割当増資等の資

本政策の実施を検討してまいります。

 

(2）収益構造の改善

①　販売費及び一般管理費の経費削減

　当社としては、引き続きコスト圧縮に努めてまいります。具体的には人件費につきましては、平成20年10月31日開催

の取締役会で役員報酬の削減を決議し、取締役につきましては、報酬額の10％～40％を減額、監査役につきましては、

報酬額10％の減額の実施を行っております。さらに、不動産開発事業の分譲マンション開発に経営資源を集中するこ

とに伴い、事業規模に見合った組織及び人員体制とするため、取締役数及び従業員数の削減を検討し実施してまいり

ます。一般管理費につきましては、各費目の費用対効果の見直しを行い、支払報酬を中心に大幅な削減計画を実行中で

す。

②　有利子負債残高圧縮による支払利息等の費用削減

　たな卸資産計上の当社保有物件及び開発物件の早期売却、新規開発用地取得の投資基準を厳格化することにより、有

利子負債残高の圧縮を行い支払利息等の費用削減に努めてまいります。

 

　上記施策の確実な実施により、当社の資金繰りを好転すべく取り組んでまいります。従いまして、財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響は財務諸表には反映されておりません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

①　子会社株式

(1）有価証券

①　子会社株式

 　移動平均法による原価法を採用し

ております。

同左

 ②　その他有価証券 ②　その他有価証券

（イ）時価のあるもの （イ）時価のあるもの

 ────── 　事業年度の末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却価

格は移動平均法により算定）を採

用しております。

 （ロ）時価のないもの （ロ）時価のないもの

 　移動平均法による原価法を採用

しております。

同左

 　また、匿名組合出資金等について

は８．(2）匿名組合出資金等の会

計処理に記載しております。

 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ

 　時価法を採用しております。 同左

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産

 ①　販売用不動産・仕掛販売用不動産 ①　販売用不動産・仕掛販売用不動産

 　個別法による原価法を採用してお

ります。また、賃貸中の建物について

は定額法にて減価償却を行っており

ます。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　28～47年

同左

 ②　貯蔵品 ②　貯蔵品

 　最終仕入原価法を採用しておりま

す。

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定

額法によっております。

　主な耐用年数は、次のとおりでありま

す。

建物　　　　　８～47年

工具器具備品　３～15年

同左

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産

 　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

３．重要な繰延資産の処理方

法

(1）社債発行費 (1）社債発行費

　支出時に全額費用処理しております。 同左

 (2）株式交付費 (2）株式交付費

 　支出時に全額費用処理しております。 同左

４．引当金の計上基準 賞与引当金 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

同左

 （追加情報）  

 　なお、当事業年度より年俸制の導入に伴

い、年俸対象者を除いた従業員に対して

引当金の計上を行っております。

──────

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

 　借入金の金利変動リスクを回避する

ため、金利スワップ取引を行っており

ます。

同左

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

 　金利スワップ取引の目的と範囲を限

定し、投機目的やトレーディング目的

のために、これを利用しない方針であ

ります。

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

 　特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略し

ております。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当事業年度の

費用として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 (2）匿名組合出資金等の会計処理 (2）匿名組合出資金等の会計処理

 　匿名組合等の損益のうち当社に帰属

する持分相当損益については、「売上

高」又は「売上原価」に計上するとと

もに匿名組合出資金等を加減する方法

としております。

同左

 

会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（企業結合に係る会計基準等）  

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（「企業

結合に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成15年10月31日））及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号平成17年12月27日）並

びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号平成17年12

月27日）を適用しております。この変更による損益に与

える影響は軽微であります。

──────

（有形固定資産の減価償却方法の変更）  

　法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律平

成19年３月30日　法律第６号及び法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日政令　第83号）によ

り、当事業年度より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。この変更による損益に与

える影響は軽微であります。

──────

（社債発行費）  

　従来、繰延資産に計上し３年均等償却をしておりました

が、将来における金融費用負担の増大を考慮し、財務内容

の一層の健全化を図ることを目的として、当事業年度よ

り支出時に全額費用として処理する方法に変更いたしま

した。この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────

（株式交付費）  

　従来、繰延資産に計上し３年均等償却をしておりました

が、将来における金融費用負担の増大を考慮し、財務内容

の一層の健全化を図ることを目的として、当事業年度よ

り支出時に全額費用として処理する方法に変更いたしま

した。この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（貸借対照表関係）  

　前事業年度において、流動資産の「仕掛販売用不動産」

に含めていた「未成工事支出金」は、総資産の100分の１

を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。な

お、前事業年度の流動資産の「仕掛販売用不動産」に含

まれる「未成工事支出金」は135,987千円であります。

──────

 （損益計算書関係）

────── 　前事業年度において、営業外収益の「受取助成金」は、

重要性が乏しいため、当事業年度より「その他」へ含め

ることとしました。なお、当事業年度の営業外収益の「そ

の他」に含まれる「受取助成金」は400千円であります。

 

追加情報

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 （固定資産）

────── 　従来、販売用不動産として保有していた物件（建物

1,014,379千円、土地511,824千円）については、事業方針

の変更に伴い固定資産へ振替えております。この変更に

よる損益に与える影響はありません。

 

 　法人税の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。なお、この変更による損益に与える影

響はありません。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年９月30日）

当事業年度
（平成20年９月30日）

※１　担保に提供している資産 ※１　担保に提供している資産

①　担保提供資産 ①　担保提供資産

 

販売用不動産 6,871,873千円

仕掛販売用不動産 16,899,208千円

未成工事支出金 123,604千円

建物 18,248千円

土地 12,337千円

計 23,925,271千円

　

 

販売用不動産 6,834,054千円

仕掛販売用不動産 11,074,835千円

未成工事支出金 1,100,000千円

流動資産（その他） 150,000千円

建物 977,269千円

土地 511,824千円

計 20,647,983千円

　

②　対応債務 ②　対応債務

 

短期借入金 1,410,000千円

１年以内返済予定長期借入
金

12,879,835千円

長期借入金 8,076,391千円

計 22,366,227千円

　

 

買掛金 1,002,889千円

短期借入金 3,034,700千円

１年以内返済予定長期借入
金

8,155,972千円

長期借入金 4,995,768千円

計 17,189,329千円

　

２ ２　財務制限条項

────── 　平成20年９月30日に金融機関と特定プロジェクト

に関して総額720百万円の借入を実行しております。

この借入契約（平成20年９月30日～平成22年８月31

日）には、以下の財務制限条項が付されております。

①　損益計算書上の経常損益に関して、２期連続して

経常損失を計上しないこと。

②　貸借対照表における純資産の部の合計金額を直

前決算期の末日又は平成19年９月に終了する決

算期の末日における貸借対照表の純資産の合計

金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維

持すること。

３　偶発債務 ３

債務保証

　関係会社等についての金融機関からの借入に対

しての債務保証は、当事業年度において解消され

ております。

──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

※１ ※１　売上原価に含まれるたな卸資産評価損

──────  

不動産開発事業 915,740千円

ソリューション事業 371,451千円

　

※２　人件費に属する費用のおおよその割合は37％、販売

費に属する費用のおおよその割合は28％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は35％であり

ます。

※２　人件費に属する費用のおおよその割合は42％、販売

費に属する費用のおおよその割合は24％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は34％であり

ます。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。 　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

役員報酬 170,122千円

給与手当 302,057千円

賞与 18,685千円

販売代理手数料 174,810千円

広告宣伝費 238,793千円

支払報酬 172,021千円

租税公課 126,438千円

減価償却費 20,725千円

長期前払費用償却 775千円

賞与引当金繰入額 20,858千円

　

 

役員報酬 187,804千円

給与手当 355,501千円

賞与 21,266千円

販売代理手数料 66,251千円

広告宣伝費 276,912千円

支払報酬 137,999千円

租税公課 106,398千円

減価償却費 20,258千円

長期前払費用償却 453千円

賞与引当金繰入額 17,077千円

　

※３ ※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

──────  

車両運搬具 204千円

　

※４ ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

──────  

工具器具備品 196千円

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

工具器具備品 799千円

　

 

工具器具備品 866千円

　

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　当事業年度において、保有している自己株式がないため該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　当事業年度において、保有している自己株式がないため該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 27,19612,28814,908

工具器具備品 3,655 1,462 2,193

ソフトウエア 22,4208,06614,353

合計 53,27221,81731,455

　

 

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 18,3091,97216,336

工具器具備品 3,655 2,193 1,462

ソフトウエア 25,47913,77411,705

合計 47,44517,94029,504

　

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 12,324千円

１年超 20,501千円

合計 32,825千円

　

 

１年内 8,638千円

１年超 21,724千円

合計 30,363千円

　

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 10,466千円

減価償却費相当額 9,387千円

支払利息相当額 1,287千円

　

 

支払リース料 8,464千円

減価償却費相当額 7,800千円

支払利息相当額 971千円

　

④　減価償却費相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

⑤　利息相当額の算定方法 ⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

 

１年内 672千円

１年超 1,120千円

合計 1,792千円

　

 

１年内 2,846千円

１年超 8,776千円

合計 11,623千円

　

（減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。 同左
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（有価証券関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 

（繰延税金資産）  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 41,565千円

減価償却費 36,144千円

賞与引当金 8,487千円

未払不動産取得税 9,596千円

その他 6,229千円

計 102,024千円

　

 

（繰延税金資産）  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 53,298千円

減価償却費 59,721千円

賞与引当金 6,948千円

前払費用 6,299千円

在庫評価損 523,758千円

その他 1,692千円

小計 651,717千円

評価性引当額 △266,670千円

計 385,045千円

　
 

繰延税金資産（流動）の純額 102,024千円

　

 

繰延税金資産（流動）の純額 385,045千円

　
 

繰延税金資産（固定）  

関係会社株式評価損 30,517千円

その他 2,631千円

計 33,148千円

　

 

繰延税金資産（固定）  

減価償却費 12,909千円

その他有価証券評価損 5,076千円

関係会社株式評価損 30,517千円

その他 465千円

小計 48,969千円

評価性引当額 △48,969千円

計 －千円

　
 

繰延税金負債（固定）  

出資金評価額 1,071千円

計 1,071千円

　

 

繰延税金負債（固定）  

投資有価証券評価額 △14,160千円

計 △14,160千円

　
 

繰延税金負債（固定）の純額 32,077千円

　

 

繰延税金負債（固定）の純額 △14,160千円

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、

記載を省略しております。

 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

評価性引当額の増減 24.1

交際費等永久に損益に算入されない項目 1.5

住民税均等割 0.0

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.4
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

 

１株当たり純資産額 55,649円09銭

１株当たり当期純利益金額 27,737円68銭

　

 

１株当たり純資産額 627円25銭

１株当たり当期純利益金額 79円46銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額

79円33銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できませんので記載してお

りません。

────────

　当社は、平成19年３月１日付で当社普通株式１株につき

３株、平成19年９月28日付で当社普通株式１株につき２

株の株式分割を行っております。なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。

　当社は、平成20年３月31日付で当社普通株式１株につき

100株の株式分割を行っております。なお、当該株式分割

が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。

 

前事業年度

１株当たり純資産額 41,475円04銭

１株当たり当期純利益金額 19,420円88銭

　

 

前事業年度

１株当たり純資産額 556円49銭

１株当たり当期純利益金額 277円38銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前事業年度

(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

当事業年度
(自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,213,759 441,852

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,213,759 441,852

期中平均株式数（株） 43,758 5,560,738

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 8,900

（うち新株予約権） （－） （8,900）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

新株予約権３種類（新株予約権の

目的となる株式の数1,638株）。

新株予約権２種類（新株予約権の

目的となる株式の数90,400株）。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

127/142



（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）に記載のとおりであります。

 

当事業年度（自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アスコット(E21391)

有価証券届出書（通常方式）

128/142



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

当事業年度
（自　平成19年10月１日
至　平成20年９月30日）

（株式分割）  

　平成20年３月14日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。

──────

　平成20年３月31日付を持って当社普通株式１株につき

100株に分割いたしました。

 

(1）分割により増加する株式数  

普通株式　　5,350,950株  

(2）分割方法  

　平成20年３月31日最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた株主の所有株式数を、１株につき100株の割合を

もって分割します。

 

  

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりとなります。

 

 

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額

414円75銭

 

１株当たり当期純利益金
額

194円21銭

 

　なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、新株予約権

の残高はありますが、当

社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握でき

ませんので記載しており

ません。

１株当たり純資産額

556円49銭

 

１株当たり当期純利益金
額

277円38銭

 

同左

　

 

（出資持分の地位譲渡）  

　平成20年５月28日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように「とみぐすくプロジェクト特定目的会社」に

対する出資持分全てを㈱ゼファーに地位譲渡しておりま

す。

──────

(1）譲渡日　　　　平成20年６月10日  

(2）出資持分　　　200,000千円  

(3）譲渡対象額　　200,000千円  

(4）地位譲渡先　　㈱ゼファー  
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証
券

その他有
価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

りんかい日産建設㈱ 120,000 0

住宅産業信用保証㈱ 220 2,200

九州ファンド特定目的会社 － 396,553

㈱インフィールド － 65,000

㈱グローバル住販 80 40,800

計 120,300 504,553

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期
末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 57,9651,018,999 － 1,076,96552,97123,3991,023,993

工具器具備品 61,199 9,114 8,539 61,77334,90513,91126,867

土地 12,337511,824 － 524,161 － － 524,161

有形固定資産計 131,5021,539,9378,5391,662,90087,87737,3101,575,022

無形固定資産        

商標権 5,500 － － 5,500 1,191 550 4,308

ソフトウエア 13,776 1,957 － 15,733 7,436 2,857 8,296

その他 265 － － 265 － － 265

無形固定資産計 19,541 1,957 － 21,498 8,628 3,40712,870

長期前払費用 1,369 － － 1,369 1,126 453 243

　（注）　当事業年度贈減額のうち主なものは次のとおりであります。

建物：販売用不動産からの振替による増加　　1,014,379千円

土地：販売用不動産からの振替による増加　　　511,824千円

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 20,858 17,077 20,858 － 17,077
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 －

預金の種類  

当座預金 274

普通預金 889,514

定期預金 121,213

定期積金 7,000

通知預金 355,500

小計 1,373,502

合計 1,373,502

 

②　売掛金

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ローソン 11,195

双日リアルネット㈱ 8,072

その他 1,178

合計 20,445

 

ｂ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

11,848 626,141 617,543 20,445 96.7 9.4

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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③　販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（千円）

ＹＵＫＩＡＫＡＲＩ 487.14 1,200,000

秋田フォーラスビル 1,487.13 856,768

ＡＵＳＰＩＣＥ　水道橋 211.81 858,650

ＡＳＣＯＴ　ＴＥＲＲＡＣＥ 516.04 677,800

ＯＺＩＯ　常盤台 453.91 556,185

その他 － 2,819,972

合計 － 6,969,377

 

④　仕掛販売用不動産

品目 面積（㎡） 金額（千円）

（仮称）西新プロジェクト 1,167.73 1,722,079

（仮称）大名Ⅰプロジェクト 372.62 1,321,738

イーストコア曳舟一番館 1,159.30 1,275,851

ＡＳＣＯＴ　ＰＡＲＫ両国石原 1,047.45 1,055,916

（仮称）小伝馬町プロジェクト 1,293.48 1,006,352

その他 － 7,946,651

合計 － 14,328,590

 

⑤　未成工事支出金

品目 金額（千円）

（仮称）稲毛海岸プロジェクト 1,100,000

合計 1,100,000

 

⑥　支払手形

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

前田建設工業㈱ 581,050

東急建設㈱ 306,450

合計 887,500

 

ｂ．期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年10月 －

11月 887,500

合計 887,500
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⑦　買掛金

相手先 金額（千円）

オリックス不動産㈱ 1,002,889

松井建設㈱ 106,811

千葉県中央県税事務所 57,825

三井住友建設㈱ 51,975

㈲モネット 22,000

その他 168,364

合計 1,409,865

 

⑧　短期借入金

借入先 金額（千円）

㈱りそな銀行 1,184,700

㈱みずほ銀行 1,129,000

㈱東京スター銀行 700,000

㈱八千代銀行 610,000

東芝ファイナンス㈱ 500,000

その他 116,668

合計 4,240,368

 

⑨　１年以内返済予定長期借入金

借入先 金額（千円）

ＳＭＢＣファイナンスサービス㈱ 1,282,000

オリックス㈱ 1,126,672

日本抵当証券㈱ 930,000

㈱みずほ銀行 900,000

㈱三井住友銀行 821,000

その他 3,174,632

合計 8,234,304

 

⑩　前受金

借入先 金額（千円）

分譲マンション手付金等 1,064,666

㈱アイ・ティマネジメント 400,000

りんかい日産建設㈱ 228,131

その他 6,625

合計 1,699,422
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⑪　長期借入金

借入先 金額（千円）

㈱東日本銀行 1,260,000

日本抵当証券㈱ 1,260,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 856,673

㈱三井住友銀行 600,000

㈱関西アーバン銀行 557,000

その他 637,652

合計 5,171,325

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 毎年12月

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

取次所
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告（掲載ＵＲＬ　http://www.ascotcorp.co.jp/）の方法により行
う。ただし、やむを得ない事由により電子公告による公告ができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当会社の株主は、当社定款の定めにより、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使すること

ができません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】
 

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　最近事業年度の開始日から本書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）臨時報告書

　平成21年１月５日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。

 

(2）有価証券報告書（第10期　自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日）

　平成21年１月30日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書（第11期第１四半期　自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　平成21年２月13日関東財務局長に提出

 

(4）四半期報告書及び確認書（第11期第２四半期　自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　平成21年５月15日関東財務局長に提出

 

(5）有価証券届出書（新株予約権証券）

　平成21年７月10日関東財務局長に提出

 

(6）有価証券届出書の訂正届出書

　平成21年７月14日関東財務局長に提出

　平成21年７月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

(7）有価証券届出書の訂正届出書

　平成21年７月17日関東財務局長に提出

　平成21年７月10日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

(8）四半期報告書及び確認書（第11期第３四半期　自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　平成21年８月14日関東財務局長に提出

 

第三部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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第四部【特別情報】
 

第１【最近の財務諸表】
 

　当社は、継続開示会社のため該当事項はありません。

 

第２【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
 

　当社には、保証会社及び連動子会社がないため、該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成20年７月３日

株式会社アスコット  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　純也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アスコットの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社アスコット及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成21年１月26日

株式会社アスコット  

 取締役会　御中  

 

 　アスカ監査法人  

 

 

指 定 社 員　

　

業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 法木　右近　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アスコットの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アスコット及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、金融機関の融資厳格化などの理由により、会社の資金繰りに大きな影響

を与える状況となっており、借換融資が必要な状況となっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年８月14日

株式会社アスコット

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アスコット

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アスコット及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、第３四半期連結累計期間において営業損失2,982百万円、

経常損失3,332百万円、四半期純損失3,395百万円を計上しており、純資産は677百万円と大幅に減少している状況に

ある。このような状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる

理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象の注記に記載されているとおり、平成21年７月10日開催の取締役会において、第三者割当による新

株予約権の発行を決議している。また、平成21年７月に当該新株予約権の一部の権利行使が行われている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告

            書提出会社が別途保管しております。

        ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成20年７月３日

株式会社アスコット  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 斉藤　浩史　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 阿部　純也　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アスコットの平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アス

コットの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別途保管

しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 

 平成21年１月26日

株式会社アスコット  

 取締役会　御中  

 

 　アスカ監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　大丸　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 法木　右近　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アスコットの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アス

コットの平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

　追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、金融機関の融資厳格化などの理由により、会社の資金繰りに大きな影響

を与える状況となっており、借換融資が必要な状況となっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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